
年度 措置の内容 措置事案の概要

平成26年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①依頼者Ａから平成２２年３月２８日ころ、Ａを被告とする不当利得返還請
求事件を受任したが平成２３年３月２４日以降、Ａに対し、上記事件について何ら報告及び連絡をし
なかった、②Ａ及びＢ会社から、Ａ及びＢ会社を原告とする慰謝料請求事件を受任したが、着手しな
かったことを理由に、所属弁護士会から平成２５年１０月９日付けで業務停止１月の懲戒処分を受け
たもの。

平成26年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、債務整理の斡旋を業とし、かつ非弁護士の法律事務の取扱い等の禁止を定め
る弁護士法７２条に違反することが疑われるＮＰＯ法人から、平成２３年３月ころ及び同年８月ころ
に債務整理事件の斡旋を受け、非弁提携行為に及び、かつその所為が多数に上り、相当期間にわたっ
て継続したことを理由に、所属弁護士会から平成２５年１２月４日付けで業務停止１０月の懲戒処分
を受けたもの。

平成26年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、依頼者Ａから破産申立事件を受任したところ、①Ａの自宅の土地建物には金
融機関の担保権が設定されており、既に競売手続が開始されていた状況の下で、任意売却をすること
を前提に同金融機関から競売手続の取下書を受領していたにもかかわらず、任意売却に伴う決済手続
に立ち会った際に、買主とその融資先機関から融資実行の条件として競売手続の取下書の交付を求め
られたにもかかわらず、これを拒絶し、さらにはＡが土下座までして交付を懇願したにもかかわら
ず、これを無視し、３０分前後にわたり店舗のフロア内に響き渡るほどの大声で融資の実行を迫った
ことが原因で、融資は実行されず決済手続は中止となったこと、②Ａが対象弁護士との委任契約を解
約したところ、対象弁護士に重大な責任がある場合であるから、本来ならば、対象弁護士は、受領済
みの弁護士費用を返還すべきであるにもかかわらず、これを返還しない上に、成功報酬に加えて、委
任契約を締結していない売主代理人としての担保権抹消受戻交渉の報酬分につき損害賠償請求をした
ことを理由に、所属弁護士会から平成２５年４月１日付けで業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、センターの代理援助開始決定を平成１５年に１件、平成１７年に４件、平成
１８年に２件、平成１９年に３件、平成２１年に１件、受け、合計１１件の依頼者から自己破産申立
事件又は任意整理事件を受任したものの、平成２６年１月１６日の時点においても事件処理が終了し
た旨の報告がなされないばかりでなく、一切の連絡が取れない状況になっているもの。

平成26年度

２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

（措置の対象となる契約）
日本弁護士連合会委託援助業務
に係る事務の取扱いに関する契
約

本件は、対象弁護士が、少年Ａの傷害保護事件において、①少年保護事件付添援助利用申込書の少年
の署名・指印欄に自らが署名・指印して、センターに対して援助利用申込みを行った、②実際には被
害者側と示談交渉を行っていないにもかかわらず、センターに提出した終結報告書には示談交渉を
行った旨の虚偽の記載をしたもの。

平成26年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、Ａから依頼され、平成２１年５月２６日、Ａの遺産の６分の５をＡの孫であ
るＢに相続させること、Ａが株式の大半を有していたＣ株式会社及びその関連会社の経営をＢが円満
に引き継ぐようにすること、対象弁護士を遺言執行者及び遺産分割協議書の指定権者として指定する
旨の遺言を作成したところ、①Ｂに対し、同年６月２６日、報酬の内容を説明することなく３１５０
万円の支払いを請求し、これを受領した、②Ｂに対して、自らの知人Ｄ及び定職に就いていなかった
自らの息子Ｅをそれぞれ不相当に高額な給与でＣ株式会社において雇用するよう強要したことを理由
に、所属弁護士会から平成２５年１０月２３日付けで業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①平成１３年１月２１日以後、死亡したＢに対する貸金をＢの相続人から回
収することをＡから受任したところ、受任中に、Ａに対し、立替金等の名目で多数回にわたり約４０
００万円を貸し付けた、②Ａの代理人として、同人の貸金に関し、極度額３００万円の根抵当権が設
定されていた相続財産である不動産について、被担保債権１１６３万２３２７円をもって担保権実行
として競売を申し立てたところ、Ｂの相続人らが相続放棄をしたため、Ａの代理人として相続財産管
理人選任の申立てを行い、競売の結果、相続財産管理人Ｃから上記競売事件の剰余金３０６万０７６
５円を受領したが、Ａに対してこれを引き渡さず、その使途、精算についての説明もしなかった、③
上記②の行為に対する懲戒手続の審尋期日の前に、Ａと面談して、Ｃから上記剰余金を受け取った旨
の陳述をするよう依頼し、その謝礼として３０６万円を支払う旨の念書を作成してＡに交付したこと
を理由に、所属弁護士会から平成２５年７月２日付けで業務停止５月の懲戒処分を受けたもの。

○契約弁護士等に対してとった措置について
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○契約弁護士等に対してとった措置について

平成26年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①平成７年から平成１８年までの間、弁護士会法律相談センターから５７件
の事件のあっせんを受け受任したが、弁護士会の規則で定められた弁護士会法律相談運営委員会に対
する報告を全く行わず、３回にわたり報告書の提出を求められても、何ら報告しなかった、②平成１
７年から平成１９年ころに同センターからあっせんを受けた債務整理事件４件について、事件処理を
著しく遅滞した、③平成１８年または平成１９年に同センターからあっせんを受けた債務整理事件に
ついて、弁護士会の規則で定められた納付金を支払わなかったことを理由に、所属弁護士会から平成
２５年２月２４日付けで業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度

センター相談登録契約及び受任
予定者契約については１年間の
契約締結拒絶期間を伴う契約解
除措置をとり、普通国選弁護人
契約については１年間の契約締
結拒絶期間の設定をすることが
相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２１年１０月２５日、被相続人の子であるＡ及びＢ並びに受遺者Ｃか
ら、遺言執行者選任の申立てを受任すると同時に、遺産分割協議書の作成を受任したところ、対象弁
護士は、同年１２月２６日の時点で、Ｃが被相続人の存命中から死亡後にかけて被相続人の預金から
約１億４０００万円を引き出していることが判明したことから、Ａ及びＢとＣとの間に利害対立の可
能性が生じたにもかかわらず、平成２２年３月１３日にＡらから解任されるまで、遺言執行者選任の
申立てを行わず、依頼者全員の代理人として遺産分割手続を進めたことを理由に、所属弁護士会から
平成２４年１１月２１日付けで業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２０年１月８日、平成１８年に死亡したＡ弁護士の法律事務所と同じ執
務場所に同じ事務所名で法律事務所を設け、平成２０年４月２３日には、対象弁護士のみを社員とし
上記事務所名を使用したＢ弁護士法人を設立し、対象弁護士の法律事務所及びその後のＢ弁護士法人
において、Ａ弁護士の妻であり弁護士資格を有しないＣが代表取締役を務める株式会社Ｄから、高額
な転借料で上記執務場所を転借して、Ｄ社の従業員に債務整理事件を行わせ、その売上げの多くをＤ
社に取得させるなど、法律事務所における経営、法律事務処理等の主導権をＤ社に与え、もって、Ｄ
社に自己の名義やＢ弁護士法人の名称を使用させたことを理由に、所属弁護士会から平成２５年１２
月５日付けで業務停止４月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、①依頼者Ａから破産申立てにかかる書類作成業務の依頼を受けたところ、
Ａにはセンターの法律扶助制度を利用する意思がなく、書類作成援助契約書（以下「契約書」とい
う。）への署名捺印も拒否したにもかかわらず、Ａに無断で契約書を作成してセンターに提出し、セ
ンターから立替金として１０万１０００円を受領した、②Ａに対し、必要経費や報酬額に関する算定
の方法等につき十分な説明をしなかった、③Ａから費用の一部として１０万円を受領した際に領収証
を作成しなかった、④実質的に２か所に事務所を置いて司法書士業務を行った、⑤事務員を雇用して
司法書士業務の補助をさせたが、司法書士会に対して補助者を置いた旨の届出を怠ったことなどを理
由に、平成２５年１月２９日付けで地方法務局長から業務停止１か月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度

　いずれの契約についても３年
間の契約締結拒絶期間を伴う契
約解除措置をとることが相当で
ある。

　本件は、対象弁護士が、①平成１９年２月に援助開始決定を受けた自己破産申立事件について、約
４年３か月を経過した平成２３年５月末までの間に、破産手続開始申立てをしていなかった、②平成
１９年１０月に援助開始決定を受けた自己破産申立事件について、約３年１０か月を経過した平成２
３年８月末までの間に、破産手続開始申立てをしていなかった、③そのほかにもセンターから援助開
始決定を受けた自己破産申立事件について、少なくとも約１年１０か月にわたり破産手続開始申立て
をせず、また、センターから援助開始決定を受けたその他の事件についても、少なくとも約２年にわ
たり事件処理に着手していない可能性があると認められるもの。

平成26年度

センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契約
及び受託予定者契約並びに日本
弁護士連合会委託援助業務に係
る事務の取扱いに関する契約に
ついては、３年間の契約締結拒
絶期間を伴う契約解除措置をと
り、一般国選弁護人契約（普通
国選弁護人契約、一括国選弁護
人契約）については、３年間の
契約締結拒絶期間を設定するこ
とが相当である。

本件は、対象弁護士が、依頼者Ａから平成２３年ころ、破産・免責申立事件を受任したところ、平成
２５年５月から７月ころ、平成２５年５月２４日付地方裁判所裁判官作成名義の破産開始・破産手続
廃止の決定書及び平成２５年６月２８日付同裁判官作成名義の免責決定書をそれぞれ偽造した上、平
成２５年７月ころ、Ａに対してその写しを交付したことを理由に、所属弁護士会から平成２６年２月
２０日付けで除名の懲戒処分を受けたもの。
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○契約弁護士等に対してとった措置について

平成26年度

センター相談登録契約、受任予
定者契約及び受託予定者契約並
びに日本弁護士連合会委託援助
業務に係る事務の取扱いに関す
る契約については、３年間の契
約締結拒絶期間を伴う契約解除
措置をとり、一般国選弁護人契
約（普通国選弁護人契約）及び
一般国選付添人契約並びに国選
被害者参加弁護士契約について
は、３年間の契約締結拒絶期間
を設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、①平成２０年１０月、ＡがＢを連帯保証人として、Ｃから３０００万円を借
り受ける際の金銭消費貸借契約に、Ａらの要請により作成した「連帯保証人Ｂが不動産、有価証券、
預貯金等約１１６億円の資産を有しているが、地方裁判所及び同高等裁判所における離婚訴訟が一
審、二審共にＢが勝訴し、現在上告審の最高裁に係属中のところ、Ｂの資産は相手方の仮差押により
凍結されているが、上告事件の勝訴確定後に現金化して借受金の返済に充てる」旨の「別紙」を添付
すると共に、同契約書に「別紙」の内容に間違いないことを保証するとの文言を記載したうえで、立
会人として記名捺印をしたため、Ｃはこれを信用できるとの判断の下に、２回にわたり合計９０００
万円をＡに対して貸し渡したが、弁済期限に返済がされず、Ｃが調査をしたところ、「別紙」記載の
Ｂの裁判は架空のものであり、Ｂの財産も存在せず、Ｂなる人物の実在すら疑わしいことが判明し、
また、Ｃの抗議を受けた対象弁護士自ら上記貸付金を支払う旨を約束しては破ることを繰り返し、全
く支払いをしていない、②Ｄ社がＥ社から１０億円を借り受けるにつき、Ｅ社代理人である対象弁護
士において、Ｄ社とＥ社が金銭消費貸借契約の締結に至らなかった場合には返還することを約して、
Ｄ社から対象弁護士の名義の口座に当該貸付けの証拠金として２５００万円の送金を受けた後、結
局、上記金銭消費貸借契約が締結されなかったにもかかわらず、同金銭を返還しなかったことを理由
に、所属弁護士会から平成２６年２月２７日付けで除名の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成１４年１１月から平成１９年６月の間に１５件の自己破産申立てあるい
は個人再生申立て手続を受任し、貸金業者に受任通知を出しておきながら、貸金業者の事件の進捗状
況に関する問い合わせにも、遅延している事情を説明するなどの誠実な対応をなさず、これを放置し
て長期間にわたり破産申立て等の手続をなさなかったことを理由に、所属弁護士会から平成２６年３
月３１日付けで業務停止１月の懲戒処分を受けたもの

平成26年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２３年８月１２日午前０時３０分ころ、普通乗用自動車を酒気帯び運転
し走行中、路上において右カーブを曲がり切れず、街灯に衝突させる事故を起こしたことを理由に、
所属弁護士会から平成２４年９月２４日付けで業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度

センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契約
及び日本弁護士連合会委託援助
業務に係る事務の取扱いに関す
る契約については３年間の契約
締結拒絶期間を伴う契約解除措
置をとり、一般国選弁護人契約
及び一般国選付添人契約につい
ては３年間の契約締結拒絶期間
の設定をすることが相当であ
る。

本件は、対象弁護士が、平成１７年２月、Ａの成年後見人に選任され、同人の財産管理業務に従事し
ていたところ、平成１７年１２月２６日から平成２２年７月２３日までの間、合計１０回にわたり合
計３７２万円を、平成２３年８月１０日から平成２５年２月１８日までの間、合計６回にわたり合計
３７１万円の預金を、管理対象の銀行口座から引き出し、事務所経費などに私的に流用したことを理
由に、所属弁護士会から平成２６年３月２４日付けで業務停止1年の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①Ａから旧遺言書を変更して新たな内容の遺言書を作成したいとの意向を受
け、遺言信託を提案し、Ｂ信託銀行担当者Ｃと協議したものの、遺言信託に関する契約締結には至ら
ず、Ａの希望どおりに新遺言書を作成した経緯に関して、上記Ｃとの協議を契約締結交渉と認めるこ
とは困難であるにもかかわらず、平成２３年９月、約１３１万円の遺言作成手数料とは別個に、契約
交渉手数料９３万円を受領し、②Ａの新遺言書の有効性を巡る法的紛争が発生しておらず、その有効
性を巡って関係者との交渉の対応を必要とする業務が発生する蓋然性は極めて低かったにもかかわら
ず、Ａから遺産の処分方法に関する法律事務の着手金として、平成２３年９月から平成２４年６月ま
での間に合計２１９７万１９８８円を受領し、③平成２４年９月、Ａと財産管理に関する委任契約を
締結し、同月及び同年１１月に銀行口座から払い戻した合計９０万円の預り金を保管しながら、その
状況の記録をしていなかったことを理由に、所属弁護士会から平成２６年３月１４日付けで業務停止
２月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
６月の契約締結拒絶期間を伴う
契約解除措置をとることが相当
である。

　本件は、対象司法書士が、平成25年３月、被相続人Ａの相続手続に関し、被相続人の有する預貯金
の受遺者兼遺言執行者であるＢからＡの預貯金の解約手続を行政書士として受任したところ、上記解
約手続の前提として遺留分を算定するに当たり、被相続人名義及びその亡夫名義の不動産について、
土地家屋償却資産課税（補充）台帳（以下「名寄帳」という。）に記載される固定資産評価額情報を
入手する必要から、自らの資格を司法書士とした委任状に請求内容及び被相続人の相続人であるＣの
住所・氏名を記入するとともに、同人所有ではない印章を使用した委任状を不正に作成し、当該委任
状等を使用して名寄帳を不正に取得したことを理由に、地方法務局長から平成２６年２月３日付けで
業務停止1月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成26年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①平成２１年１０月から平成２３年４月までの間に合計９件の自己破産申立
事件と民事再生申立事件を援助事件として受任しながら、うち７件について、長期間、申立をしない
まま終結決定に至らせ、残る２件についても、長期間、申立てをしていないこと、②対象弁護士の在
籍していた法律事務所を主宰していた弁護士が弁護士登録を取消した経緯の中で、平成２３年５月以
降、Ａが対象弁護士に自己破産申立事件を依頼したと考えていることを認識していたにもかかわら
ず、約１年４か月もの間、事件を受任するか否かについて明確な回答を行わなかったことを理由に、
所属弁護士会から平成２６年５月２２日付けで業務停止４月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
２年間の契約締結拒絶期間を設
定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、（１）平成１３年３月１５日の交通事故によって負傷したＡから、平成１５
年５月ころ、後遺障害を含む自動車損害賠償責任保険（以下「自賠責保険」という。）の請求手続の
委任を受け症状固定の診断書を受領していたところ、自賠責保険の請求手続を直ちにとらず、関係書
類を紛失し、事件処理を放置して、平成１８年４月、加害者に対する損害賠償請求権を時効消滅させ
た、（２）その結果、後遺障害等級について「併合７級１０」と主張するＡの後遺障害等級を確定で
きなくしたことにより、仮に、Ａ主張のとおりの後遺障害等級が認定されてＡの過失割合が７割未満
程度（自賠責保険の支払基準で減額されない範囲）であった場合の当時の保険金額が１０５１万円と
されていたのに対し、加害者から傷害分の既払金のほか、内容が判然としない１８０万円の支払をＡ
が受けることによる示談に応ぜざるを得なくなった、（３）以上により、後遺障害が認定された場合
の相当額の損害賠償を受けることの権利、少なくともその期待権を失わせたことを理由に、日本弁護
士連合会から平成２２年１２月２２日付けで業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①平成２０年１１月、依頼者Ａとその妻の債務整理手続（債権者１１社）を
受任したにもかかわらず、取引履歴の開示を受けた全債権者のうち一部の債権者につき利息制限法に
よる引き直し計算をしただけで、その余の債権者についてはせず、債権者Ｂに関して７０万円の過払
い金が発生していたのに、その後の交渉や回収手続をせず、平成２５年５月までの４年半もの間、債
権者１社以外の他の債権者らへの交渉などせずに事件を放置し、Ａからの再三にわたる問い合わせに
対し、電話で数回対応しただけで、事件の進捗状況を説明せず、過払い金が発生していた債権者Ｂの
処理に関しては、過払い金は存在しない旨虚偽の報告をしたことを理由に、所属弁護士会から平成２
６年３月１０日付けで業務停止２月の懲戒処分を受け、②平成２０年１月、依頼者Ｃから受任した債
務整理事件について、債権者Ｄとの間で成立した分割弁済の合意に基づき、同年２月分から平成２４
年８月分までの分割金を預り金口座に振込ませて受領していたところ、そのうち一部の分割金しか債
権者Ｄ社に弁済せず、残余の預り金合計１５万８４１３円を、弁済目的以外に費消し不正に流用した
ことを理由に、所属弁護士会から平成２６年５月１日付けで業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①平成２１年９月、Ａから受任した過払金返還請求事件について、同年１１
月に複数の業者と和解して合計１６０万円を受領したことをＡに報告せず、委任契約を解除したＡに
合計１１０万３０００円を分割して支払っただけで、残金４９万７０００円を返還していないこと、
②平成２１年４月に代理援助事件として受任した被援助者Ｂの損害賠償請求事件について、速やかに
事件に着手せずにＢの請求債権を時効にかからせ、センターへの報告を怠り、終結決定（解任）で全
額の返還が定められた弁護士費用１４万６０００円の返還をしていないこと、③平成２１年５月、代
理援助事件として受任した被援助者Ｃの慰謝料請求事件について、平成２３年９月、訴訟上の和解に
より対象弁護士の預り金口座に解決金３００万円の振込送金を受け、センターから報酬金を３１万５
０００円と定める決定を受けながら、上記解決金の精算をせず、その後、Ｃから提起された預り金返
還請求訴訟で対象弁護士に２３６万７５００円及び遅延損害金の支払いを命じる判決が確定しても、
預り金の返還をしていないこと、④平成２０年ころ、Ｄから受任した未払残業代請求事件について、
事件を速やかに遂行せずに放置して債権を消滅時効にかからせ、Ｄから対象弁護士に対して提起され
た訴訟事件の和解で解決金３００万円を分割して支払う旨を約しながら、うち合計１６９万円を支
払っただけで、残金の支払いをしていないことを理由に、所属弁護士会から平成２６年４月１５日付
けで業務停止２年の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、司法書士法第３条第２項第２号の法務大臣の認定を受けておらず、簡裁訴
訟代理等関係業務を行う資格を有していないにもかかわらず、平成１９年から平成２４年までの間、
（１）依頼者１６１人と委任契約を締結して債務整理事件３９６件を受託した上で、（２）受任通知
書兼取引履歴請求書を作成して債権者に送付したこと、（３）債権者からの取引履歴書に基づいて引
き直し計算をし、依頼者の指示に従って過払金返還請求書を作成して債権者に送付したこと、（４）
債権者からの和解金額の提示の連絡を受け、その内容を依頼者に伝え、その返事を債権者に伝えたこ
と、（５）裁判外の和解に係る和解契約書を作成したこと、（６）裁判外の和解に係る和解契約書に
依頼者の代理人として署名、押印したこと、（７）裁判外の和解交渉の経緯、依頼者の本人訴訟の事
件記録、期日のやり取りを傍聴した内容等をも踏まえて訴状、準備書面等を作成したことが、弁護士
法第７２条に抵触し、司法書士法及び所属司法書士会会則に違反する行為であり、また、（８）依頼
者と債権者との間において裁判外で成立した和解に係る和解契約書を依頼者に返還しないことが司法
書士法及び上記会則に違反する行為であることを理由に、地方法務局長から、平成２６年２月１３日
付けで業務停止１年の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成26年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①依頼者Ａらの住宅ローン債務につき銀行により申し立てられた自宅の競売
に関し、係属裁判所から競売関係書類を受領していたにもかかわらず、Ａらに対して競売事件の進行
状況等について報告を怠った、②依頼者Ｂから過払金返還請求事件を受任し、着手金等合計１５万１
０００円を受領したが、事件処理を行わず、預り金等の清算を行わないまま、平成２４年９月下旬に
失踪した、③平成２４年９月当時、債務整理事件を中心とする３０件余りの事件を受任していたが、
同月下旬、依頼者に何ら連絡をせず、預り金等合計約３５０万円の清算を行わないまま、事件処理を
放棄して失踪した、④平成２４年６月分から同２５年１月分までの所属弁護士会等の会費合計２８万
１６００円を滞納したことを理由に所属弁護士会から平成２５年３月１９日付けで退会命令の懲戒処
分を受けたもの。

平成26年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２５年５月１０日及び１２日、女性３名に対し、バッグ内に隠したビデ
オカメラをスカートの下に差し入れてその映像を記録し、同年８月２３日、条例違反により罰金５０
万円の刑に処せられたことを理由に、所属弁護士会から平成２６年３月１８日付けで業務停止６月の
懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、成年後見人として被後見人Ａの預貯金の管理等の業務を行っていたとこ
ろ、平成２４年２月１６日から同年９月２８日までの間に、前後１０回にわたり、Ａ名義の銀行口座
から現金２９７万９０００円の払戻しを受け、Ａのために業務上預かり保管中であった現金７万７７
９０円と合わせた現金３０５万６７９０円のうち、現金２５５万６７９０円を自己のために費消した
ことを理由に、所属地方法務局長から平成２５年２月６日付けで業務の禁止の懲戒処分を受けたも
の。

平成26年度
１年間の契約締結拒絶期間を設
定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、①行政書士であるＡがブログに書き込んだＢ社に関する記事につき、Ｂ社か
ら削除請求と損害賠償請求の依頼を受け、Ａに対して記事の削除等を請求したが、Ａが拒否したこと
から紛争となり、対象弁護士のブログに、Ａの事務所名をもじった「かなめくじ」という架空の害虫
キャラクターを登場させ、「かなめくじ大量発生、一匹残らず殲滅せよ！！！」と記載し、さらに
「かなめくじ」の特徴として「じめじめとして陰湿で陰険で、ストーカーのように粘着質」「所詮地
べたを這い回るのがお似合いの、劣悪で下等な生物」「善良な市民に害悪を及ぼすことしかしない、
害虫のなかの害虫」「自分の生存こそが正しいとでも言わんばかりの増長した思い上がりで行動」な
どとＡの事務所を架空の害虫になぞらえて、Ａを貶める目的の記述を掲載したことにより、Ａの名誉
感情を著しく侵害したこと、②犯罪被害の届け出により、投資詐欺の疑いが持たれていたＢ社名義の
預貯金口座が、いわゆる振り込め詐欺救済法に基づき、犯罪利用預金口座の疑いがある口座として凍
結され、複数の金融機関から取引停止措置をとられ、順次預金債権消滅手続がなされていたことが預
金保険機構のホームページに記載されており、Ｂ社についてブログへの記載を行うときには、その内
容が事実に反することがないよう、また万が一にも、誤った情報により一般市民が被害を受けること
がないよう、十分な調査を行ったうえで記事の掲載を行う注意義務があったにもかかわらず、対象弁
護士のブログに、「この記事は、Ｃ有名ブログが、大した調査もせずに単なる憶測と思い込みで誹謗
中傷記事を掲載していることを明らかにするという公益目的から記載するものである」などと前書き
をしたうえで、「（Ｂ社の口座は）犯罪利用預金口座等でないことが明らかになるなどして、預金等
に係る債権の消滅手続が終了した旨が（預金保険機構のホームページに）記載されて」いるなどと記
載し、更に「今回の件については、権利行使の届け出が出されていないだけでなく、現時点では、訴
訟や告訴等も提起されていません。すなわち現時点で、公に、正式な手続きにおいて、詐欺の被害者
と名乗り出ている人物は皆無なのですよ」などと明らかに事実に反する記載をしたことを理由に、所
属弁護士会から平成２６年８月１０日付けで業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度

事務所相談登録契約及び受任予
定者契約については２年間の契
約締結拒絶期間を伴う契約解除
措置をとり、一般国選弁護人契
約（普通国選弁護人契約）につ
いては２年間の契約締結拒絶期
間の設定をすることが相当であ
る。

本件は、対象弁護士が、成年被後見人Ａの成年後見人に選任されていたところ、①平成２１年７月、
Ａが受取人になっている保険会社からの高度障害保険金２億５９８７万４９４０円を、成年後見人名
義の預金口座ではなく、対象弁護士名義の預り金口座に振り込ませたこと、②平成２２年４月７日及
び同年６月３０日にも同様にＡのための金員合計３５５万円を対象弁護士名義の預り金口座に振り込
ませたこと、③上記①②の事実について、平成２４年１２月までの長期間、後見事務を監督する家庭
裁判所への報告を怠ったこと、④上記①の対象弁護士名義の預り金口座に入金された保険金の中か
ら、平成２２年１２月６日までの間に複数回にわたり、合計４６６３万３３１２円を支出し、これら
の支出について家庭裁判所への報告を怠ったこと、⑤Ａがマンションを所有していることを認識しな
がらこれを家庭裁判所に報告しなかったこと、⑥さらに平成２２年３月８日、同マンションの持分２
分の１をＡの親族Ｂに対する債務の代物弁済としてＢに譲渡し、これを家庭裁判所に報告しなかった
ことを理由に所属弁護士会から平成２６年５月２６日付けで業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成26年度

いずれの契約についても３年間
の契約締結拒絶期間を伴う契約
解除措置をとることが相当であ
る。

本件は、対象弁護士が国選弁護人として、被告人Ａから被害者への示談金や保釈保証金等にあてるた
めに同人名義の預金のキャッシュカードを預託されて合計４２８万円を引き出し、ここから２８万円
を被害者に治療費として支払ったが、示談も保釈もできなかったことから、Ａから残額の４００万円
の返還を求められたところ、２００万円を返還しただけで、残りの２００万円についてはＡからの度
重なる返還要請に応じず、さらにＡから民事調停を起こされた結果、２００万円の分割払いを命ずる
調停に代わる決定が出されたにもかからず、この決定にも従わなかったことを理由に所属弁護士会か
ら平成２５年７月１１日付けで業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、平成１３年２月ころから平成２３年の約１１年間にわたり、Ａより年間約
１２０件の権利に関する登記及び表示に関する登記申請事件（以下、「登記申請事件」という。）の
あっせんをうけていたところ、Ａが非司法書士行為を行ったとして所属司法書士会から告発され、平
成２３年１２月に罰金５０万円の略式命令（平成２４年１月１３日確定）を受けた事実を知りなが
ら、以後も継続してＡから年間約１０件の登記申請事件のあっせんを受け、その間の平成１３年から
同１４年の間、月約９件から１５件程度の登記申請事件、また、平成１７年及び同１８年ころの登記
申請事件に対し、建物の表示登記に係る報酬の３０パーセントに相当する金銭を紹介料としてＡに支
払っていたことを理由に、地方法務局長から平成２６年５月２２日付けで業務停止３月の懲戒処分を
受けたもの。

平成26年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①平成２３年９月、依頼者Ａから亡Ｂの遺産分割に際し養子縁組と遺言をい
ずれも無効とすること等の依頼を受けて受任したが、方針の変更についてＡと協議せずに、事件の相
手方に対し、養子縁組と遺言の無効を問わない内容の通知書を発送するなどしたこと、②依頼者Ｃが
提起した損害賠償請求事件を平成２３年１１月に受任したが、Ｃの承諾を得ずに訴えの全部取下書を
提出して、準備書面を提出せず、口頭弁論期日にも出頭しなかったところ、訴えの取下げに被告が同
意せず、Ｃが自ら証人尋問及び和解協議に対応したこと、③平成２３年１０月、依頼者Ｄから依頼を
受け、自ら作成し、または事務員に作成させ十分な確認をせずに、法律的な内容を記載した文書とし
ての体をなしていない通告書２通を発送したこと、④平成２３年から同２４年にかけて、事務所には
常勤弁護士２名しかいないなど十分な対応をとれなかったにもかかわらず、１万０５００円を支払え
ば１年間はいつでも何度でも弁護士の相談を受けられる旨広告宣伝したことを理由に平成２６年７月
９日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、覚せい剤取締法違反被告事件の共同被告人ＡＢ両名の弁護人に就任したとこ
ろ、第1回公判期日において公判事実を全面否認して接見禁止決定が付されていたＡから、一部を認
めて一部否認して接見禁止命令が付されていたＢに対する手紙を接見時に見せる、あるいは差し入れ
ることの依頼を受け、対象弁護士の事務所事務職員に送付を指示してＢに郵送したことについて、
（１）Ａの手紙には、Ｂが犯罪の成否という審理の根幹に関わることに関して、従前の主張を変える
可能性があるので主張を維持するようにＡがあからさまに求める内容や脅迫文言と受け取れる内容が
記載されていたこと、（２）Ａの手紙について対象弁護士は、Ｂが従前の主張を変える可能性がある
ので主張を維持するよう求める内容であることを認識していたこと、（３）にもかかわらず、対象弁
護士がＡの手紙をそのままＢに送付して閲読させた行為は、刑事弁護活動において許される情報伝達
の範囲、程度を超え、接見禁止の趣旨を逸脱し、接見交通権を濫用したものと言うべきであることな
どを理由に、所属弁護士会から平成２６年７月１０日付けで業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
１年間の契約締結拒絶期間を設
定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２４年１２月分から平成２６年５月分まで１８か月にわたって所属弁護
士会の会費及び日本弁護士連合会の会費合計６８万７７９５円を滞納したことを理由に所属弁護士会
から平成２６年７月１５日付けで業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成26年度

１年間の契約停止措置をとるこ
とが相当である。

（措置の対象となる契約）
①民事法律扶助業務
センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契
約、受託予定者契約

本件は、対象弁護士が、①Ａの同一の相談について、民事法律扶助の代理援助申込書と日本弁護士連
合会委託法律援助である犯罪被害者の法律相談申込書・実施報告書の２通を平成２５年１２月から平
成２６年１月にかけて提出した行為が法律相談料の二重請求と疑われること、また、上記援助申込書
の相談者署名欄を相談者自らが署名するのでなく、対象弁護士が記入し、その記入について相談者の
了解を取っておらず、実際の相談場所とは異なった相談場所が記載されていること、②平成２５年１
２月に被援助者をＢとする代理援助申込書を提出した後、これを撤回し、平成２６年１月に再度、援
助申込書を提出したことについて、不適切な申込手続が行われた疑念があることから、措置の対象と
なる事案。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２４年３月２４日、所属していた事務所内で、デジタルカメラを使用し
て事務職員のスカートの内部を無断で撮影したことを理由に、平成２６年１０月２０日付けで所属弁
護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、Ａから、ＡがＢに対し解決金３００万円を支払うこと等を内容とする訴訟上
の和解が成立した事件について、上記解決金の取戻しを相談され、勝訴の見込みがなかったにもかか
わらず、あたかも勝訴の見込みが多少はあるかのようにＡを誤解させ、事件の見通しについて適切な
説明をせず、平成２３年９月、上記解決金を取り戻すこと等を内容とする不当利得返還等請求訴訟を
着手金３５万円で受任し、同年１０月に提起した同訴訟において、上記解決金の受領は不当利得に当
たると主張したのみで、和解の効力が否定されるべき理由その他不当利得の根拠について、何ら主張
及び立証をしなかったことを理由に、平成２６年１０月２１日付けで日本弁護士連合会から業務停止
１月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、①対象弁護士との連絡がつかない旨の苦情が平成２３年４月ころから所属弁護士会に複数寄
せられるようになり、同弁護士会からの連絡にも応じなくなったところ、平成２４年８月にようやく
面談に応じ、対応が必要な対象弁護士の未処理案件が複数に及ぶことが把握されたために、同弁護士
会が対象弁護士を支援して受任事件の一部について処理を進める体制をとったが、平成２５年１月こ
ろ、再び、依頼者等から対象弁護士と連絡がとれない旨の苦情が多数寄せられ、同年２月、同弁護士
会が対象弁護士に連絡を取ろうとしたものの、約束した面談期日に現れないなど直接の応答が得られ
ず、同年３月、同弁護士会から対象弁護士に対し、指定の期限までに連絡がなければ厳正な措置をと
るとの警告をしたにもかかわらず、上記期限までに連絡をせず、その後も連絡をしなかったこと、②
対象弁護士において、依頼者Ａ及びＢから同人らが相続人として成立させた亡Ｃの相続財産に関する
遺産分割協議書に基づき、退職金、退職年金、生命保険金、預金等の各支払請求をし、これらの支払
金をＡ及びＢに分配する事件処理の委任を受けたが、生命保険金及び預金について、対象弁護士名義
の口座に入金を受けた分配金の支払をＢが求めたにもかかわらず放置し、やむなくＢが分配金の残金
の支払を求めて提訴した訴訟の答弁書において全額の支払いを約束するも、残金１００万円の支払い
をせず、１００万円及び遅延損害金の支払いを命じる判決が確定したことを理由に、同弁護士会から
平成２６年３月２４日付けで業務停止1年の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度

３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

（措置の対象となるべき契約）
センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契約
及び受託予定者契約

本件は、対象弁護士が、平成１３年６月、被援助者２名の自己破産申立事件の受任者となり、同年１
０月、被援助者２名の自己破産申立事件の受任者となっていたところ、平成２５年１月に至っても、
破産手続等の申立が行われず、事件処理を放置した結果、被援助者各自の資産状況などに変動が生じ
て申立手続が困難となったこと、被援助者のうち１名より平成２５年２月に債権者から訴訟を提起さ
れた旨の苦情の申出が行われたことなどが認められる事案である。

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、（１）平成２４年６月１４日、未成年者であるＡの被疑事件に関し国選弁護
人に選任されたが、Ａが家庭裁判所送致となった同月２２日までの間、接見を行わず、その後、Ａの
付添人に選任されたが、審判期日である同年７月１８日までの間、面会をしなかったこと、（２）Ａ
の事件に関し、事務員に対して、少年鑑別所で身柄拘束されているＡと面会して事件を調査したりＡ
に付添人選任届を作成させるよう指示し、同年６月２９日、少年鑑別所にて職員の立会いなくＡと面
会させたこと、（３）平成２４年７月１７日、被疑者Ｂの国選弁護人に選任されたが、公判請求され
た同月２６日までの間、接見を行わなかったことを理由に、平成２６年１０月８日付けで、所属弁護
士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、平成２５年７月９日、電車内において、乗客の女性のスカート内を盗撮す
る目的で、動画撮影機能付きのデジタルカメラを、同女の背後からスカートの斜め下に差し入れた行
為が条例違反に該当するとして簡易裁判所に起訴され、同年７月１１日、条例違反により罰金３０万
円に処する旨の略式命令を受けたことなどを理由に、所属地方法務局長から平成２５年１０月２９日
付けで業務停止３か月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２１年６月、Ａから債権者７社に対する債務整理事件を受任したとこ
ろ、うち２社からは過払金を回収してＡに報告したものの、過払金が発生している他の債権者との交
渉が進展していないことをＡに報告せず、平成２３年１２月に解任されるまで過払金返還請求訴訟を
提起しなかった結果、過払金返還請求権の時効消滅などにより、Ａに約１９５万円の損害が発生した
ことを理由に、所属弁護士会から平成２６年１０月１７日付けで業務停止１月の懲戒処分を受けたも
の。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成27年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２２年１１月分から平成２５年１月分まで２７か月にわたって所属弁護
士会の会費及び日本弁護士連合会からの会費合計１８２万９４００円を滞納したことを理由に、所属
弁護士会から平成２５年１０月３日付けで退会命令の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
６か月の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、①平成２２年９月頃、亡Ａの共同相続人の一部であるＢ及びＣ（以下「Ｂ
ら」という。）から生前亡Ａが負っていた債務及びＢ自身が負っている債務についての債務整理を受
任するにあたり、Ｂらにその委任の具体的な内容及び報酬・費用に関する十分な説明をしていなかっ
たこと、Ｂらから亡Ａの死亡の事実を聞いていたものの、亡Ａの死亡及び同人の相続人につき戸籍謄
本等の調査・確認を行わないまま債務整理を開始し、そのために、亡ＡのＢら以外の共同相続人であ
るＤにつき本人確認及び委任内容の意思確認をしていないこと、亡Ａに係る債務整理において、平成
２２年１１月及び平成２３年３月、各債権者との間で過払い金に係る裁判外の和解をするに当たり、
それぞれの和解契約書に和解の当事者として亡Ａの氏名又は住所・氏名を記載した上、対象司法書士
を亡Ａの代理人として記名・押印して契約を締結したこと、また、②平成１９年１１月頃、Ｅから同
人の債務整理を受任するに当たり、債務整理の具体的な内容及び報酬・費用に関する十分な説明をし
ていなかったことを理由に、平成２６年１０月１５日付けで地方法務局長から業務停止２週間の懲戒
処分を受けたもの。

平成27年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①自己の法律事務所の事務員ではないＡに対し１００枚綴りの戸籍謄本等職
務上請求書１冊を交付し、平成２０年頃Ａが上記請求書を利用して書類を取り寄せていることを承知
しながら黙認し、平成２２年７月まで使用させたこと、②上記Ａから紹介を受けた依頼者Ｂから、平
成２０年６月２８日に亡Ｃの相続財産の処理に関する一連の法的手続を受任するに当たり、Ｂに対し
遺言書の検認の手続が必要であることを説明したのみで、事件の見通し及び処理方法並びに費用に関
する説明をせず、委任契約書を作成しなかったこと、③その後Ｃの遺言についてＢがなした遺言執行
者選任申立てにより遺言執行者に選任されて業務を行ったが、業務遂行状況等についてＢに説明及び
報告をしなかったこと、④Ｂに相談も報告もせずに、上記受任業務の終了時の清算として、預かり保
管中の約２億円を全てＡに交付し、報酬額についてＢと一切協議せず提示もしないまま、平成２１年
２月３日、Ａから報酬として２２００万円を受領したこと、⑤平成２５年４月２２日まで、上記報酬
に係る所得税等の申告及び納付をしなかったことを理由に、平成２６年７月３０日付けで所属弁護士
会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、①Ａから受任した４筆の土地の所有権移転登記及び地役権の抹消登記等の
手続を放置し、平成２４年６月頃、Ａに対して登記手続が完了したと虚偽の報告をしていたところ、
平成２４年９月頃、Ａから、当該登記手続が完了した内容の登記事項証明書を求められたため、平成
２５年８月下旬頃、前記各不動産に関する「○法務局登記官印」の押印のある全部事項証明書の写し
５通を偽造し、Ａ宛てにファックスで送信等することにより、登記が完了していると誤信させたこ
と、②Ｂから受任した７筆の土地の所有権移転登記手続を放置していたところ、Ｂから催促されたた
め、前記各不動産に関する「○法務局登記官印」の押印のある登記識別情報通知８通を偽造してＢに
手交し、登記が完了していると誤信させたこと、③成年後見人として成年被後見人Ｃの現金及び預貯
金の出納・管理等の業務に従事していたところ、Ｃのために預かり保管していた現金について、平成
２６年４月９日に１１３３万円、平成２６年５月２３日に１００万円を、自己の用途に費消するため
に、横領し、平成２６年８月２８日から平成２６年９月４日までの間、Ｃの成年後見人名義の銀行口
座から、自己の用途に費消するため、合計８１０万円を、他の口座に送金して横領したこと、④平成
２６年１０月、上記①について有印公文書偽造・同行使の罪で、同年１１月、上記②及び③について
有印公文書偽造・同行使、業務上横領の罪で起訴されたことなどを理由に、平成２６年１２月１７日
付けで地方法務局長から業務禁止の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度

センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契約
及び受託予定者に関する契約に
ついては３年間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
り、普通国選弁護人契約及び一
括国選弁護人契約については３
年間の契約締結拒絶期間の設定
をすることが相当である。

　本件は、対象弁護士が、①平成２２年８月６日に死亡した被相続人Ａの遺言執行者に就任しなが
ら、相続財産の目録を作成せず、包括受遺者Ｂ及びＡの相続人らに対し相続財産の目録の交付及び報
告をせず、Ｂからの照会に対しても、遺言執行者として遂行した業務の報告をしなかったこと、②平
成２２年１０月から平成２３年１月までの間に、Ａ名義の複数の預貯金を解約して合計約１１９２万
円の払い戻しを受けて預かり保管しながら、Ｂに無断で、うち１１７４万１８７１円を他の業務等の
ために費消したこと、③平成１８年９月から平成２２年３月までの短期間に合計４回の戒告の懲戒処
分を受けていることを理由に、所属弁護士会から平成２６年２月９日付けで除名の懲戒処分を受けた
もの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成27年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、
第１　１　平成１６年４月に後見が開始されたＡの成年後見人Ｂと同人の妻Ｃ（ＢとＣとを併せて、
以下「Ｂ夫妻」という。）から、平成１７年７月ころまでの間、１０回以上にわたって、Ａが所有又
は持分を有する複数の土地及び区分建物に係る信託契約の効果などの相談を受け、さらに、平成１７
年１月から２月、Ｃから、当該各不動産を、他の推定相続人を排除して、自由に利用・処分したい旨
の相談を受け、
２　これに対し、対象司法書士は、Ａの成年後見人Ｂとの間でＣを受託者とする当該各不動産の信託
契約を締結し、期間を８０年間と定め、Ａの死亡後も存続する内容とすれば、その期間中は、Ａの相
続人が遺産分割もできず、Ｂ夫妻が自由に利用し続けることができること、管理処分権を有するＣ
は、好きなように売ったり贈与することもできることなどを教示し、
３　対象司法書士において、ＢがＡの成年後見人の地位を悪用してＣとの間で信託契約を締結するこ
とが、Ａを害し、Ｂ夫妻の利益追求を図る違法な行為であることを承知し、また、その契約締結を助
言・指導することも、違法な行為となることを認識しながら、同年７月頃、委託者及び受益者をＡ、
受託者をＣとして、上記２の信託契約期間などを定めた当該各不動産の不動産管理処分信託契約書を
作成して信託契約を締結させ、
４　同年８月、Ｂ夫妻から委任を受け、対象司法書士において、同年７月１日信託を原因として当該
各不動産の所有権又は持分全部移転及び信託登記申請を行い、登記を完了させ、
第２　平成２１年８月、建物抵当権登記の抹消登記手続を登記権利者の１人であるＤから受任し、登
記権利者は、Ｄ、Ｅ及びＦの３名であったところ、Ｆの本人確認及び登記申請意思確認を行わないま
ま、無断で同人の委任状を自ら作成の上、抹消登記申請を行い、登記を完了させ、
以上の理由により、平成２７年１月２９日付けで地方法務局長から業務停止１年の懲戒処分を受けた
もの。

平成27年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、亡Ａの遺言執行者に就任し、平成２５年３月２１日から同年９月２４日まで
の間に、遺産である預貯金等の金融資産を順次換金して、合計６５３８万５７３６円を対象弁護士の
預り金口座に入金する方法により預かり、同年３月２１日から同年８月２３日までの間に、上記預り
金のうち合計４６９２万２６８３円を事務所経費、生活費等に流用したことを理由に、平成２６年１
２月９日付けで所属弁護士会から業務停止１年４月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
１年６か月間の契約締結拒絶期
間を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は対象弁護士が、①Ａから過払金返還請求事件を受任し、平成２２年９月２７日頃、Ｂ株式会社
に対し、過払金元金２１８万５７７９円等の支払を求める不当利得返還請求訴訟を提起し、上記事件
の受任後、Ａに直接意思確認することなく、同年１１月２６日、Ｂ社がＡに対して一括して１２０万
円を支払うという内容の訴訟上の和解を成立させたこと、②平成２３年４月４日、Ｂ社から上記和解
に基づき１２０万円の支払を受けて預かり、同日、Ａのために預り金を受領する正当な権限のないＣ
に弁護士報酬等を控除した８４万５０００円を交付し、ＡがＣから３０万円の引渡しを受けた後に預
り金の返還を求めて申し立てた紛議調停手続を経ても、上記預り金の残額である５４万５０００円を
返還しなかったことを理由に、平成２７年３月９日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分
を受けたもの。

平成27年度

センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契約
及び一般国選弁護人契約（普通
国選弁護人契約）については、
３年間の契約締結拒絶期間を設
定し、日本弁護士連合会委託援
助業務に係る事務の取扱いに関
する契約については、３年間の
契約締結拒絶期間を伴う契約解
除措置をとることが相当であ
る。

本件は対象弁護士が、平成２４年９月に死亡したＡの相続人Ｂらから、Ａの生前、同人の成年後見人
に就任していたＣ弁護士からの相続財産の引継ぎや、遺産分割協議書の作成並びに同協議書に従った
相続財産の引渡等の業務を受託し、平成２４年１１月、Ｃ弁護士から２３２６万３４４１円の送金及
び３通の定期預金証書（額面合計５００万円）等の引渡しを受け、また、平成２５年３月までに前記
各定期預金の解約等を行い、最終的に合計２８９４万２３５８円をＢらのために預かり保管すべきこ
ととなったにもかかわらず、Ｃ弁護士から対象弁護士の預り金口座に対し送金された２３２６万３４
４１円を平成２４年末までに全額出金し、上記各解約金については対象弁護士の預り金口座において
保管することもせず、上記２８９４万２３５８円を全て事務所の経費等に流用し費消したことを理由
に、平成２７年３月１０日付けで所属弁護士会から除名の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
２年間の契約の効力の停止措置
をとることが相当である。

本件は、対象司法書士が、平成１９年から平成２５年にかけて書類作成援助の受託者となった４０件
の自己破産申立事件に関し、センターの立替金とは別に、各被援助者に対し、合計３９５万３６９６
円の報酬金を請求し、直接受領していたことから、措置の対象となる事案。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成27年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①依頼者Ａ及びＢのために開設した預金口座に預託していた預金から、平成
２４年１月２５日から同年１１月１９日にかけて、Ａ及びＢの承諾を得ることなく、１１回にわた
り、合計１１５７万０４７０円を払い戻し、自己の用途に費消したこと、②綱紀委員会の調査期日に
おいて、上記預金の無断払い戻しが綱紀委員会に知れることを回避する目的で、平成２５年８月１６
日頃、Ａ及びＢに対して、「預り金の中から１０００万円位借りたいとの対象弁護士の申し込みを受
け、Ａ及びＢが予めこれを承諾していた」という虚偽の事実を記載した書面の作成を依頼し、同書面
を自ら綱紀委員会の調査期日において書証として提出し、また、Ｂをして虚偽の内容を記載した書面
を綱紀委員会に提出させたことを理由に、平成２７年３月２３日付けで所属弁護士会から業務停止
５ヶ月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度

日本弁護士連合会委託援助業務
に係る事務の取扱いに関する契
約については１年間の契約締結
拒絶期間を伴う契約解除措置を
とり、センター相談登録契約、
事務所相談登録契約、受任予定
者契約、受託予定者契約、普通
国選弁護人契約、一般国選付添
人契約及び国選被害者参加弁護
士契約については１年間の契約
締結拒絶期間を設定することが
相当である。

本件は、対象弁護士が、公設事務所の所長として業務を行っていたところ、平成１７年から平成１９
年にかけて、計１８名の依頼者から、それぞれ債務整理事件を受任したが、そのうち、①１名につい
ては、受任時、破産及び免責の申立ての方法があること並びに時効待ちの不利益及びリスクについて
説明しないまま、時効待ちの方針で受任し、１１名については、途中から時効待ちの手法をとるに当
たり、依頼者らに、時効待ちの不利益及びリスク並びに他の選択肢について説明せず、又は協議を行
わず、時効待ちの手法をとり、１５名については、十分な説明なく又は時効待ちをすべき事案でない
にもかかわらず時効待ちの手法をとって、事件の処理を遅滞したこと、また、②４名については、同
弁護士が公設事務所の弁護士であり、依頼者らが、法律扶助の要件を満たし、かつ当初弁護士費用を
自ら分割弁済で支払う条件で依頼したが、後に支払えなくなり、その旨同弁護士に報告した等の事情
があるにもかかわらず、法律扶助について説明せず、法律扶助を利用しなかったこと、さらに、③１
０名については、委任契約書を作成しなかったこと、④１名については、預り金１万３３６２円につ
いて、返還すると生活保護が打ち切られるかもしれない等の説明をして返還しなかったことを理由
に、平成２７年２月９日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、傷害事件で逮捕されたＡの国選弁護人に選任され、Ａが書いた手紙を被害者
方に郵送し、被害者との示談交渉により被害届の取り下げ、不起訴処分を得たい旨の要請を受け、手
紙３通（以下「本件手紙」という。）の宅下げを受けたが、本件手紙には、被害届の取り下げがなさ
れなかったら絶対に許さない、自分の周囲も被害者とその妻を絶対に許さない、被害届を出している
ことが周囲に知れたら周囲の者が被害者方に押し寄せる等の記載が含まれており、また、対象弁護士
がＡの依頼により、接見の際に撮影した写真には、Ａの腹部に３か所の傷と絆創膏を貼り付けた様子
が写っていたところ（以下「本件写真」という。）、平成２６年５月２１日、対象弁護士は、本件手
紙の内容を確認することなく、本件手紙及び本件写真を被害者方に発送し、被害者らは、同月２３日
頃に本件手紙及び本件写真を受け取り、不安・困惑の念を抱き、札幌地方検察庁に届け出、Ａは、証
人威迫罪で追起訴され、有罪判決を受けたことを理由に、平成２７年５月２１日付けで所属弁護士会
から業務停止１ヶ月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、司法書士法第３条第１項第６号ないし８号に規定する業務（以下「簡裁訴
訟代理等関係業務」という。）を行う法務大臣の認定を受けた者であるところ、①平成２２年１０
月、Ａから７件の過払金返還請求に関する債務整理事件（以下「本件債務整理事件」という。）の依
頼を受けて受任し、甲に対する過払金が約２４０万円、乙に対する過払金が約３２０万円、丙に対す
る過払金が約８２７万円、丁に対する過払金が約２２２万円であることを認識し、司法書士法第３条
第１項第７号に基づく簡裁訴訟代理等関係業務の範囲外であるにもかかわらず、甲及び丁について、
Ａの代理人として裁判外の和解契約を締結し、乙及び丙について、Ａの使者という名目で、裁判外の
和解契約書を作成するなど、実質的な代理人としての関与をしたこと、②平成２２年から平成２４年
の約３年間に受任した２３４件の債務整理事件（ただし、本件債務整理事件の７件を除く）のうち、
簡裁訴訟代理等関係業務の範囲外であるにもかかわらず、４件について、依頼者の代理人として裁判
外の和解契約を締結し、１５件について、依頼者の使者という名目で、和解契約書を作成するなど、
実質的な代理人としての関与をしたことを理由に、平成２７年７月６日付けで地方法務局長から業務
停止３か月間の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
２年間の契約の効力の停止措置
をとることが相当である。

本件は、対象弁護士が、民事法律扶助の援助案件について、センターの地方事務所長が事件の進行状
況に関する報告書を求めたにもかかわらず、報告書を提出しないことから、センターとの契約上の義
務を怠ったもの。

平成27年度
２年間の契約の効力の停止措置
をとることが相当である。

本件は、対象弁護士が、民事法律扶助の援助案件について、センターの地方事務所長が事件の進行状
況に関する報告書を求めたにもかかわらず、報告書を提出しないことから、センターとの契約上の義
務を怠ったもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①Ａから訴訟事件を受任していたが、平成２４年７月頃、Ａに対し、事業資
金の提供を依頼し、遅くとも同年１０月５日までに、対象弁護士を代表者とする実体のない株式会社
Ｂを借主として、Ｃ株式会社から５億円を借り入れるに際し、Ａを代表者とし、Ａと一体の存在と考
えられる株式会社Ｄを物上保証人とすること等を合意し、この合意に基づき、Ｄ社の保有する不動産
に抵当権が設定されたこと、②上記借入金の返済を遅滞したため、平成２５年７月３１日に合計４億
５６１０万３２０４円をＣ社に代位弁済したＡから、その支払等を求められたが、これを支払わず、
また、Ａとの間で支払方法についての協議等も行わなかったことを理由に、平成２７年５月２０日付
けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　Ａ株式会社（以下「Ａ社」という。）と株式会社Ｂ社（以下「Ｂ社」という。）が平成２３年
９月１４日に不動産の売買契約を締結するに当たり、Ａ社の社長室長を名のるＣから説明を受け、当
該売買契約の内容が不当に高額な代金でＡ社が不動産を買い取り、その差益からＡ社にキックバック
することを目的とする不法な要素を持つことを認識しながら、Ａ社との間で受任契約書を作成しない
まま、Ｂ社に対し、Ａ社の代理人名義で、虚偽の事実を内容とする購入意向表明書を差し入れて、当
該売買契約の締結に関与したこと、また、当該売買契約の締結後、Ａ社から、ＣはＡ社の社長室長で
はなく、対象弁護士に代理権を付与した事実はないとして当該売買契約締結の経緯について釈明を求
められたこと等からＡ社からの代理権の付与の事実について疑問を持つのが当然であったにもかかわ
らず、当該売買契約締結の経緯やその後の事情についてＡ社らに対して回答せず、今後の対応等につ
いて、Ａ社らと協議しなかったこと、
第２　平成２３年１２月１５日、Ａ社と株式会社Ｄ社（以下「Ｄ社」という。）が不動産の売買契約
を締結するに当たり、Ｃから説明を受け、当該売買契約をめぐって違法な行為が行われていることを
十分に認識しながら、当該売買契約の立会人となったこと、また、上記第１の売買契約締結後の事情
から自己の代理権について疑念を有するのが通常であるのに、Ａ社らに対して何らの確認等をせず、
Ａ社の代理人として売買契約の決済に関する２通の要望書を送り、それをＡ社らに直接報告しなかっ
た上、Ｃから名目の明確でない報酬を受領したこと、
などを理由に、平成２７年４月２８日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたも
の。

平成27年度

２年間の契約の効力の停止措置
をとることが相当である。

（措置の対象となる契約）
①民事法律扶助業務
センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契
約、受託予定者契約

本件は対象弁護士が、民事法律扶助の援助案件について、センターの地方事務所長が事件の進行状況
に関する報告書を求めたにもかかわらず、報告書を提出しないことから、センターとの契約上の義務
を怠ったもの。

平成27年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、平成２１年４月の審判により、成年被後見人Ａの成年後見人に選任されて
いたところ、同年末頃からＡの定期預金を数回に分けて解約し、事務所経費並びに競艇及び飲食等の
遊興費として私的に流用するようになり、Ａの預金約４０００万円のほとんどを横領し費消するに至
り、また、Ａ名義の預金を解約した事実を隠蔽するために、平成２３年に金融機関等と根抵当権設定
契約を締結し融資を受け、Ａ名義の定期預金を回復したが、当該根抵当権にかかる借入金の返済が困
難になったことから、結局、回復した定期預金を全て解約し再び費消するに至り、家庭裁判所への報
告については、預金通帳等の写しの数字の改ざん及び虚偽の報告書を作成することにより発覚を免れ
ていたことを理由に、平成２７年７月３０日付けで地方法務局長から業務禁止の懲戒処分を受けたも
の。

平成27年度

受任予定者契約及び日本弁護士
連合会委託援助業務に係る事務
の取扱いに関する契約について
は２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとり、普通
国選弁護人契約及び一括国選弁
護人契約については２年間の契
約締結拒絶期間を設定すること
が相当である。

本件は対象弁護士が、平成２０年１２月頃、Ａから破産申立事件を受任し、Ａの債権者であるＢに対
して、自己破産の申立てを期限を付して約束したり、その旨の書面に職印を押して交付しながら、６
年以上にわたって申立てをせず、Ｂに対して申立てをしない理由について説明しなかったこと、客観
的にみても長期間申立てをすることができない合理的理由が認められないことなどを理由に、平成２
７年５月２０日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
２年間の契約の効力の停止措置
をとることが相当である。

本件は、対象司法書士が、平成１９年３月２８日付けの援助開始決定に基づき、被援助者Ａの任意整
理事件の受任者となり、また、同日付けの援助開始決定に基づき、被援助者Ｂの自己破産申立事件
（書類作成援助）の受託者となっていたところ、Ａ、Ｂに対し、センターの立替金とは別に、報酬金
等を請求し、合計４６万６２５０円を直接受領していたことから、措置の対象となる事案。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、平成２５年１１月１７日、大型商業施設の食品売場において、女子大学生
のスカートの中を手鏡でのぞき見たことから、県条例違反に該当するとして現行犯逮捕され、罰金５
０万円に処されたことを理由に、平成２７年１０月５日付けで地方法務局長から業務停止３か月の懲
戒処分を受けたもの。

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、平成１８年１１月頃から平成２０年２月頃まで、Ａ司法書士が所長である
Ｂ司法書士事務所に勤務していた期間中、①業務で使用する対象司法書士名義の銀行口座の通帳及び
キャッシュカードをＡ司法書士に預け、同口座を全く管理せず、入出金の経緯についても全く把握し
ていなかったばかりか、簡易裁判所訴訟代理権を持たないＡ司法書士及び非司法書士であるＢ司法書
士事務所の職員２名に債務整理業務を任せきりにしてこれを怠り、同人らが対象司法書士の名義を利
用して簡易裁判所訴訟代理業務を行うことを放任、黙認していたこと、②Ｂ司法書士事務所の職員２
名を補助者として登録すべきところ、これを怠ったこと、③領収書を作成せず、事件簿の調整も行っ
ていなかったことを理由に、平成２６年２月４日付けで地方法務局長から業務停止１年３か月の懲戒
処分を受けたもの。

平成27年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は対象弁護士が、平成１１年１２月頃、Ａ及びその妻から損害賠償請求事件を受任し、その後、
訴訟を提起したが、平成２３年５月２４日、Ａらに無断で訴えを取り下げたこと、Ａらに対し、平成
２５年５月頃まで訴えの取下げの事実を秘匿し、上記訴訟を追行しているかのように装ったことを理
由に、平成２７年８月６日付けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度

センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契
約、受託予定者契約、普通国選
弁護人契約及び一括国選弁護人
契約については１年間の契約締
結拒絶期間を設定し、日本弁護
士連合会委託援助業務に係る事
務の取扱いに関する契約につい
ては１年間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は対象弁護士が、平成２０年１２月頃、Ａから破産申立事件を受任し、Ａの債権者であるＢに対
して、自己破産の申立てを期限を付して約束したり、その旨の書面に職印を押して交付しながら、６
年以上にわたって申立てをせず、Ｂに対して申立てをしない理由について説明しなかったこと、客観
的にみても長期間申立てをすることができない合理的理由が認められないことなどを理由に、平成２
７年５月２０日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度

センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契
約、受託予定者契約及び日本弁
護士連合会委託援助業務に係る
事務の取扱いに関する契約につ
いては３年間の契約締結拒絶期
間を伴う契約解除措置をとり、
一般国選弁護人契約（普通国選
弁護人契約、一括国選弁護人契
約）、一般国選付添人契約及び
国選被害者参加弁護士契約につ
いては３年間の契約締結拒絶期
間の設定をすることが相当であ
る。

本件は、対象弁護士が、①平成２４年１２月１９日頃所在不明となり、受任していた合計６０件の事
件を放置し、その結果、依頼者に上訴の機会を喪失させたり、請求権の消滅時効を経過させたりする
等の不利益が生じた、②平成２５年２月分から平成２６年３月分までの１４か月分の所属弁護士会費
及び日本弁護士連合会の会費を滞納したことを理由に所属弁護士会から平成２６年４月９日付けで除
名の懲戒処分を受けたもの。

平成27年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、平成１４年１１月２９日、成年被後見人Ａの成年後見人に選任され、財産
管理等の業務に従事し、平成１７年１２月１４日にＡが死亡した後、相続財産を相続人または相続財
産管理人に引き継ぐまでの間、引き続きＡの相続財産の管理等の業務に従事していたものであるとこ
ろ、平成１８年１０月３１日ころから平成２２年８月２３日ころまでの間、Ａ名義の２つの預貯金口
座の預貯金をＡの相続人等のために業務上預かり保管中、当該２口座から、合計２６回にわたり、自
己の用途に費消する目的で、合計６３７万４０００円を払い戻しの上、着服して横領した業務上横領
罪で起訴され、神戸地方裁判所における第１回公判期日において、かかる犯罪事実を認めたことを理
由に、地方法務局長から平成２５年１２月１６日付けで業務禁止の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成27年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①Ａ弁護士からＢを依頼者とする訴訟事件を引き継いで受任するに当たり、
弁護士報酬についての説明等をせず、平成１８年６月頃、Ａ弁護士がＢから預かり保管中の３８万円
余りを引き継ぎ、同年１０月５日、Ｂから対象弁護士の預り金口座に７万円の振込みを受けたが、７
万円の趣旨及び使途を明確に示さず、Ｂが平成２３年１２月８日頃に対象弁護士を解任し、その後預
り金その他の金銭の使途等について度々説明を求めても明確な説明をせず、預り金を清算しなかった
こと、②Ｃから、Ｃの計画する事業の資金作りや協力者集めの依頼を受け、自己が弁護人を務める刑
事事件の被告人であるＤを紹介し、Ｄに対し、Ｃへの融資について自己が保証人となることを承諾
し、この結果、Ｄは、平成２４年８月から同年１２月までの間に、Ｃに３２００万円を融資したこ
と、③平成２４年１２月、Ｄから、上記②の刑事事件の控訴審を受任し、着手金として５０万円を受
領したところ、後に、上記②の融資に関するＤとのやり取りで信頼関係が失われたとして弁護人を辞
任することを決めたが、Ｄに弁護人を辞任する意思を直接伝えず、裁判所にも弁護人辞任届を提出し
なかったこと、対象弁護士は、控訴趣意書を作成せず、特段の弁護活動を行わなかったが、平成２５
年９月２７日、Ｄが上記着手金の返還等を求めて紛議調停を申し立てた後も上記着手金を清算しな
かったことを理由に、平成２７年１１月６日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受け
たもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成28年度
注意の措置をとることが相当で
ある。

本件は、対象弁護士が、平成２７年６月２０日（土）午前１１時２５分ころ、道路において、指定速
度が時速５０キロメートルのところを時速８３キロメートルで走行した道路交通法違反の罪で同年９
月１１日に罰金６万円の略式命令を受け、また、同年７月１７日に運転免許停止処分を受けたもの。

平成28年度

３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

（措置の対象となる契約）
①民事法律扶助業務
　センター相談登録契約、事務
所相談登録契約、受任予定者契
約、受託予定者契約

本件は、対象弁護士が、①平成１７年５月２７日付けの援助開始決定に基づき受任者となった被援助
者Ａの自己破産申立事件について、長期間、申立てを行わず、平成２６年１２月、Ａから、利息が膨
らんで元金を上回るほど債務が増えてしまっていた等の苦情が申し立てられるまで、事件を放置して
いたこと、②平成２２年４月２８日付けの援助開始決定に基づき受任者となった被援助者Ｂの任意整
理事件について、債権者３社から過払金を回収し、平成２５年６月１４日、その回収にかかる預り金
から報酬と立替残金を清算した残金９０万１２３２円の扱いについて対象弁護士とＢとの間で協議す
る旨を定めたセンターの決定を受けながら、Ｂと連絡をとることなく、平成２６年１０月にＢが委任
した弁護士宛てに上記残金を送金するまでの間、Ｂとの協議等を行わなかったことから、措置の対象
となる事案。

平成28年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、簡裁訴訟代理等関係業務を行う法務大臣の認定を得ていたところ、
第１　①平成２２年３月頃、Ａから受任した債務整理事件について、受任契約及びその後のＡへの連
絡等を専ら補助者に行わせ、補助者が、司法書士法第３条第１項第６号イの代理権の範囲を越える過
払金２０３万８２９７円とする裁判外和解申入書及び和解書を作成して、対象司法書士を代理人とし
て記載し、和解を成立させたこと、②平成２０年１月から平成２２年１２月までの間に受任した債務
整理事件で、代理権の範囲外であるにもかかわらず、対象司法書士を代理人として和解申入書の作成
を行った事案又は和解契約を締結した事案が３３件確認されたこと、
第２　平成２０年８月、Ｂの兄Ｃが所有者となっているＢ自宅の敷地（以下「本件土地」という。）
について、Ｂへの相続による所有権移転登記の申請を受任したが、ＢはＣの相続人には該当せず、他
に複数の相続人が存在するところ、相続人らの協力が得られないことから、時効取得の訴訟を提起す
るほかない旨を補助者に指示し、平成２１年６月、Ｂが本件土地を時効取得するための訴訟提起（以
下「本件訴訟」という。）を受任して、補助者が作成した本件訴訟に関する訴状を確認し、補助者に
訴状の修正を指示したものの、その後は、本件訴訟の事務処理に関して指導及び監督をしなかったこ
と、平成２３年夏頃、補助者が相当な手続を行うことなく、偽造した登記識別情報通知をＢの関係者
に手交した行為をＢの関係者から指摘される平成２４年１２月まで、補助者から全く報告がないこと
を理由として認知していなかったこと、
第３　平成２０年５月頃、Ｄから小規模個人再生事件を受任し、担当補助者を定め、事件処理に当た
らせた後、補助者から事件処理に関する相談を受けたことはあったが、進捗状況について確認するこ
とはなく、補助者は、相当な手続を行わず、平成２３年２月、小規模個人再生計画不認可決定書を偽
造して金融機関に提出し、対象司法書士は、平成２４年１２月、担当補助者が警察に出頭した際に小
規模個人再生計画不認可決定書の偽造を認知するに至ったこと
などを理由に、平成２７年７月２１日付けで地方法務局長から２か月間の業務停止の懲戒処分を受け
たもの。

平成28年度
３か月間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとることが
相当である。

本件は、対象司法書士が、①平成２４年４月、権利者Ａ及びＢ（以下「Ａら」という。）、義務者甲
株式会社（以下「甲」という。）の登記申請代理人として、９筆の土地について、Ａらの持分に対す
る根抵当権の変更の登記を申請し、登記を完了させたところ、Ａらからは過去に数十件程度の登記申
請事件の依頼を受けており、約１０年ほど前から顔見知りであったものの、同登記の申請に際して、
Ａらと直接会って登記原因証明情報の内容及び登記申請意思の確認を行っていないほか、電話その他
の方法による意思確認も行っていないにもかかわらず、登記原因証明情報の変更後の極度額を修正
し、また、事務所に保管していた印鑑をもって自らＡらの委任状を作成したこと、②平成２４年４
月、権利者Ａらほか４名、義務者甲の登記申請代理人として、８筆の土地について、根抵当権の変更
の登記を申請し、登記を完了させたところ、同登記の申請に際して、Ａらと直接会って登記原因証明
情報の内容及び登記申請意思の確認を行っていないほか、事務所に保管していた印鑑をもって自らＡ
らの委任状を作成したこと、Ａら以外の権利者４名についても登記原因証明情報の内容及び登記申請
意思の確認を行っていないことを理由に、平成２７年９月７日付けで地方法務局長から業務停止３週
間の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①平成１９年１０月、有限会社Ａの代表者Ｂを債務整理事務の担当者として
雇用し、Ａ社又はＢから依頼者の紹介を受け、同月から平成２０年３月頃まで、毎月５００万円以上
の金員を、その中からＢが紹介者に紹介料として支払うことを認識しながら、広告宣伝費の名目でＡ
社に送金したことを理由に、平成２６年１２月１１日付けで所属弁護士会から業務停止４月の懲戒処
分を受け、また、②株式会社Ｃの訴訟事件の代理人であり、かつ、顧問弁護士でもあったところ、平
成２５年２月５日、Ｃ社から１０００万円を借り入れ、所属弁護士会の綱紀委員会及び懲戒委員会に
対して再三にわたり返済の見込みがついた等と上申したにもかかわらず、平成２７年５月末日に至っ
ても返済していないことを理由に、平成２７年７月１５日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲
戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成28年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士法人が、
第１　①平成２２年３月頃、代表社員であり簡裁訴訟代理等関係業務を行う法務大臣の認定を得てい
た司法書士Ａ（以下「Ａ司法書士」という。）がＢから受任した債務整理事件について、受任契約及
びその後のＢへの連絡等を専ら補助者に行わせ、補助者が、司法書士法第３条第１項第６号イの代理
権の範囲を越える過払金２０３万８２９７円とする裁判外和解申入書及び和解書を作成して、Ａ司法
書士を代理人として記載し、和解を成立させたこと、②平成２０年１月から平成２２年１２月までの
間にＡ司法書士が受任した債務整理事件で、代理権の範囲外であるにもかかわらず、Ａ司法書士を代
理人として和解申入書の作成を行った事案又は和解契約を締結した事案が３３件確認されたこと、
第２　平成２０年８月、Ａ司法書士は、Ｃの兄Ｄが所有者となっているＣ自宅の敷地（以下「本件土
地」という。）について、Ｃへの相続による所有権移転登記の申請を受任したが、ＣはＤの相続人に
は該当せず、他に複数の相続人が存在するところ、相続人らの協力が得られないことから、時効取得
の訴訟を提起するほかない旨を補助者に指示し、平成２１年６月、Ｃが本件土地を時効取得するため
の訴訟提起（以下「本件訴訟」という。）を受任して、補助者が作成した本件訴訟に関する訴状を確
認し、補助者に訴状の修正を指示したものの、その後は、本件訴訟の事務処理に関して指導及び監督
をしなかったこと、平成２３年夏頃、補助者が相当な手続を行うことなく、偽造した登記識別情報通
知をＣの関係者に手交した行為をＣの関係者から指摘される平成２４年１２月まで、補助者から全く
報告がないことを理由として認知していなかったこと、
第３　平成２０年５月頃、Ａ司法書士は、Ｅから小規模個人再生事件を受任し、担当補助者を定め、
事件処理に当たらせた後、補助者から事件処理に関する相談を受けたことはあったが、進捗状況につ
いて確認することはなく、補助者は、相当な手続を行わず、平成２３年２月、小規模個人再生計画不
認可決定書を偽造して金融機関に提出し、Ａ司法書士は、平成２４年１２月、担当補助者が警察に出
頭した際に小規模個人再生計画不認可決定書の偽造を認知するに至ったこと
などを理由に、平成２７年７月２１日付けで地方法務局長から２か月間の業務停止の懲戒処分を受け
たもの。

平成28年度

日本弁護士連合会委託援助業務
に係る事務の取扱いに関する契
約については２年間の契約締結
拒絶期間を伴う契約解除措置を
とり、センター相談登録契約、
事務所相談登録契約、受任予定
者契約、受託予定者契約、普通
国選弁護人契約及び一括国選弁
護人契約については２年間の契
約締結拒絶期間を設定すること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、平成５年１月、家庭裁判所から後見人をＡとする禁治産者Ｂの後見監督人に
選任されたが、２回にわたる後見監督処分手続において家庭裁判所調査官からＡの財産管理面の問題
が指摘され、また、Ａから某県にいることを聞いたことがあったにもかかわらず、Ａが市内から某県
へ転居した平成１３年６月以降、平成２５年８月２３日に上記家庭裁判所から「後見等事務について
の照会書」を受けるまでの間、Ａの正確な転居先を確認したり、後見監督事務履行のための面会要請
等もすることなく、Ａによる財産管理状態を把握しないまま放置して後見監督人としての義務を怠
り，結果としてＡにより多額の金銭が横領等されたことを理由に、平成２７年６月２６日付けで所属
弁護士会から業務停止１０月の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①平成２３年１０月初旬、報酬を得ることを目的として、法律事務の周旋を
業とする弁護士または弁護士法人ではない特定非営利法人Ａ（以下「法人Ａ」という。）から、Ｂの
債務整理事件の周旋を受けたこと、②平成２３年１１月１４日、法人ＡからＣの債務整理事件の周旋
を受け、また、同人と面談することなく金融業者５社の任意整理事件を受任したこと、③平成２４年
３月２１日、法人ＡからＤの債務整理事件の周旋を受け、また、同人と面談することなく金融業者３
社の任意整理事件を受任したことを理由に、平成２７年８月１９日付けで所属弁護士会から業務停止
１年の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２４年２月以降二度にわたり、テレビ局のディレクターから詐欺被害事
件をテーマとした番組に出演する被害者を紹介するよう依頼を受けたが、その際、真実の被害者では
ない者２名を紹介し、自ら被ったわけではない被害事実をテレビ番組で話させるとともに、自らもテ
レビ出演し、あたかも真実の被害者がインタビューに答えているかのごとく装い、詐欺事件に関する
弁護士としてのコメントを述べたことを理由に、平成２７年７月１５日付けで所属弁護士会から業務
停止２月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成28年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当であると思料する。

本件は、対象司法書士が、平成２１年２月頃、Ａの甥にあたるＢ及びＣ（以下「Ｂら」という。）か
ら、Ａの配偶者であるＤを登記名義人とする土地及び建物（以下「本件土地及び本件建物」とい
う。）について、Ｄが死亡したため、Ｄの自筆証書遺言に基づく、Ａを登記権利者とした遺贈を原因
とする所有権移転登記手続（以下「本件登記手続」という。）の依頼を受け、また、同年８月、Ａの
成年後見人に選任されたところ、①本件登記手続を依頼されてから、３年ほど経過しても本件登記手
続を放置し、その間、Ｂらから何度も本件登記手続の催促を受けていたため、その不履行を隠蔽する
ことを企て、平成２４年８月頃、本件土地及び本件建物の全部事項証明書の各写しに、その「権利部
（甲区）（所有権に関する事項）」欄の「順位番号」欄に「２」、「登記の目的」欄に「所有権移
転」、「権利者その他の事項」欄に「原因　平成２１年１月○日相続　所有者　○市○区○○丁目○
番○号　Ａ　順位６番の登記を移記」などと印字した紙片を貼り付けるなどした上、これらを複合機
により複写する方法により、「○法務局○出張所登記官之印」の押印のある同出張所登記官Ｅ作成名
義の全部事項証明書の写し２通を偽造した上、ほぼ同時期に、Ｂらに対し、偽造した前記全部事項証
明書の写し２通をいずれも真正に成立したもののように装って交付し、登記が完了していると誤信さ
せたこと、②株式会社甲銀行に開設されたＡ成年後見人名義の通常貯金口座の貯金をＡのために業務
上預かり保管中、いずれも自己の用途に費消する目的で、平成２４年１１月から平成２５年８月まで
の間、２９回にわたり、同口座から現金合計７５８万円を払い戻し、横領したこと、③Ａの株式会社
乙銀行の預金口座からも１０００万円以上を払い出し、甲銀行分を含めて、合計約１９００万円を横
領したこと、④上記①について有印公文書偽造及び同行使、上記②について業務上横領の罪で起訴さ
れたことなどを理由に、平成２８年１月８日付けで地方法務局長から業務禁止の懲戒処分を受けたも
の。

平成28年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、Ｂ株式会社の代表取締役であったＡが、Ｃ信用組合に対する自らの借入金債務及びＢ社の借
入金に対する連帯保証債務の合計約１８億円に及ぶ債務を負ったまま死亡し、その後、Ｃ信用組合
は、株式会社Ｄに対し、前記各債務を譲渡し、Ａの相続人であった同人の子らは、相続財産が大幅な
債務超過となっていたため、いずれも相続を放棄し、同人の兄弟姉妹も、Ｅ及びＦを除き、対象弁護
士を代理人として相続を放棄したところ、
第１　Ｇ株式会社がＡから買い受けたとする建物の明渡し遅滞により損害を被ったことを理由に、同
人の相続により権利義務を承継したものの行方不明となっているＥ及びＦに対し訴訟を提起する必要
があるとして、対象弁護士を管理人候補者とする不在者財産管理人選任の申立てを行い、対象弁護士
がＥ及びＦの不在者財産管理人に選任され、その頃、対象弁護士は、Ｅの死亡及びＦの朝鮮民主主義
人民共和国での生存を聞かされたが、それらの事実を家庭裁判所に報告しなかったこと、
第２　その後、Ｇ社は、Ｅ及びＦに対し、前記遅延損害金に係る損害賠償請求訴訟を提起したが、法
定代理人であった対象弁護士はほとんど争わず、Ｇ社の請求を認容する判決が言い渡されて確定した
訴訟経過について家庭裁判所に報告しなかったこと、ＡとＧ社との間には以前から争いがあり、Ｇ社
からの請求内容も過大であるにもかかわらず、対象弁護士が和解を検討することなく敗訴判決を受け
たことは、Ａの債務を相続した不在者の財産管理人として適正に職務を執行したとはいえないこと、
第３　対象弁護士は、死亡していることを知っていたＥについても不在者財産管理人の選任取消しを
請求せずに、死亡したＥができないはずの相続放棄を前記第２の訴訟係属中に行っており、他方、Ａ
の妹であるＨを通じ、Ｆから対象弁護士に対する依頼書、委任状等を取得したが、家庭裁判所に対
し、同人に係る不在者財産管理人選任の取消しを請求せず、Ａの相続財産が極端な債務超過であるこ
とが明らかであるとして、Ｆについても他の兄弟姉妹と同様、相続放棄により既存の債務を免れるこ
とが客観的利益であると認識し得る状況にあったが、相続放棄をせず、これによりＦは単独で既存の
債務に加えＧ社に対する債務を負う結果となり、相続放棄をしないことにより莫大な債務を相続した
ことは明らかに不在者財産管理人制度の趣旨に反する行為であること、
第４　Ａの遺産であるマンションの賃借人から対象弁護士名義の口座に振り込まれた６７３万円余り
を、また、不在者財産管理人としてマンションの賃借人から受領した金員の中から合計３１２１万円
余りを、いずれも家庭裁判所の許可を得ることなく、Ｈに交付し、その対価として、不在者財産管理
人として受領できるものではない報酬１１０万円をＨから受領したこと、
第５　対象弁護士の預り金口座に振り込まれたマンション賃料に関する和解金３９３４万円余りのう
ち、２９００万円を保証小切手で、１０００万円を現金で出金し、保証小切手をＧ社が提起した前記
第２の訴訟の解決金としてＧ社に、当時Ｇ社の代表取締役であったＩに資産価値のないＢ社の株券代
金として現金をそれぞれ支払い、Ｉから５００万円の保証小切手を報酬として受領して、これらの不
在者財産管理人の権限を超える行為を、家庭裁判所の許可を得ずに行ったこと、
第６　Ｄが、対象弁護士に対し、７７８９万円余りの支払を求める損害賠償請求訴訟を提起し、Ｄ社
の請求を一部認容する控訴審判決が確定したが、対象弁護士は、Ｄ社の被った損害に対し、何らの支
払もしていないこと
などを理由に、平成２７年１０月２６日付けで日本弁護士連合会から業務停止１年の懲戒処分を受け
たもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成28年度

センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契約
及び受託予定者契約について
は、３年間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとり、普
通国選弁護人契約については３
年間の契約締結拒絶期間を設定
することが相当である。

本件は、対象弁護士が、①Ａらと共謀して、平成２３年１月３１日、独立行政法人Ｂを売主、有限会
社Ｃを買主、対象弁護士を立会人とし、独立行政法人Ｂの偽造された印鑑が押印された不動産売買に
関する契約書を示すなどして、某都道府県所在の土地（あ）を購入できるとＣ社を誤信させ、同日、
Ｃ社から売買代金名下に５０００万円を詐取したこと、②Ａらと共謀して、平成２３年８月１９日、
独立行政法人Ｂを売主、Ｄが代表取締役を務める株式会社Ｅを買主とし、独立行政法人Ｂの偽造され
た印鑑が押印された不動産売買に関する契約書に立会人として押印するなどして、某都道府県所在の
土地（い）を購入できるとＥ社を誤信させ、同日、Ｅ社から売買代金名下に３５００万円を詐取した
こと、③Ａらと共謀して、平成２４年１０月１９日、独立行政法人Ｂを売主、株式会社Ｆ及び株式会
社Ｇを買主とし、独立行政法人Ｂの偽造された印鑑が押印された不動産売買に関する契約書に立会人
として押印するなどして、某都道府県所在の土地（う）を購入できるとＦ社及びＧ社を誤信させ、同
日、Ｆ社及びＧ社から売買代金名下に３０００万円を詐取したことを理由に、平成２７年７月２２日
付けで所属弁護士会から除名の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
３年間の契約締結拒絶期間の設
定をすることが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２５年２月、ホテルの客室において、Ａの意思に反して性行為に及んだ
ことを理由に、平成２８年２月２２日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成１３年１２月頃に破綻した株式会社Ａ銀行の増資に関して損害を受けた
とする多数の依頼者らから、Ａ銀行に対する損害賠償請求訴訟事件をＢ弁護士と共に受任し、平成２
５年４月２４日、勝訴判決が確定したが、Ｂ弁護士との間で弁護士報酬を折半して分配することを合
意していたにもかかわらず、３億円を超える弁護士報酬を独占し、Ｂ弁護士からの分配請求に応じな
かったことを理由に、平成２８年２月２３日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受け
たもの。

平成28年度
１年６月の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとることが
相当である。

対象弁護士は、被疑者Ａの窃盗被疑事件の国選弁護人であった者であるが、実際には平成２６年８月
１８日及び同月２７日に被疑者Ａと接見をしていないにもかかわらず、センターに対しては、接見を
した旨の報告をして、上記両日の接見にかかる報酬を請求したもの。

平成28年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２１年３月６日、センターにおいて援助開始決定を得た依頼者から自己
破産申立事件を受任し、同月頃、書類の委託を受け、債権者に受任通知を発送したが、その後事件の
処理を４年以上行わず、新たにＡ弁護士に自己破産申立てを委任した依頼者から平成２６年３月５日
付け書面により預託した書類の返還を求められた後も書類を返還しなかったことを理由に、平成２８
年２月１６日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度

センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契
約、受託予定者契約及び日本弁
護士連合会委託援助業務に係る
事務の取扱いに関する契約につ
いては２年間の契約締結拒絶期
間を伴う契約解除措置をとり、
普通国選弁護人契約及び一括国
選弁護人契約については２年間
の契約締結拒絶期間を設定する
ことが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２５年７月１１日、Ａと訪れたカラオケ店において、Ａの意に反して、
身体に触る等のわいせつ行為を行ったことを理由に、平成２８年４月８日付けで所属弁護士会から業
務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
２年間の契約締結拒絶期間を設
定することが相当である。

本件は、対象司法書士が、平成２７年１０月某日午前８時１５分頃、酒気を帯びた状態で自家用車を
運転して走行中、前方の安全を十分に確認することなく、同車を渋滞のために停車中の軽乗用車に衝
突させ、当該軽乗用車に乗車していたＡに加療約１０日間を要する頸椎捻挫等の傷害を負わせた道路
交通法違反及び自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律第５条過失運転致傷の
罪で罰金５０万円の略式命令を受けたなどを理由に、平成２８年３月２３日付けで地方法務局長から
業務停止３か月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成28年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、医療法人Ａ及びその代表者であったＢの破産手続開始申立事件等について、
Ｃ行政書士がＢから依頼を受け、申立書類及び添付資料の作成その他関連する事務一切を全て行って
いたことを知りながら、平成２３年１２月、Ｃ行政書士からＢを紹介され、Ａ法人及びＢとの間で、
同月２３日付け委任契約書を各作成し、平成２４年１月２４日、Ａ法人の代理人として破産手続を申
し立て、同年３月、Ｃ行政書士がＤ司法書士の名義で既に申立てを行っていたＢの破産手続開始及び
免責許可申立事件の申立代理人に就任し、合計２００万円の弁護士報酬を得たことを理由に、平成２
８年４月２８日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
２年６か月間の契約締結拒絶期
間を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　Ａから依頼を受けた損害賠償請求事件において、平成２４年７月、相手方から示談金３１２万
６１９０円を受領し事件が終了したにもかかわらず、そのうち４１万２８９０円は返金したが、残金
２７１万３３００円は預り金口座で保管せず、平成２６年７月１１日まで約２年間清算しなかったこ
と、
第２　平成２３年１月頃、Ｂ及びその妻Ｃから債務整理事件を受任したが、債務整理の交渉及び示談
後の分割金の支払等をＤに任せ、示談の内容及び示談後の支払経過を全く把握せず、結果として、Ｂ
及びＣは、対象弁護士の事務所宛てに毎月４万円を送金していたが、上記分割金が債権者に支払われ
ず貸金返還請求訴訟を提起されたこと
を理由に、平成２８年３月２９日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
３か月間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとることが
相当である。

本件は、対象司法書士が、平成１７年４月、Ａの依頼により、土地及び建物（以下「本件不動産」と
いう。）について、登記権利者をＡ、登記義務者をＢとする代物弁済を原因とする所有権移転登記の
代理申請を行って、同登記を完了させ、平成１９年３月、Ａの依頼により、本件不動産について、登
記権利者をＢ、登記義務者をＡとし、売買を原因とする所有権移転登記の代理申請を行って、同登記
を完了させたが、平成２１年２月頃、Ａから本件不動産に係る上記の売買に基づく所有権移転登記に
ついて、売買代金の支払いがないことから債務不履行に基づく解除を原因とする所有権抹消登記（以
下「本件登記」という。）申請をしてもらいたい旨依頼を受けて、これを受任し、Ａから聴取した内
容のみに基づき作成した委任状及び登記原因証明情報をＡに手交し、当該各書面に登記義務者である
Ｂから署名・押印をもらうよう依頼をして、Ａから提出されたＢの署名・押印がされた委任状及び登
記原因証明情報を当然にＢ自らが署名・押印したものとして受領し、同時に登記識別情報もＡから受
領したが、登記義務者であるＢの本人確認及び登記申請意思確認をすることなく、Ｂが所有する本件
不動産について、平成２１年３月、解除を登記原因とする本件登記を申請し、これを完了させたこと
を理由に、平成２８年３月２日付けで地方法務局長から業務停止２週間の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２２年７月１６日、Ａの上告審の国選弁護人に選任され、上告趣意書の
提出期限を同年９月２日と指定されたにもかかわらず、①同年８月２５日付け上告趣意書を提出した
ものの、高等裁判所が証人を呼ばなかったことは憲法第３７条第２項に違反する旨記載するのみで、
なぜ憲法に違反するかの説明を行わず、また、原判決には判決に影響を及ぼすべき重大な事実の誤認
があるとしながら、事実誤認の詳細については、Ａが同弁護士に宛てた手紙３通を添付しただけで弁
護人としての主張を行わなかったこと、②Ａに対して事実誤認の詳細について自分で上告趣意書を作
成することを勧め、Ａがどこまでうまくできるかに運命がかかっているなどと申し述べて、上告趣意
書作成の責任をＡに転嫁したこと、③上告趣意書の提出期限後の同年９月１６日に別途上告趣意書を
提出し、同月２１日にも上告趣意書を提出したものの、それらの提出に際して、上告趣意書提出期間
の延長の申立ても、やむを得ない遅延についての上申も行わなかったことを理由に、平成２７年１２
月３日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成28年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

平成28年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、
第１　平成１７年８月、Ａから自己破産申立書類の作成及び付随事務に関する債務整理の依頼を受任
し、平成２１年１月までの間に、債権者の甲に債権調査票の返送や取引履歴の開示を求める書面を、
複数回送付して、甲から元金額６５万円、利息、遅延損害金を記載した書面の返送を受けるなどした
が、同年１月以降、Ａの債務整理について、何らの手続を執らず、平成２２年１０月、甲からの進捗
状況の照会に対して、Ａとの連絡不通を理由に方針未定及び辞任予定と回答したものの、辞任するこ
ともなく、平成２４年９月、甲がＡに対して上記債権の支払督促を申立て、訴訟への移行後、同年１
２月、甲の請求を全部認容し、Ａの消滅時効の援用を信義則に反するとして退ける判決が言い渡され
て、確定し、これにより、同年９月までの確定遅延損害金が９０万９９６３円となった過程におい
て、Ａの上記訴訟の訴訟代理人となることはなく、特段の対応を執らなかったこと、
第２　平成２０年３月、Ｂから債務整理の依頼を受任したが、Ｂに対し、報酬等に関して「報酬規定
債務整理」と題する書面を送付したのみであり、面談の上、報酬基準を明示することなく、終始し、
業務の経過報告もしなかったこと、平成２５年７月、Ｂが所属司法書士会に対し、対象司法書士に委
任した債務整理の報酬と業務の経過報告がないことに関して紛議調停を請求し、これを受けた同会が
出頭を求めたが、正当な理由なく出頭しなかったこと、
第３　①平成１９年８月、Ｃから債務整理の依頼を受任し、平成２０年５月、債権者の乙に提示した
和解案が乙から拒絶された後、乙との間で債務整理に関する交渉を行うことを拒否する一方、法的整
理に着手するなど、債務整理に向けた手段を執らず、平成２２年４月、乙がＣに対して貸金返還請求
事件を提訴し、同年６月、乙の請求を全部認容する判決が言い渡されて、確定したが、同訴訟に対し
て全く対応せず、答弁書の提出を手配することもしなかったこと、②上記の判決確定後、乙からの請
求に対して、支払を拒むだけに終始し、法的整理にも着手せず、Ｃから受任した債務整理をそのまま
放置したこと、③平成２５年８月、乙が所属司法書士会に対し紛議調停を請求し、これを受けた同会
が出頭を求めたが、正当な理由なく出頭しなかったこと
などを理由に、平成２７年１０月１３日付けで地方法務局長から業務停止２年の懲戒処分を受けたも
の。

本件は、対象弁護士が、
第１　１　平成１６年１２月２１日、家庭裁判所によりＡの不在者財産管理人に選任されたが、家庭
裁判所から報告書、財産目録等の提出を繰り返し求められたにもかかわらず、これらを提出しなかっ
たこと、また、Ａの不動産共有持分を売却し、平成１８年７月３０日に７４４万６６６７円を、平成
１９年６月２６日に１７４万円を受領したにもかかわらず、これを自己の金員と区別し、預り金であ
ることを明確にする方法で管理しなかったこと、さらに、平成２５年７月２日に不在者財産管理人を
解任されたが、後任の不在者財産管理人から上記売買代金の引継ぎを求められたにもかかわらず、同
年８月９日から同月２９日にかけて利息相当額を含む合計９２７万４３８９円を借入金によって引き
継ぐまでこれを行わなかったこと、
２　複数の依頼者から交通事故に係る損害賠償請求訴訟事件を受任し、平成２５年７月３０日から同
年９月１９日にかけて、いずれも裁判上の和解を成立させたが、和解するに当たって、依頼者らに和
解することを告げず、和解内容について必要な説明及び協議をせず、依頼者らの同意を得なかったこ
と、また、和解成立後においても、速やかに和解内容を報告して、その内容を説明しなかったこと、
さらに、各事件に係る和解金として、対象弁護士の預り金口座に、同年８月５日から同年１０月４日
にかけて合計１０４５万円の振込送金を受けたが、和解金の入金について速やかに依頼者らに報告せ
ず、同年１１月１２日及び同月２１日に依頼者らに和解金を送金するまで、これを返還しなかったこ
と
を理由に、平成２６年１１月１３日付けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受け、
第２　１　平成２４年４月頃、Ｂから離婚等請求事件を受任し、同年９月末までに、反訴提起の依頼
を受けたにもかかわらず、弁論が終結した平成２６年２月２５日までに、反訴を提起しなかったこ
と、平成２６年４月に解任されるまでの間、Ｂに対し、上記事件に関し、反訴提起をしていないこ
と、和解交渉の経過等について適切な説明を行わなかったこと、
２　平成２４年１２月頃、Ｂから婚姻費用分担請求事件を受任したが、Ｂに対し、審判になった場合
の見通しを説明せず、平成２５年１２月１０日にＢが婚姻費用を支払う内容の審判が出されたことを
報告せず、Ｂが平成２６年３月２８日に家庭裁判所から受け取った履行勧告書について説明を行わな
かったこと、
３　Ｂに対し、上記２の事件について１７８万円の損害賠償を行うことを約束し、紛議調停手続にお
いても上記金員を平成２６年９月末日までに準備する旨の書面を作成したが、その支払を行わなかっ
たこと
を理由に平成２７年４月２６日付けで所属弁護士会から業務停止４月の懲戒処分を受け、
第３　１　平成２０年５月１９日、依頼者Ｃから１２３０万円を預かったが、Ｃのために支出した金
員を控除した残金約１０００万円について、Ｃに返還しなかったこと、
　　２　所属弁護士会が平成２６年１０月３日付けで行った預り金等の保管状況等に関する照会に対
し、回答しなかったこと、
を理由に平成２７年１１月１日付けで所属弁護士会から業務停止１年の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成28年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、①Ａ及びＢから、Ａら名義の預金口座からの過去の不明な払戻金に関する調査の依頼を受
け、銀行等に対する弁護士会照会の申出を行っていたが、平成２６年１１月２７日に照会申出を行っ
た８件については、同一の銀行に対するＡの預金口座に関し、照会理由がほぼ同一であり、その照会
事項も一本化することにより１件の照会申出として行うことが十分可能で、所属弁護士会からその旨
の指摘と補正依頼があったにもかかわらず、その補正を拒否し、合理的な理由なくあえて８件とし、
１件で処理すればＡらの負担は合計５万９０００円で済んだところ、実費及び弁護士報酬として合計
４７万２０００円を受領し、また、戸籍謄本等計４本の職務上請求に関して、その報酬として合計２
１万６０００円を受領したこと、②同年１２月９日、依頼者であるＢから１０００万円を借り受けた
ことを理由に、平成２８年３月２３日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたも
の。

平成28年度
１年６か月の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、①平成２３年１月３日、同月９日及び同月１０日に、インターネットの掲
示板サイトである２ちゃんねる（以下「２ちゃんねる掲示板」という。）上に特定の個人を誹謗中傷
する書き込みを行い、上記行為により、同年１１月２８日、名誉棄損罪で簡易裁判所から罰金３０万
円の略式命令を言い渡されたこと、②２ちゃんねる掲示板に掲載された記事の削除依頼を受任し、平
成２３年９月２５日、２ちゃんねる掲示板の削除ガイドラインに沿い、２ちゃんねる掲示板内の削除
要請板に、対象司法書士の事務所名義で、削除依頼を受任した書き込みについて、地方裁判所の削除
を命ずる仮処分決定に基づき削除するよう求める旨の文面を掲載した行為が、簡裁訴訟代理等関係業
務の範囲外の法律事務であることを理由に、平成２８年５月２５日付けで地方法務局長から業務停止
２か月の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、亡Ａの相続人の一人であるＢから、遺産分割に係る交渉及び相続放棄の申述
期間延長の申立てを受任したところ、Ｂに対して着手金の説明をする際に準拠した旧日弁連報酬等基
準規程では、遺産分割に係る交渉事件の着手金として受け取ることができるのは約４２万円程度であ
り、これに相続放棄の申述期間延長申立ての分を若干上乗せすることができるだけであるにもかかわ
らず、平成２５年１２月１２日付け委任契約書において着手金を５００万円と取り決めたことを理由
に、平成２８年３月１９日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　平成２６年１月１４日、所属弁護士会に入会したが、入会金１０万円を支払わず、同年１月分
の日本弁護士連合会の会費並びに同年２月分から５月分まで、同年７月分から１１月分まで及び平成
２７年１月分の１０か月分の所属弁護士会及び日本弁護士連合会の会費合計６５万４５００円を滞納
したことを理由に、平成２７年１０月２８日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受
け、
第２　Ａから、遺留分減殺請求事件を受任し、平成２２年１２月２日に着手金３０万円を受領し、平
成２３年２月１４日にＢ弁護士の補助が必要として委任契約書を作成せずに追加の着手金３０万円を
更に受領等したが、Ａからの問合せに対して着手すると言いながら法的手続を行わず、平成２６年１
０月２７日頃にＡと電話で話したのを最後に連絡がとれない状態となったこと、また、Ａから平成２
４年３月頃、株式会社ＣのＡに対する保証債務履行請求に係る訴訟事件を受任したが、委任契約書を
作成しなかったことを理由に、平成２８年１月２６日付けで所属弁護士会から業務停止４月の懲戒処
分を受けたもの。

平成28年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、Ａ株式会社の顧問弁護士であったところ、Ａ社から、子会社である株式会社
Ｂが、Ｃ合資会社に対して割賦販売し、後に契約を解除して返還を求めていた漁網の回収について相
談を受け、Ａ社の従業員が漁網の回収のためにＣ社のもとに行くことに同意し、平成２５年３月１６
日、Ａ社の従業員が予告なくＣ社の管理地へ無断で立ち入って、上記管理地内の漁網の回収作業をす
るのに同行し、同日、Ａ社の別の従業員が海上においてＣ社が所有するロープを切断するなどして漁
網を回収するに当たり、中止するよう指示できたのに指示せず、Ａ社の自力救済行為に荷担したこと
を理由に、平成２８年５月１１日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成28年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、
第１　平成２３年１１月頃、Ａから、確定裁判に表示されたＡのＢに対する元本４００万円とこれに
対する遅延損害金等を請求債権とするＢがＣに対して有する遺産分割協議に基づく３５１万円の代償
金請求権（以下「Ｃに対する債権」という。）の差押手続を依頼され、裁判書類作成業務としてこれ
を受任したところ、既にＡの知人であるＤによる差押えの際、その存在が確認されていたＣに対する
債権のみを差し押えるより、ＡとＢとの間の訴訟に際してＢの訴訟代理人が提出した準備書面等によ
り、ＢがＥに対しても遺産分割協議に基づく約２５０万円の代償金請求権（以下「Ｅに対する債権」
という。）を有している可能性があり、これを差し押えれば、多額の債権を回収できると考え、①上
記差押債権の選択に伴う利害得失についての判断を怠り、Ｅに対する債権が不存在の場合の危険に思
い至らないまま、Ｃに対する債権とＥに対する債権の双方を差し押さえることを勧め、的確な法的判
断に基づく説明及び助言をせず、それぞれの選択に伴う利害得失を踏まえてＡがどのように判断する
かを確認しないまま、平成２３年１２月頃までに、Ｅに対する債権を２５０万円の範囲で、Ｃに対す
る債権を１９４万５５０６円の範囲で差し押さえる旨のＡ名義の債権差押命令申立書を作成し、②同
申立書をＡに示さず、その内容がＡの意思に沿って作成されていることを確認しないまま、自ら同申
立書にＡの氏名を記載し、自らの保管する印章を押捺して同書面を完成させた上、平成２３年１２月
頃、これを裁判所に提出したこと、
第２　簡易裁判所における不当利得返還請求事件の原告代理人であったところ、平成２４年９月に指
定された第一回口頭弁論期日への出頭が困難となったことから、対象司法書士の事務所に勤務する認
定司法書士ではあるが上記事件の訴訟代理権を有しないＦに指示して同期日に出廷させ、対象司法書
士の氏名を用いて訴状の陳述をさせたこと
を理由に、平成２８年４月１５日付けで地方法務局長から１か月間の業務停止の懲戒処分を受けたも
の。

平成28年度
２年６か月の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、株式会社Ａ、その代表取締役会長Ｂ及び代表取締役社長Ｃが起訴された刑事
事件に関して受任し、平成２３年６月、Ａ社からＢ及びＣの保釈保証金等として合計５００万円を預
かり、Ｂ及びＣの保釈保証金として合計４５０万円を納付して、同年８月に上記刑事事件の判決が言
い渡された後、上記保釈保証金の還付を受け、合計５００万円を保管していたが、事務所の経費等に
流用し、同年１２月以降、返還が困難な状況となり、Ａ社から度々の督促を受け、訴訟提起、敗訴判
決、強制執行を受けるに至っても返還せず、平成２６年１月３０日に和解をするまで返還しなかった
ことを理由に、平成２８年７月７日付けで所属弁護士会から業務停止１年の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、平成１９年９月１３日、Ａから債務整理事件を受任し、同年１０月、債権
者７社に「受任通知並びに取引履歴開示請求」を発出して、その１か月前後で全ての債権者から債権
届を受領したところ、平成２０年４月以降、債権者のうちの１社であるＢからの再三の問合せに対し
て、あたかも近々破産申立てをするかのようなあいまいな発言を何度も繰り返し、平成２３年８月、
Ｂから貸金請求訴訟が提起された際、破産申立てをすることとしていることを理由に代理人として特
に対応を行わず、結局、債務整理を終えないまま平成２６年２月２日に辞任したことなどを理由に、
平成２７年１１月６日付けで地方法務局長から業務停止１か月の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①接見禁止決定がなされている被疑者Ａと警察署の接見室において弁護人と
して接見した際、自身の所持していた携帯電話を接見室のアクリル板の前に置く方法で、複数回、被
疑事件と何らかの関係があることが容易に推測できる弁護人以外の外部者ＢとＡを直接会話させたこ
と、②接見禁止決定がなされている被疑者Ｃと警察署の接見室において弁護人として接見した際、自
身の所持していた携帯電話を接見室のアクリル板の前に置く方法で、弁護人以外の外部者らとＣを直
接会話させたこと、③接見禁止決定がなされているＣと弁護人として接見した際、Ｃの依頼を受け、
ＢがＣの被疑事実の対象となっている事業に関与しているとの認識を有していたにもかかわらず、い
まだ逮捕されていないＢに対し、Ｃの「気をつけろ」という言葉を伝えたこと、④Ｃの弁護人を辞任
後、再度Ｃの弁護人に選任される意思がなく、Ｃも対象弁護士を弁護人に選任する可能性がなかった
にもかかわらず、弁護人となろうとする者として接見禁止決定がなされているＣに複数回接見し、Ｃ
が弁護人以外の外部者に宛てた手紙等を宅下げ又は郵便により受領し、上記外部者に交付したこと、
⑤接見禁止決定がなされている被疑者Ｄの弁護人に選任される意思がなく、Ｄも対象弁護士を弁護人
に選任する可能性はなかったにもかかわらず、弁護人となろうとする者としてＤに複数回接見し、共
犯被疑者からの伝言をＤに伝えたことを理由に、平成２８年５月２５日付けで所属弁護士会から業務
停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成28年度
２年６か月間の契約締結拒絶期
間を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象弁護士が、女子児童Ａが１８歳に満たない児童であることを知りながら、①平成２７年
１２月３０日、Ａをして、その性器等を露出した姿態をとらせ、これをＡのカメラ機能付きスマート
フォンで静止画として撮影させた上、その画像データを同スマートフォンからアプリケーションソフ
トを使用して国内に設置されたインターネットサービス会社が管理するサーバコンピュータに送信さ
せて記録・保存させることにより児童ポルノを製造したこと、②平成２８年１月５日、ホテルの一室
において、児童買春を行ったことを理由に、平成２８年８月１５日付けで所属弁護士会から業務停止
３月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成28年度

日本弁護士連合会委託援助業務
に係る事務の取扱いに関する契
約については３年間の契約締結
拒絶期間を伴う契約解除措置を
とり、センター相談登録契約、
事務所相談登録契約、受任予定
者契約及び受託予定者契約並び
に震災法律援助契約については
３年間の契約締結拒絶期間の設
定をすることが相当である。

本件は、対象弁護士が、①少額訴訟による損害賠償請求事件の被告であるＡから訴訟対応を受任し通
常訴訟への移行の申述を行ったが、答弁書及び準備書面を提出せず、通常訴訟移行後の平成２６年１
２月９日に開催された口頭弁論期日にも出頭しなかったため、原告の請求を全面的に認容する判決が
なされ、②Ａに対し、原告被告双方とも敗訴の判決がなされたとの虚偽の説明を行い、上記判決が平
成２７年１月６日頃に確定するまで判決内容を報告しなかった上、③Ａに対し、同年２月１９日付け
内容証明郵便および同年３月１１日付け内容証明郵便により上記事件に対する着手金２万９３３７円
及び成功報酬４万８８９５円を請求したことを理由に、平成２８年７月７日付けで所属弁護士会から
退会命令の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成29年度

受任予定者契約については措置
をとらず、日本弁護士連合会委
託援助業務に係る事務の取扱い
に関する契約について、１年間
の契約締結拒絶期間を伴う契約
解除措置をとることが相当であ
る。

本件は、対象弁護士が、平成２２年１０月初旬、依頼者Ａより元配偶者に対する養育費請求事件を受
任し、Ａとの間で、受任に際して着手金１７万８５００円（消費税込み）の他に、事件終結までの毎
月の顧問料２万１０００円（消費税込み）の支払いを約していたが、Ａの求めに応じてセンターの代
理援助制度を利用して、同年１１月、センターの決定を受けてセンターから着手金１０万５０００円
と実費２万円を受領した以外に、Ａから合意していたとして着手金残金７万３５００円及び委任関係
終了までの数か月分の顧問料を受領したこと、Ａ及びセンターからその返還を求められたが、平成２
３年１０月３１日に所属弁護士会の理事者からの説得に応じて不当に受領した着手金７万３５００円
と顧問料１０万５０００円の合計１７万８５００円をＡに対して返還するまで、この返還を拒絶した
ことを理由に、平成２８年８月２日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２４年８月２０日頃、窃盗等の容疑により逮捕されたＡ、Ｂ及びＣの弁
護人に就任したが、①Ａらから刑事事件を受任するに当たり、委任契約書を作成せず、また、上記各
刑事事件においては、弁護士報酬のみならず、事務所所在地から他の都道府県へ出向くことから日当
が問題となり、実費として交通費、宿泊費、記録謄写代、通訳費用等が考えられるにもかかわらず、
これらについて適切な説明をしなかったこと、②上記各刑事事件において、その請求する弁護士報酬
等の計算及び依頼者からの徴収等の金銭の処理が極めて杜撰であったこと、③上記各刑事事件におい
て、事案の難易、時間及び労力その他の事情に照らし、適正かつ妥当な弁護士報酬とは言い難いにも
かかわらず、Ａら一人当たり着手金として１０５万円を請求して充当し、また、弁護士報酬及び費用
として総額５０８万３９３８円を受領したことを理由に、平成２８年１０月１８日付けで所属弁護士
会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、公益社団法人成年後見センター・リーガルサポートからの推薦を受けて、
平成２１年７月付けで家庭裁判所からＡの成年後見人に選任され、同人の財産管理等の業務に従事し
ていたが、Ｂ銀行に開設されたＡ名義の通常預金口座等をＡのため業務上預かり保管中、平成２３年
１２月から平成２５年２月までの間、Ｂ銀行の支店他１か所において、自己の用途に費消する目的
で、ほしいままに、同口座から、８回にわたり、現金合計１０４万円を払い戻して、着服し横領した
ことを理由に、平成２８年８月１６日付けで地方法務局長より業務禁止の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、
第１　平成２０年頃、Ａから相続登記申請を受任し、登記手続費用の一部として、同年に８万円、平
成２６年に２８万円を受領したが手続を進めず、平成２７年５月にＡから催促されたが、その後も登
記申請を完了させず、同年７月に書士会から早急に登記申請をし、Ａへ説明するよう指導を受けた
が、このときも登記申請をせず、Ａへの説明も行わず、同年９月の神戸地方法務局の調査において、
「明日提出する。」と供述したにも関わらず、同年１０月まで、登記申請をしなかったこと、
第２　平成２３年１１月、Ｂから所有権の移転の登記申請を受任し、登記手続費用として少なくとも
１５万円を受領したが、Ｂから催促されたにもかかわらず、正当な理由もなく、平成２６年１月頃ま
で受任事件を放置したこと、
第３　平成２３年１２月頃、Ｃから所有権の移転の登記申請を受任し、平成２４年１０月、登記手続
費用として４５万円を受領したが、Ｃから催促されたにもかかわらず、正当な理由もなく、平成２５
年６月頃まで受任事件を放置したこと、さらに、一部の物件については、オンライン申請を３回にわ
たり取り下げたことにより、平成２５年８月時点で完了させていなかったこと、
第４　平成２４年１０月頃、Ｄから抵当権の抹消の登記申請及び帰化申請を受任し、手続費用として
７万円を受領したが、１年以上、正当な理由もなく受任事件を完了させないまま、平成２６年２月
頃、Ｄの請求により書類一式及び手続費用をＤへ返還したこと、
第５　平成２６年２月末頃、株式会社Ｅから、有限会社Ｆ及び株式会社Ｇの役員の変更の登記申請を
受任したが、正当な理由もなく当該登記申請を放置し、Ｅの担当者が、連絡したにもかかわらず、少
なくとも同年６月まで受任事件を放置したこと、
第６　平成２７年１月頃、Ｈ株式会社代表取締役Ｉから、成年後見人選任手続を受託し、Ｉに対し、
同年３月末までに申立てを完了する旨を約束して、Ｉから申立費用として１０万円を受領したが、同
年９月１７日現在、受任事件を完了させておらず、また、受領した申立費用を精算していないこと、
第７　平成２７年６月中旬頃、有限会社Ｊ取締役Ｋから、所有権の移転の登記申請を受任し、同年７
月、Ｊから登記手続費用として少なくとも１０万円を受領し、同日、オンラインで申請したが、添付
書類の送付、登録免許税の納付をせず、同申請は、同月に却下となり、その後、Ｊ及び書士会からの
連絡に対応しなかったため、同月、Ｊが警察署へ相談し、同警察署を経由して、登記申請関係書類を
Ｊへ返還したが、同年９月現在、登記手続費用を精算していないこと、さらに、同年７月に書士会で
事情聴取を行う予定であったところ、体調不良を理由に欠席したため、書士会から、後日事情聴取を
受けることを強く伝えられていたにもかかわらず、同年９月現在、書士会への連絡をせず、事情聴取
を受けていないこと、
第８　平成２５年４月から少なくとも２年以上にわたり、会費を一度も規定どおりに納入せず、平成
２７年９月現在、５か月分を滞納していたことを理由に、平成２８年８月３０日付けで地方法務局長
から業務停止２年の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成29年度

３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。
（措置の対象となる契約）
①民事法律扶助業務
センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契
約、受託予定者契約

本件は、対象弁護士が、
第１　相談者Ａが法律相談援助資力基準（以下「資力基準」という。業務方法書第１５条第１号、同
別表２）を満たさず法律相談援助を受ける意思がない旨を述べていたにもかかわらず、対象弁護士の
事務所における無料相談の受付票であるとしてＡに署名等を行わせた援助申込書の収入の欄に、対象
弁護士自ら、Ａが資力基準を満たす内容の記入を行い、平成２７年２月８日、当該援助申込書と同年
１月１８日にＡに法律相談援助を実施した旨を記載した法律相談票をセンターに提出して、法律相談
費の請求を行ったこと、
第２　平成２７年１２月１１日、同月１４日及び同月１８日の合計３回、対象弁護士の事務所におい
て、相談者Ｂの法律相談援助を実施した旨の虚偽の内容を記載した法律相談票合計３通を作成し、同
年１２月１８日、当該３通の法律相談票をセンターに提出して、合計３回分の法律相談費の請求を
行ったもの。

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　Ａから授権を裏付ける委任状又は委任に関する書面を受領した上で、土地等の資産の売却交渉
に臨むべきところ、これらの書面を徴求することなく、Ｂとの間で、上記売却交渉に当たり、平成２
３年３月１０日までに、上記資産の売却代金５億６０００万円の内金として、Ｂが持参した合計２億
６０３０万円を預かり、それも一因となって、上記売却が実現しなかった結果を招き、上記預かり金
について、同年６月３０日に弁済供託したが、Ｂが対象弁護士及びＡを被告として提訴した損害賠償
請求事件が係属中の平成２６年６月１３日に内金２億４６３５万８２０２円、同月２３日に残金１３
９４万１７９８円をそれぞれ取り戻し、Ｂの被害回復も困難な状況にしたこと、
第２　損害賠償請求事件の被告であるＣの代理人として訴訟活動を行い、平成２４年１０月１９日、
Ｃが原告に対し解決金を支払う等の内容で上記事件の和解が成立したが、①Ｃとは全く関係のない株
式会社Ｄから受任した債務整理事件のために預かった合計金１０６０万円のうち１０００万円を、同
年１１月１日、上記和解金の支払のため流用し、②Ｃから既に預かっていた２１７５万０３２７円
を、上記和解金の支払のために使用しなければならなかったにもかかわらず、異なる目的のために流
用し、③上記和解金の支払のためにＣから同月６日に振込送金を受けた２８２４万９６７３円のうち
２８００万円について、同月１４日から同年１２月１４日までの間にその大部分を対象弁護士の銀行
口座から引き出し、異なる目的のために流用し、また、④依頼者からの求めに応じて状況報告や説明
をすることができるように預り金を管理しておくべきところ、Ｃからの上記預り金等について、その
管理を怠ったことを理由に、平成２８年１０月５日付けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分
を受けたもの。

平成29年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２０年１月以降、Ａから損害賠償請求事件等を受任していたが、事件の
処理中であった平成２５年１１月から、複数回にわたりＡに対し性的行為に及び、平成２６年１月、
Ａから、メール等で上記性的行為に困惑している旨を伝えられ、対象弁護士は、上記性的行為がＡを
傷つけていたと謝罪したにもかかわらず、その後もＡに対し性的行為に及んだことを理由に、平成２
８年３月１４日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
２年６月の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとることが
相当である。

本件は、対象司法書士が、簡裁訴訟代理等関係業務を行う法務大臣の認定を取得していたところ、平
成２３年５月、Ａ株式会社を相手方とする債務整理事件について、同事件が簡裁訴訟代理等関係業務
の範囲外となることが判明した際、弁護士との共同受任事件とし、同年１２月までに報酬計３３万３
３２２円を受領した外、平成２３年及び平成２４年の２年間で、受任した債務整理事件が簡裁訴訟代
理等関係業務の範囲外となることが判明した際、弁護士との共同受任事件とし、前後４５回にわた
り、報酬約１８００万円を受領するなど、報酬を得る目的で法律事件の周旋を繰り返し、もって、司
法書士の業務外の事務を行ったことを理由に、平成２８年１１月１１日付けで地方法務局長から業務
停止２か月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、簡裁訴訟代理等関係業務を行う法務大臣の認定を取得していたところ、遅
くとも平成２２年４月頃に依頼者から委任された過払金についての債務整理及び相手方貸金業者との
和解契約締結を処理するに当たり、同貸金業者に対し、過払金が３０１万４０６２円になるとして同
額の支払いを請求したり、１４４万円での和解案を提案するなどの和解協議を行い、同年６月２８日
頃には、同貸金業者との間で、同貸金業者が依頼者に対し過払金１４４万円を支払う旨合意して、同
過払金を同年８月３日限り対象司法書士名義預金口座に振り込むとする和解書を作成した上、同月２
日、前記和解についての報酬等として３０万２４００円を依頼者から受領し、同月２５日頃、過払金
返還収入１４４万円、成功報酬（過払）支出２８万８０００円などと記載した債務整理清算書を依頼
者に送付するなどし、もって民事に関する紛争の目的の価額が１４０万円を超えるものについて相談
に応じ、裁判外の和解について代理したことを理由に、平成２８年１２月１日付けで地方法務局長か
ら業務停止１か月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成29年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、
第１　Ａから、賃借人に対する未払賃料の請求等につき相談を受け、平成１９年７月頃、賃借人に対
し、Ａの代理人として未払賃料の支払を請求し、同月、対象司法書士名義の銀行口座に未払賃料４２
万円の振込送金を受けた上、同年８月頃、同賃借人に対する建物明渡し等請求訴訟の裁判関係書類作
成及び訴訟援助に関し、Ａから着手金等１５万４１４０円の支払を受けたものの、同月中に、Ａから
前記訴訟の取り止めと金銭の清算を求められたのに、同年１０月１２日頃まで清算を行わず、もって
受任した事件が終了したのに遅滞なく金銭の清算をしなかったこと、
第２　平成１５年７月頃、Ｂから依頼された債務整理事件について、平成１６年１１月から平成２０
年８月頃まで、相手方金融業者３社と交渉するなどの適切な対応をとらずに事件を放置したうえ、平
成２１年１月末頃から同年２月上旬頃までの間、Ｂから上記債務整理事件の進捗状況等の報告を求め
られたのに、報告しなかったこと、
第３　平成１８年３月頃、Ｃから依頼された債務整理事件について、同年７月２１日から平成２１年
２月１９日まで、相手方金融業者と交渉するなどの適切な対応を取らずに事件を放置したこと、
第４　平成１７年９月５日、Ｄらから依頼された債務整理事件について、平成２２年１０月頃、Ｄら
に自己破産申立に必要な書類について郵送するよう指示した他は、平成２０年６月３０日頃から平成
２４年４月４日頃にした自己破産申立の準備に着手するまで、Ｄらのための活動は何ら行わず、適切
な対応を取らないまま事件を放置したこと
第５　平成１５年１１月２０日頃、Ｅから依頼された自己破産申立書の作成について、平成１９年１
１月頃まで同書面を作成しなかった上、同月７日頃、Ｅから依頼された個人民事再生申立書作成につ
いて、平成２３年９月２７日頃まで、同申立書面を作成せず、事件を放置したほか、Ｅから、自己破
産申立て実費及び報酬として２１万９００円、民事再生申立書作成報酬及び予納前払金として４０万
円の合計６１万９００円の支払を受けて預かっていたところ、同日頃、Ｅから契約を解除され、預り
金の清算を求められたのに、同年１２月５日まで預り金の清算をしなかったことを理由に、平成２８
年１２月１５日付けで地方法務局長から業務停止４か月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度

１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

対象弁護士は、平成２５年７月２１日、Ａの母であるＢから、同人が医療法人Ｃから受けた診療にお
ける法的責任の有無の判断のための医療調査を受任し、同月２２日、着手金２１万円及び実費５万円
を受領したが、Ａが対象弁護士に解任通知を送付した平成２７年１１月までの間、受任当時に預かっ
たＢの転院先の病院の診療記録を検討したこと及び受任から２年近く経過した同年６月頃にＣ法人に
診療行為の内容等を書面で照会したこと以外には認めるべき活動をせず、同年７月に上記照会に対す
る回答の書面がＣ法人から届いても、ＢないしＡにそのことを伝えなかったこと、同月に法律事務所
の住所及び電話番号を変更したにもかかわらず、ＢないしＡにそのことを伝えなかったことを理由
に、平成２８年１２月２８日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間の設
定をすることが相当である。

本件は、対象司法書士が、①平成２４年１月、Ａから債務整理の事件を受任し、金融機関に開設した
対象司法書士名義の普通預金口座に、平成２４年８月から平成２５年８月までの間に債権者３社と和
解した過払金合計９４万円をＡのため業務上預かり保管中、そのうち少なくとも４４万円を自己の用
途に費消する目的で横領したこと、②平成２５年７月、家庭裁判所からＢの成年後見人に選任され、
Ｂの預貯金の管理等に従事していたところ、金融機関に開設したＢ名義の普通預金口座の預金をＢの
ため業務上預かり保管中、平成２６年１０月から平成２７年３月までの間、５回にわたり、前記口座
から合計２０１万円を払い戻し、そのうち少なくとも１３８万円を自己の用途に費消する目的で横領
したことを理由に、平成２８年８月２２日付けで地方法務局長より業務禁止の懲戒処分を受けたも
の。

平成29年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
①平成２４年初夏頃、Ａから、同人が専務理事を務める医療法人Ｂの持分の譲渡について相談を受
け、譲渡益に対する課税を免れるため、対象弁護士が香港に設立し代表者を務める会社Ｃへ医療法人
Ｂの持分を譲渡し、その後第三者へ転売するというスキームを考案し、実行していたところ、その過
程において、平成２５年１１月、Ｃ社がＡらから預かっていた２億円を、同じく対象弁護士が代表者
を務めるものの、現実には対象弁護士のビジネスパートナーであったＤが資金の管理、運用をしてい
た会社Ｅに対し、Ａの了承を得て運用目的、無担保で貸し付けたが、その後Ｅ社がＣ社に対し貸付金
を返済しないためＣ社はＡらに対し２億円を返還せず、Ｅ社の代表者である対象弁護士が責任を持っ
てくれるとのＡの信頼を裏切り、Ａらに多大な経済的損失を与えたこと
②上記スキームを実行していた平成２６年２月頃、Ａが代表取締役を務めるＦ株式会社がマンション
を購入するに当たり、Ｆ社の代理人として上記マンションの取得、代金減額交渉を行ったが、Ｆ社か
ら受任する際に委任契約書を作成せず、また、上記マンション価格の減額分の４０％相当額の１５０
０万円の報酬を、受任時における十分な説明なく、上記スキームによる持分譲渡の譲渡代金と相殺し
て受領したこと
を理由に、平成２８年１１月１０日付けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成29年度

一般国選弁護人契約（普通国選
弁護人契約、一括国選弁護人契
約）については、２年間の契約
締結拒絶期間を設定し、日本弁
護士連合会委託援助業務に係る
事務の取扱いに関する契約につ
いては、２年間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をとる
ことが相当である。

対象弁護士が、Ａを被告人とする刑事事件の控訴審の国選弁護人に選任されたところ、上記事件は、
一審で無罪判決が下され、検察官がこれを争って新証拠の取調べを請求した事案であり、新証拠の取
調べが判決の帰趨を決する可能性が高いことからすれば、新証拠の取調べに対する判断は、謄写され
た新証拠に基づいてＡと十分に打合せをした上で、より慎重になされるべきであったにもかかわら
ず、Ａと電話で話をしたのが２回、面会したのが第１回公判期日の直前に１回であり、新証拠の具体
的な内容や提出の意味、証拠価値、取調請求に同意する意味などをＡに理解させ、同人の判断を求め
るなどの十分な打合せを行わないまま、新証拠の取調べに同意したことを理由に平成２８年１２月２
７日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２０年１１月１７日、有限会社Ａらの破産申立事件を受任し、平成２１
年１月１１日、Ｂ株式会社を含む債権者らに受任通知を発したが、その後平成２７年６月１２日まで
Ａ社の破産申立手続を行わなかったことを理由に、平成２８年５月２日付けで所属弁護士会から業務
停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度

民事法律扶助業務（センター相
談登録契約、受任予定者契約）
及び一般国選弁護人契約（普通
国選弁護人契約）、一般国選付
添人契約については、１年間の
契約締結拒絶期間を設定し、日
本弁護士連合会委託援助業務に
係る事務の取扱いに関する契約
については、１年間の契約締結
拒絶期間を伴う契約解除措置を
とることが相当である。

本件は、対象弁護士が、①所得税法違反事件で逮捕されたＡから、国税局との交渉や納税等の事務等
を受任し、Ａの通帳等を預かったが、委任事務終了後、対象弁護士が預かる以前からＡの通帳等を預
かっていたとは認められないＢに対し、Ａの承諾なく、通帳等を引き渡したこと、②Ａの通帳等の引
渡しを受けたＢが横領し、Ａから損害賠償請求を受けた際、対象弁護士が、Ｂの代理人として示談交
渉し、調停期日に出張したこと等を理由に、平成２８年１２月１７日付けで日本弁護士連合会から業
務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
①平成２６年４月９日、Ａの息子Ｂと同人の勤務先の代表者Ｃが共犯であった傷害致死被告事件につ
いて、ＢとＣが共犯であることを認識していながら、Ｃから、共犯であることを秘し自己の単独犯と
して処理しようとするＢの刑事弁護人となることを要請され、同月１０日、Ｂと接見した後、Ｂの刑
事弁護人を受任したこと、②Ｂが事件を起こした経緯やＣがどのように事件に関与していたのか詳し
く事実関係を聞くことせず、さらに、共犯者が存在する場合、共犯者との主従関係やその他の事情に
より、Ｂの量刑を判断する情状に有利となることがあることなどの説明をしたり、Ｃが共犯者であっ
たことを隠すことによって生ずるＢの利益、不利益につき、Ｂと協議をしたりすることをせず、Ｂに
対して翻意するよう促すことをせず、途中から加わった共同弁護人２名に対してＣが共犯であること
については話さず、Ｂの単独犯として進められている捜査及び裁判手続を黙認したことを理由に、平
成２８年１１月３０日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１ 平成２５年１２月１９日にＡの道路交通法違反被告事件の上告審の国選弁護人に選任された
が、上告趣意書を提出するに当たり、Ａの意思を確認しなかったこと
第２ 平成２５年１１月１２日にＢの建造物侵入、非現住建造物等放火及び道路交通法違反被告事件
の上告審の国選弁護人に選任されたが、Ｂが６件の公訴事実のうち４件の放火事件について無罪を主
張しており、また、Ｂから上告趣意書の作成に当たっての明確な要望を内容とする書面等の送付を受
けていたにもかかわらず、上告趣意書を提出するに当たり、Ｂの意思を確認しなかったこと
を理由に、平成２８年１２月１９日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成29年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
(1) 平成２６年１０月２３日、スーパーマーケット駐車場において、女性Ａに対し、その背後から、
持っていた動画撮影機能付き小型カメラをＡのスカートの下方に差し出してスカート内の大腿部等を
動画撮影したこと、
(2) 平成２７年１２月１０日、バス停留所において、女性Ｂに対し、その背後から、持っていた動画
撮影機能付き小型カメラをＢのスカートの下方に差し出して下着等を動画撮影したこと、
(3) 平成２８年４月３０日、駅の上りエスカレーターにおいて、女性Ｃに対し、その背後から、持っ
ていた動画撮影機能付き小型カメラをＣのスカートの下方に差し出して下着等を撮影できる状態にし
たこと
を理由に、平成２９年２月２１日付けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度

３年間の契約締結拒絶期間を設
定する措置をとることが相当で
ある。

（措置の対象となるべき契約）
②国選弁護業務
一般国選弁護人契約（普通国選
弁護人契約

国選弁護人の事務に関する契約約款本則第１４条及び同約款別紙算定基準第１２条第２項第１号は、
接見回数に応じた報酬額を定め、同条第３項第１号は「同一の日の午前に複数回の接見を行ったとき
及び同一の日の午後に複数回の接見を行ったときは接見の回数１回と算定する。」と定めており、同
約款本則第１４条及び同約款別紙算定基準第２７条第１項第１号は、遠距離移動の回数に応じた報酬
額を、同約款別紙算定基準第３２条第２項第１号は、遠距離移動に要した費用を支給すると定めてい
るところ、本件は、対象弁護士が、国選弁護人の報酬、費用の請求に関し、虚偽の報告を行い過大な
請求をしたことから、措置の対象となる事案。
(１）対象弁護士は、被疑者Ａ外２件の各被疑者国選弁護事件の国選弁護人として、平成２７年８月
から１０月までの間の合計７日間における午後の複数回の接見について、各日それぞれ午前に１回の
接見を行い、午後に１回の接見を行った旨を記載した被疑者国選弁護報告書をセンターに提出し、虚
偽の報告を行い過大な報酬を請求したもの。
(２）対象弁護士は、被疑者Ｃの被疑者国選弁護事件の国選弁護人として、①平成２７年１０月１７
日の実際の接見回数が１回であったにもかかわらず、同日に２回の接見を行った旨を記載した被疑者
国選弁護報告書をセンターに提出し、②同月２０日、２１日、２２日に接見をした事実が存在しない
にもかかわらず、接見を行った旨を記載した被疑者国選弁護報告書をセンターに提出して、虚偽の報
告を行い過大な報酬を請求したもの。
(３）対象弁護士は、被疑者Ｂの被疑者国選弁護事件の国選弁護人として、平成２７年１０月７日、
８日、９日、１１日の各日、それぞれ１回ずつの遠距離移動しか行っていないにもかかわらず、それ
ぞれ複数回の遠距離移動を行った旨を記載した被疑者国選弁護報告書をセンターに提出し、虚偽の報
告を行い過大な報酬及び費用を請求したもの。

平成29年度

３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

（措置の対象となるべき契約）
②国選弁護業務
一般国選弁護人契約（普通国選
弁護人契約、一括国選弁護人契
約）

本件は、対象弁護士が、被告人Ａの国選弁護人として、国選弁護人の報酬、費用の請求に関し、次の
とおり、虚偽の報告を行い過大な請求をしたことから、措置の対象となる事案。
(１) 対象弁護士は、平成２５年１２月９日、平成２６年１月２２日及び同年３月５日、簡易裁判所
の公判期日へ出頭し、また、拘置所におけるＡとの接見を行うための、対象弁護士の事務所からの往
復移動を、それぞれ実際には１日に１回行っただけであったにもかかわらず、１日に２回の往復移動
を行った旨を記載した被告人国選弁護報告書を提出して、センターに対し、虚偽の報告を行い、過大
な遠距離接見等加算報酬及び遠距離接見等交通費を請求したもの。
(２) 対象弁護士は、Ａと、平成２５年１２月１０日に準接見を行い、平成２６年２月１６日に接見
を行った旨を記載した被告人国選弁護報告書を提出し、センターに対し、虚偽の報告を行い、過大な
遠距離接見等加算報酬及び遠距離接見等交通費を請求したもの。
(３) 対象弁護士は、平成２６年３月１７日に記録の閲覧・謄写のため簡易裁判所に出張した事実が
存在しないにも関わらず、これを行った旨を記載した被告人国選弁護報告書をセンターに提出し、虚
偽の報告を行い、過大な遠距離接見等加算報酬及び遠距離接見等交通費を請求したもの。

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２４年１０月３０日から平成２５年４月２４日にかけて、依頼者の預り
金３８８万５０５２円を自己の生活費や事務所経費等に目的外に使用したことを理由に、平成２８年
１２月６日付けで所属弁護士会から業務停止１年６月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成29年度
６か月の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、依頼者からの受任に基づき、貸金業者２社（以下「前者」という。）との
間で過払金受領の和解契約を、他の貸金業者２社（以下「後者」という。）との間で残債務の分割返
済の和解契約をそれぞれ成立させたところ、
(１）依頼者が司法書士会に苦情を申し出るまで、依頼者に対し前者及び後者の和解契約書の交付を
含む必要な経過報告を怠っていたこと、
(２）前者から過払金を受領したことを依頼者に報告せず、自己の報酬の一部に充当したとするが、
依頼者に領収書を交付しなかったこと、
(３）依頼者から受任した後者に対する分割返済金の支払いを代行する事務（以下「支払代行事務」
という。）について、依頼者から分割返済金を預かっていながら約定返済日までに債権者に送金せ
ず、約定日を１か月又は２か月以上経過後に分割返済金を支払うなど、誠実に履行しなかったほか、
依頼者からの送金が停止したと認識したにもかかわらず、依頼者に督促することなく、これを放置
し、後者のうち１社からの問合わせに対し、依頼者との委任契約が継続しているにもかかわらず、同
契約は終了していると告げたこと、
(４）支払代行事務の遂行に際し、依頼者から受領した金銭の保管記録を作成していないほか、郵送
による送金については領収書も作成していないなど、その管理を怠り、自己の金銭と明確に区別もし
ていなかったこと
を理由に、平成２９年４月１１日付けで地方法務局長から業務停止２週間の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間の設
定をすることが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２５年５月頃から、債務整理及び過払金事件について株式会社Ａが行う
受任、消費者金融業者との交渉、和解契約の締結、過払金の受領等の非弁活動又はその疑いが濃厚な
行為に自己の名義を使用させ、また、同月頃から平成２６年３月頃までの間、依頼者から要望がなさ
れない限り、依頼者との面談を行わず、事件の処理方針、報酬や実費の取決め、清算方法等について
依頼者に説明を行わず、和解の可否、内容等について依頼者の意思を確認せず、依頼者から開示請求
がなされない限り、依頼者に対し、和解契約締結の事実、その内容を説明せず、消費者金融業者から
返金された過払金を依頼者に返還しないまま、Ａ社の利得とすることを黙認したことを理由に、平成
２８年１２月７日付けで所属弁護士会から業務停止１年の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
２年６か月間の契約締結拒絶期
間を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　預り金口座における預り金の保管状況についての記録の記載が不適切で、自己資金と預り金の
区別がつかない状態で預り金を保管し、平成２６年４月までに、預り金を目的外に使用したこと、
第２　平成２７年９月分から平成２８年３月分までの７か月分及び同年６月分から平成２９年２月分
までの９か月分の合計１６か月分の会費等合計９２万２９００円を滞納したこと、
を理由に、平成２９年３月２４日付けで所属弁護士会から業務停止１０月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　依頼者Ａの代理人として、業務上管理している弁護士法人名義の預り金口座から、平成２７年
３月ころから同年９月まで、約２０回にわたり、合計１０５万円を引き出して着服し、
第２　Ｂ家庭裁判所から選任された成年後見人として業務上管理している被後見人名義の口座から、
平成２７年５月８日から同年１１月２７日まで、３８回にわたり、合計３０５万６０００円を引き出
して着服し、
第３　Ｃ家庭裁判所から選任された保佐人として業務上管理している被保佐人名義の口座から金１０
５万円を引き出したほか、平成２７年１２月７日から平成２８年２月１日まで、９回にわたり、合計
１５６万６０００円を引き出して着服し、
もってそれぞれ横領したことを理由に、平成２９年１月２３日付けで所属弁護士会から業務停止１年
の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度

センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契約
及び一般国選弁護人契約（普通
国選弁護人契約・一括国選弁護
人契約）については、３年間の
契約締結拒絶期間を設定し、日
本弁護士連合会委託援助業務に
係る事務の取扱いに関する契約
については、３年間の契約締結
拒絶期間を伴う契約解除措置を
とることが相当である。

本件は、対象弁護士が、株式会社Ａ又はその代表者Ｂから、損害賠償請求事件、公正証書遺言無効確
認等請求事件等合計４件を受任したが、これらの事件について訴訟提起等していないにもかかわら
ず、これを隠蔽し、訴訟提起等したと見せ掛ける目的で、平成２５年１２月１８日頃から平成２７年
２月１０日頃にかけて、４回にわたり、判決正本、決定書等の公文書を合計４通偽造した上、偽造後
間もなく、Ａ社又はＢに対し、真正に成立したもののように装って、上記各偽造公文書の写しを交付
し、又はファクシミリ送信したことを理由に、平成２８年４月２６日付けで所属弁護士会から除名の
懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間の設
定をすることが相当である。

本件は、対象弁護士が、①Ａから、損害賠償請求反訴事件における強制執行停止の申立てのための供
託金として、平成２１年１０月１９日及び同月２１日、自己の預り金口座に合計２億２４１６万８７
１６円の振込送金を受け、これをＡのために業務上預かり保管中、同月１９日から同年１１月１７日
までの間、２３回にわたり合計約１９９９万円を着服して横領したこと、②Ａから、損害賠償請求反
訴事件における強制執行停止の申立てのための追加供託金名目で、平成２１年１２月３日、自己の預
り金口座に１０００万円の振込送金を受け、これをＡのために業務上預かり保管中、同日から同月２
８日までの間、１９回にわたり合計約９７５万円を着服して横領したこと、③Ａから、損害賠償請求
反訴事件における強制執行停止の申立てのための追加供託金名目で、平成２２年１１月２２日、自己
の預り金口座に２億２０００万円の振込送金を受け、これをＡのために業務上預かり保管中、同日か
ら平成２３年４月２５日までの間、８６回にわたり合計約２億１８７２万円を着服して横領したこ
と、④強制執行停止のための供託金としてＢ法務局に供託されていた１億５０００万円について、裁
判所の担保取消決定により、平成２３年９月１２日、Ｂ法務局からＢ法務局振出しに係る額面１億５
００６万６０００円の小切手の交付を受け、上記小切手を自己の預り金口座に入金してこれをＡのた
めに業務上預かり保管中、同月１４日から同年１２月１６日までの間、５９回にわたり合計約１億４
７７７万円を着服して横領したことを理由に、平成２８年７月６日付けで所属弁護士会から除名の懲
戒処分を受けたもの。

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間の設
定をすることが相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　平成２２年６月頃、Ａから債務整理事件を受任したが、Ｂに対し受任通知を送った後、上記事
件の処理を進めなかったこと、
第２　平成２６年１月分から平成２８年２月分までの２６か月分の所属弁護士会の会費並びに日本弁
護士連合会の会費及び特別会費並びに所属弁護士会の臨時会費合計１０１万２５００円を滞納したこ
と、
第３　平成２６年１月、所属弁護士会に登録換えをしたにもかかわらず、登録地の都道府県内に法律
事務所を設けなかったこと
を理由に、平成２９年２月２３日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度

事務所相談登録契約、受任予定
者契約、受託予定者契約及び日
本弁護士連合会委託援助業務に
係る事務の取扱いに関する契約
については１年間の契約締結拒
絶期間を伴う契約解除措置をと
り、一般国選弁護人契約（普通
国選弁護人契約）及び一般国選
付添人契約については１年間の
契約締結拒絶期間を設定するこ
とが相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　平成２４年８月から平成２６年６月までの間、税理士資格を有しないＡが作成した税務申告書
類等に署名押印し、又は対象弁護士が代表を務める弁護士法人の社員であったＢ弁護士に署名押印さ
せる方法により、税理士としての名義貸し行為を行ったこと、
第２　税理士業務に関して税理士法第４１条で作成が義務付けられている税務代理、税務書類の作成
又は税務相談の内容及びそのてん末を記載した帳簿を作成しなかったこと
を理由に、平成２９年５月２９日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度

２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　２４件の破産申立事件又は個人再生申立事件を受任し、Ａを担当事務職員として、平成１６年
８月１９日以降債権者に受任通知を発送したが、その後、Ａが上記各事件について申立てをした等の
虚偽の報告等をしていたこと等に気付かず、長期間にわたり事件処理を怠ったこと
第２　Ｂ及びＣから破産申立事件を受任し、Ａを担当事務職員として、Ｂについて平成１９年１月９
日、Ｃについて平成２１年３月１１日、債権者に受任通知を発送したが、その後、Ａが上記各事件に
ついて破産申立てをした等の虚偽の報告をしていたこと等に気付かず、長期間にわたり事件処理を
怠ったこと
第３　預り金の管理について十分な管理態勢の構築を怠り、Ａに前記預り金の管理を委ねていたとこ
ろ、Ａが、上記第１の事件の依頼者の一人であるＤから受任した事件の処理の遅滞のために競落され
たＤの自宅不動産を買い戻すための費用等に充てるため、平成２３年４月４日から同年７月１９日ま
での間、対象弁護士の預り金口座又は預り現金から合計７２０万円を流用するという重大な違法行為
の発生を許したこと
を理由に、平成２９年４月２７日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成29年度

３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、
第１　公益社団法人成年後見センター・リーガルサポート支部からの推薦を受けて、平成１９年１月
付けで家庭裁判所支部から被保佐人Ａの保佐人に選任され、同人の財産管理等の業務に従事していた
ところ、平成２６年ころから平成２８年２月までの間、被保佐人の普通預金口座３口座及び定期預金
口座１口座から現金を引き出して着服し、使途不明となっている２６１万円余りのほとんどを自己の
用途に費消したこと、
第２　同様に、平成２３年７月付けで家庭裁判所支部から被保佐人Ｂの保佐人に選任され、同人の財
産管理等の業務に従事していたところ、平成２６年ころから平成２８年２月までの間、被保佐人の普
通預金口座２口座から現金を引き出して着服し、使途不明となっている２３３万円余りのほとんどを
自己の用途に費消したこと、
第３　同様に、平成２７年４月付けで家庭裁判所支部から成年被後見人Ｃの成年後見人に選任され、
同人の財産管理等の業務に従事していたところ、成年後見人の就任当時から平成２８年２月までの
間、成年被後見人の普通預金口座、定期積立口座及び定期預金口座を解約し、また、これとは別の普
通預金口座から現金を引き出すなどして着服し、使途不明となっている１９２万円余りのほとんどを
自己の用途に費消したこと、
第４　同様に、平成２７年４月付けで家庭裁判所支部から被保佐人Ｄの保佐人に選任され、同人の財
産管理等の業務に従事していたところ、保佐人の就任当時から平成２８年２月までの間、被保佐人の
普通預金口座３口座の内１口座を解約し、また、２口座から現金を引き出すなどして着服し、使途不
明となっている２１９万円余りのほとんどを自己の用途に費消したこと
を理由に、平成２９年３月２４日付けで地方法務局長から業務禁止の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度

１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、株式会社Ａの顧問弁護士であったところ、Ａ社との法律顧問契約の履行に関
し、Ａ社の業務執行を実質的に決定することのできる機関においてＡ社が公募増資を行うことを実質
的に決定した旨の重要事実を認識したにもかかわらず、法定の除外事由がないのに、上記重要事実の
公表前である平成２５年１１月１５日、自己が保有するＡ社の株式合計２０００株を売り付け、金融
商品取引法に違反するインサイダー取引を行ったことを理由に、平成２９年５月２９日付けで所属弁
護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度

３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　家庭裁判所から亡Ａの相続財産管理人に選任され、平成２２年１１月８日に相続財産管理用銀
行口座を開設し、保管すべき金員を上記口座に入金して保管していたが、平成２４年３月２２日及び
同年８月３日、上記口座から合計６６９万円の金員を合理的な理由もなく順次引き出し、上記口座に
おいて保管せず、また上記裁判所に対しては、上記口座で管理しているかのように虚偽の報告をした
こと、
第２　家庭裁判所から亡Ｂの相続財産管理人に選任され、平成２５年１月３１日に相続財産管理用銀
行口座を開設し、保管すべき金員を上記口座に入金して保管していたが、同年４月２２日から同年１
０月１６日にかけて、５回にわたり、合計１１８９万２１５０円の金員を合理的な理由もなく順次引
き出し、上記口座において保管しなかったこと、
第３　弁護士法第７２条に違反すると疑うに足りる相当な理由のあるＣから、交通事故の被害者であ
り上記事故により財産管理能力に疑問のあるＤの内縁の妻であるＥの紹介を受け、平成２５年７月、
上記交通事故により発生したトラブルの解決に関しての相談に応じたところ、Ｅが、Ｄの親族への対
応、上記交通事故の処理、Ｄの民事再生手続の処理等を望んでいることを認識しながら、依頼事項に
ついての依頼の諾否の通知をせず、Ｄ及びＥに対し、受任した事件について、受任の際の説明をせ
ず、委任契約書を作成せず、事件処理の報告及び協議を怠ったこと、また、同年１２月２５日、Ｄ名
義の預金通帳、印鑑、キャッシュカードを預かり、平成２６年１月３０日、Ｄに上記預金から６００
万円を出金させた上、Ｃへ２４０万円を支払い、自らも現金１４９万１８０１円を預かり、同年３月
２５日、Ｄ及びＥの承諾を得ず、意思確認を怠ったまま、上記預り金からＣへ５０万５０００円を支
払ったこと
を理由に、平成２９年３月２８日付けで所属弁護士会から業務停止２年の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度

３か月間の契約の効力の停止措
置をとることが相当である。
（措置の対象となる契約）
①民事法律扶助業務
センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契
約、受託予定者契約

本件は、対象弁護士が、平成２６年８月、Ａの元夫に対する慰謝料・財産分与等請求調停事件の代理
援助契約を締結し、平成２７年１０月の調停成立まで同援助事件の受任者となっていたところ、同年
１１月、Ａから、対象弁護士は、受任後速やかに前記調停の申立手続に着手せず、第１回調停期日ま
でに１年余りの時間を要し、この間、Ａに対して何の説明も助言等も行わなかったため、長期間不安
な状態に置かれた等の苦情の申出がなされた事案。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、所属弁護士会からの再三の督促・請求にもかかわらず、平成２６年４月分か
ら平成２８年２月分まで２３ケ月分の弁護士会会費、日本弁護士連合会会費、同特別会費合計８６万
４７００円を長期間、滞納し、所属弁護士会の綱紀委員会及び懲戒委員会の調査にも全く応じなかっ
たことを理由に、平成２９年１月３日付けで同会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士法人がＡ弁護士が代表者である弁護士法人であるところ、（１）Ａ弁護士は、対
象弁護士法人又はＡ弁護士が受任した複数の破産申立事件において、依頼者との間において故意に報
酬と預り金の区別に関する取決めをせず、又は曖昧にし、破産申立てに先立ち、報酬として相当と考
えられる金額を超える金額の金員は破産財団を構成するための預り金となる旨を依頼者に明確に説示
せず、さらに、破産申立ての準備のための財産保全に取り組んだ様子も、債務者側に方針変更があっ
た形跡もうかがえなかったにもかかわらず、受任後、破産申立てまで１年から２年を要する処理をし
たこと、（２）対象弁護士法人において、Ａ弁護士は、対象弁護士法人名義の預り金口座から１６６
１万０６６４円を引き出し、これらのほとんどを、漫然と、対象弁護士法人の経費やＡ弁護士の個人
的使用に充てたことを理由に、平成２９年８月３１日付けで所属弁護士会から業務停止１年６月の懲
戒処分を受けたもの。

平成29年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が弁護士法人Ａの代表者であるところ、（１）弁護士法人Ａ又は対象弁護士が受
任した複数の破産申立事件において、依頼者との間において故意に報酬と預り金の区別に関する取決
めをせず、又は曖昧にし、破産申立てに先立ち、報酬として相当と考えられる金額を超える金額の金
員は破産財団を構成するための預り金となる旨を依頼者に明確に説示せず、さらに、破産申立ての準
備のための財産保全に取り組んだ様子も、債務者側に方針変更があった形跡もうかがえなかったにも
かかわらず、受任後、破産申立てまで１年から２年を要する処理をしたこと、（２）弁護士法人Ａ名
義の預り金口座から１６６１万０６６４円を引き出し、これらのほとんどを漫然と、弁護士法人Ａの
経費や対象弁護士の個人的使用に充てたことを理由に、平成２９年８月３１日付けで所属弁護士会か
ら業務停止１年６月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成30年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　長年、共同経営者としてＡと一緒に仕事をしてきたという間柄にあったＢの言に従い、Ａの意
思を確認することなく、Ｂが作成したものと知りながら、Ａ、同人が代表理事を務めるＣ協同組合及
び同人が代表取締役を務める株式会社Ｄの各委任状を取得し、平成２６年２月３日、Ａらの代理人と
して、Ａらの債権者に対し、Ａらの破産手続開始の申立てを準備中である等の旨の介入通知書を発送
したこと、
第２　Ｂらが、Ａが心臓発作で倒れたことを契機として、Ａに無断で上記介入通知書を送付させ、そ
の結果、Ｃ協同組合の従業員とＤ社所有の建物をそのまま引き継いで、上記介入通知書の発送時にＢ
が代表取締役を務めていた株式会社ＥがＣ協同組合及びＤ社の業務を全て継承することを計画してい
たことについて、僅かな注意を払えば知り得たはずであったのにその注意を怠って認識せず、Ａの意
思を何ら確認することなく、上記計画の実現に結果的に寄与したこと
を理由に、平成２９年８月２５日付けで、日本弁護士連合会から、平成２９年５月２５日付けの所属
弁護士会の告知による懲戒処分が変更された業務停止２月の裁決を受けたもの。

平成30年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、弁護士法人Ａの出資持分を約９５％有し、その重要な業務執行の決定を行う
ことができる権限を有しているところ、弁護士法人Ａに指示ないし承認を与えて、債務整理、過払金
返還請求について、約１か月の期間限定で過払金返還請求の着手金が無料又は値引きするとの内容の
広告を平成２２年１０月６日から平成２５年７月３１日まで反復継続して弁護士法人Ａのウェブサイ
トに表示させ、その後、同日までの広告内容に、約１か月間の期間限定で借入金の返済中は過払金診
断が無料となるとの内容を加えた広告を同年８月１日から平成２６年１１月３日まで反復継続して上
記ウェブサイトに表示させ、さらに、同日までの広告内容に、約１か月間の期間限定でその期間内に
おいて債務整理、過払金返還請求を申し込んだ場合に限り、契約から９０日以内に契約の解除をした
場合に着手金を全額返還するとの内容を加えた広告を、同年１１月４日から平成２７年８月１２日ま
で反復継続して上記ウェブサイトに表示させ、弁護士法人Ａに有利誤認表示を行わせたことを理由
に、平成３０年３月１３日付けで、日本弁護士連合会から、平成２９年１０月１１日付けの所属弁護
士会の告知による懲戒処分が変更された業務停止２月の裁決を受けたもの。

平成30年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士法人が、対象弁護士法人の出資持分を約９５％有し、その重要な業務執行の決定
を行うことができる権限を有しているＡ弁護士の指示ないし承認を受けて、債務整理、過払金返還請
求について、約１か月の期間限定で過払金返還請求の着手金が無料又は値引きするとの内容の広告を
平成２２年１０月６日から平成２５年７月３１日まで反復継続して対象弁護士法人のウェブサイトに
表示し、その後、同日までの広告内容に、約１か月間の期間限定で借入金の返済中は過払金診断が無
料となるとの内容を加えた広告を同年８月１日から平成２６年１１月３日まで反復継続して上記ウェ
ブサイトに表示し、さらに、同日までの広告内容に、約１か月間の期間限定でその期間内において債
務整理、過払金返還請求を申し込んだ場合に限り、契約から９０日以内に契約の解除をした場合に着
手金を全額返還するとの内容を加えた広告を、同年１１月４日から平成２７年８月１２日まで反復継
続して上記ウェブサイトに表示し、有利誤認表示を行ったことを理由に、平成２９年１０月１１日付
けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　平成２３年１０月頃、所属弁護士が対象弁護士のみである弁護士法人Ａの社員であったとこ
ろ、弁護士法人ＡがＢから電話による申し入れを受けて受任した債務整理事件について、受任に際
し、自ら面談をして事情聴取や説明等を行わない特段の事情があるとは認められないにもかかわら
ず、Ｂと面談をして事情聴取をせず、Ｂに対し、事件処理方針等及び不利益事項について説明をせ
ず、また、上記事件の相手方である貸金業者との間で同年１２月２８日に和解書に調印したところ、
調印までの間に、Ｂに対し、過払金の計算結果の報告をせず、和解をすることや和解条件について説
明をして協議をしなかったこと、
第２　過払金請求を含む１３案件の債務整理事件を受任したが、事件受任に当たり、当事者と面談や
電話をして、委任意思を確認したり、弁護士報酬、事件処理の見通し、事件処理の方法についての説
明を行わず、その後、上記１３案件についてＣ株式会社に対する過払金請求訴訟を提起したが、この
うち１１案件について、当事者に対し訴訟を提起することについての説明をせず、上記１３案件のう
ち９案件について、和解をするかどうか、和解をする場合その条件をどの程度にするかについて、説
明をして打合せをせず、上記１３案件のうち９案件について、裁判結果について報告をしなかったこ
と
を理由に、平成２８年１２月１１日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成30年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、Ａが申し立てた子Ｂらの引渡しを求める間接強制申立事件等においてＡの夫
Ｃの代理人であったが、Ｃが、上記事件につき間接強制決定がなされた平成２６年３月３１日以降も
Ｂらを引き渡すことを拒否し続け、上記決定に基づく間接強制金の支払義務を負っていたところ、同
年１０月頃、Ｃに対し、Ａによる強制執行を困難ならしめる目的で、Ｃが所有する資産を信託譲渡す
る詐害性の強いスキームを提案して主導的に実行し、同年１２月２０日、自宅土地建物、現預金５０
００万円等のＣの資産のほぼ全てについて、受益者を対象弁護士及びＢらとして、Ｃから信託譲渡を
受けたことなどを理由に、平成３０年１月１９日付けで、日本弁護士連合会から、平成２９年７月１
０日付けの所属弁護士会の告知による懲戒処分が変更された業務停止９月の裁決を受けたもの。

平成30年度

６月間の契約の効力の停止措置
をとることが相当である。
（措置の対象となるべき契約）
①民事法律扶助業務
センター相談登録契約、事務所
相談登録契約、受任予定者契
約、　受託予定者契約

本件は、対象弁護士が、平成２８年６月２２日付けの援助開始決定に基づき、被援助者Ａの示談交渉
事件の受任者となっていたところ、センター立替金とは別に、Ａから、内容証明郵便の郵送料、住民
票の取寄費用等として１万５０００円を直接受領していた事実が同年１０月２７日付けの終結報告書
の記載で判明したことから、措置の対象となる事案。

平成30年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２３年ころ、Ａから、Ｂ社を相手方とする損害賠償請求、行政処分の申
立及び刑事告訴を委任事項とする委任契約を締結し、その後、着手金２５万円と実費預り金５０００
円を受領したところ、体調不良のため執務時間が大幅に減少したりした経緯から、起案したＢ社に対
する通知書を発送することがなく、その他にも交渉のために連絡などをすることがなく、平成２６年
１０月、Ａから紛議調停の申し立てを受け、平成２７年５月１２日に改めて委任契約書を作成して上
記の委任契約を継続することになったにもかかわらず、同年９月以降、Ａから問い合わせがあっても
これに対応せず、面談の約束も反故にし、平成２８年１２月２０日に至るまでの約１年７ヶ月以上、
委任事務になんら着手しておらず、Ａに全く連絡をとっていないことを理由に、平成２９年８月２９
日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　平成２７年９月１日に代理援助契約書を提出した被援助者Ａの自己破産申立事件について、平
成２８年２月、Ａが相談した別の弁護士より債権者から訴訟が提起された旨がセンターに連絡され、
同年３月、センターの地方事務所長が解任の決定を行うまでの間、破産申立をしなかったこと、
第２　平成２７年３月２４日に代理援助契約書を提出した被援助者Ｂの自己破産申立事件について、
同日ころ、各債権者に受任通知を発送したものの、以降、平成２８年８月にセンターの地方事務所長
が解任の決定を行うまでの間、破産申立をしなかったこと、
第３　被援助者Ｃの離婚等請求事件について、平成２７年１２月にＣの離婚が成立し、平成２８年１
月に事件の相手方から財産分与金２５０万円の送金を受けながら、Ｃからの清算の依頼に対し、法テ
ラスの審査が長引いている等と述べて、同年６月までの間、終結報告書を提出せず、結果、同年７月
１４日まで、上記預り金から立替金の償還残高等を除いた残金がＣに交付されなかったこと
から、措置の対象となる事案。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成30年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

平成30年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、破産者Ａ及び破産者有限会社Ｂから破産手続全般につき委任を受け、平成
２３年１０月、Ａに係る破産免責申立書及びＢに係る破産手続開始申立書を裁判所に提出し、その
後、Ｂの清算人でもあるＡ及びその妻であるＣと共謀の上、平成２４年２月頃、Ａ及びＢの破産管財
人から、上記各申立書添付の預貯金目録に未記載のＢ名義の普通預金口座がある旨の指摘を受け、そ
の理由等について書面で説明を求められた際、当該未記載口座から引き出された現金は、Ｃ名義の預
金口座に預け入れられていたにもかかわらず、これを秘して、その現金は、借金の返済等に充てて費
消済みである旨の虚偽の事実を記載した報告書を破産管財人に提出し、虚偽の説明を行い、この事実
により、破産法違反の罪で、平成２９年２月、罰金１００万円の有罪判決を言い渡された（同年６月
に判決確定）ことを理由に、平成２９年１２月２７日付けで地方法務局長から２か月間の業務停止の
懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
１年６か月間の契約締結拒絶期
間を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　Ａ弁護士及びＡ弁護士が所属する法律事務所の事務員であったＢが証人となったＣの遺言公正
証書について、Ｃの子Ｄから事実調査及び法的対処を依頼されたため、Ｂに対し、平成２６年３月３
日付け文書において上記公正証書の作成経緯等について回答を求め、Ｂから同月７日付け回答書によ
り任意で一通りの回答を受けたにもかかわらず、上記回答書に対する同日付け文書、同月１０日付け
文書等において、Ｂが業務上横領の共謀共同正犯あるいは虚偽公文書作成の共謀共同正犯であるかの
ような文章を繰り返し記載し、また、客観的根拠がないにもかかわらず、Ｂが不誠実で不正直な人間
であるかのように断定するとともに、平成２７年２月７日付け文書において、「当職事務所に説明に
来て下さい。その場合には代理人を同道せず、１人で来てください。何故ならば、貴殿代理人らは真
実を明らかにする方針を取っておらず、虚偽の事実主張を貴殿に強要しようとしているらしいことが
文面上明らかだからです。」等と記載し、法的に回答義務のないＢに対し、Ｄの主張する内容に適合
する回答を執拗に求め続けたこと、
第２　Ｂの代理人Ｅ弁護士らから、平成２６年３月１８日付け文書により、Ｅ弁護士らがＢの代理人
になった旨及びＢは既に必要かつ可能な範囲で誠実に回答しており、これ以上回答することはない旨
明確な回答を受けたにもかかわらず、Ｂに対し、上記平成２７年２月７日付け文書を直接送付した
ことを理由に、平成３０年１月１５日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたも
の。

本件は、対象司法書士が、
第１　土地家屋調査土法人Ａ（以下「Ａ事務所」という。）の代表者等の求めに応じ、Ａ事務所が受
任した司法書士業務に協力・援助していたものであるが、
１　Ａ事務所が依頼者から受任し、対象司法書士の名義で処理した司法書土業務（以下「提携事件」
という。）につき、各提携事件ごとに、対象司法書士とＡ事務所が受け取る司法書士報酬（以下「報
酬」という。）の比率を定め分配し、ほとんどの報酬は、依頼者からＡ事務所に対して全額支払わ
れ、対象司法書士は、Ａ事務所から現金で自己の分配額を受け取り、
２　提携事件において、Ａ事務所に、対象司法書士が支払うべき登録免許税納付のための収入印紙代
金につき、多額の立替えを行わせ、
３　提携事件において、登記申請の際、法務局に提出する書類の作成を、主にＡ事務所の職員に行わ
せていて、当該書類については、対象司法書士による内容の確認を経る前に、Ａ事務所が依頼者に対
し必要な署名・押印を求め、受け取ることがあり、
４　提携事件の大半において、法務局から交付された登記識別情報通知書等の書類を、Ａ事務所に渡
し、Ａ事務所は、対象司法書士から受け取った登記識別情報通知書にＡ事務所の事務所名が表示され
た表紙を付し依頼者に交付していたが、対象司法書士は、これを容認しており、
　　もって、Ａ事務所をして司法書士の業務を行わせたこと
第２　株式会社Ｂ（以下「Ｂ」という。）又はその関係者（Ｃ（Ｂの代表取締役）及びＤ（Ｂの従業
員であり対象司法書士の補助者として登録されている者））から、継続的に司法書士業務の紹介を受
け、
１　遅くとも平成２６年７月頃から、Ｂ又はその関係者から司法書士業務の紹介を受け、平成２６年
８月以後、対価の支払を開始し、
２　Ｃを経由しておよそ月１０案件、Ｄを経由しておよそ月３案件の頻度で、司法書士業務の紹介を
受け、
３　Ｂから紹介された司法書士業務（以下「紹介業務」という。）につき、報酬の５０パーセントに
相当する額を、Ｃ及びＤの「給与」等に相当するものであるとして、Ｂに対し、「事務委託費」の名
目で支払い、
４　平成２６年９月から同年１１月下旬頃までの約３か月間、補助者として登録していないＣに指示
し、登記申請書類の作成等、司法書士の補助業務をさせ、
　　もって、不当な手段によって依頼を誘致したこと
第３　本件に係る調査の過程において、所属司法書士会が文書による回答及び証拠資料の提出を求め
た際、正当な事由を示すことなくこれに応じなかったこと
を理由に、平成３０年１月１７日付けで地方法務局長から業務停止１０か月の懲戒処分を受けたも
の。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成30年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２１年１１月１９日、家庭裁判所から亡Ａの相続財産管理人に選任さ
れ、相続財産管理人口座で相続財産を管理していたが、平成２３年２月２５日から平成２７年１１月
６日までの間、上記口座から３１回にわたり合計２２１８万３３４０円を出金して、うち２１６６万
円を領得し、また、平成２６年１１月２０日に亡Ａ名義の不動産売買に関し支払われた手付金３９万
円について上記口座を経由することなく領得したことを理由に、平成３０年１月３１日付けで所属弁
護士会から除名の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成１４年９月頃、Ａから、同年２月１６日に死亡したＡの父の死亡に関し
医療過誤に基づく損害賠償請求事件について相談を受けたが、上記相談から平成１８年２月５日に訴
訟委任状を徴求するまでの３年余りの間、合理的理由なく訴訟提起等の法的手続を採らず、不法行為
に基づく損害賠償請求権の消滅時効を完成させ、また、上記訴訟委任状の徴求から約６年間もの時間
がありながら、何ら手続を進めることなく、債務不履行に基づく損害賠償請求権の消滅時効も完成さ
せた。
対象弁護士は、上記事件について消滅時効を完成させたことを認識しながら、Ａに対し一切説明せ
ず、あたかも訴訟提起を行いそれが進行しているかのような、また、調停の申立てを行ったかのよう
な虚偽の事実を説明し、Ａが自ら調査した結果訴訟などが行われていないことが平成２７年９月２４
日に発覚するまで、長期間にわたって、Ａに対し、虚偽説明を繰り返したことを理由に、平成３０年
３月１４日付けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
３か月間の契約の効力の停止措
置をとることが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２８年７月８日、Ａの法律相談を１時間から１時間３０分程度実施した
際に、最初の３０分間の相談を震災法律相談援助とする同日付けの援助申込書と法律相談票を提出し
てセンターから法律相談費５４００円の支払いを受け、後の相談時間に関して、別途、Ａから相談料
５４００円を直接受領していたことが、Ａからの申告と対象弁護士の弁明で明らかとなった事案。

平成30年度
２年間の契約締結拒絶期間を設
定することが相当であると思料
する。

本件は、対象弁護士が、（１）平成２２年に所属弁護士会からの戒告の懲戒処分を受けたところ、そ
の懲戒処分の手続において、懲戒事由を免れるため偽造した証拠を提出し、また、その作成年月日及
び立証趣旨を偽ったこと、（２）平成２３年６月１８日付けで、Ａのことであると特定することが可
能な情報とともに、弁護士としてＡから相談を受けた事件の具体的な相談内容や証拠の内容について
の文章を自身の事務所名で開設したホームページ上に掲載し、また、同年９月１２日付けで、上記文
章に加筆して、Ａを誹謗中傷する内容の文章を掲載して、第三者が自由に検索、閲覧できる状態にし
ていたこと、（３）Ａが虚偽の事実を申告して懲戒請求をしたことにより対象弁護士が上記（１）の
懲戒処分を受け弁護士としての名誉、信用を棄損されたこと等を理由として、事実的、法律的根拠を
欠いているにもかかわらず、平成２３年１０月５日、Ａに対して不法行為に基づく損害賠償請求訴訟
を提起し、また、Ａが虚偽の事実を主張して対象弁護士に対する２回目の懲戒請求をしたとして、事
実的、法律的根拠を欠いているにもかかわらず、平成２４年２月１９日付け訴えの変更申立書により
Ａに対する不法行為に基づく損害賠償請求を追加し、請求を拡張したことを理由に、平成３０年３月
１日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、
第１　被援助者Ａの自己破産申立事件の書類作成援助について、平成２６年１月２９日に個別契約を
締結し受託者となりながら、解任による援助終結決定が行われた平成２８年１０月２１日までの約２
年９か月間、書類作成を行わず、Ａから苦情の申出が行われたこと、
第２　被援助者Ｂの民事再生手続申立事件の書類作成援助について、平成２４年１０月２６日に個別
契約を締結し受託者となりながら、解任による援助終結決定が行われた平成２９年１０月５日までの
約４年１１か月間、書類作成を行わず、その間にＢが一部の債権者から給与の差押えを受け、Ｂから
苦情の申出が行われたこと
から、措置の対象となる事案。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成30年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　平成２４年１月２８日、Ａから、夫Ｂに対する離婚請求等に関する事件を受任し、また、同年
４月１４日及び同月２０日に、Ｂの浮気相手であるＣ及びＤに対する慰謝料請求事件をそれぞれ受任
したが、大幅な増額を認める正当化事由がないにもかかわらず、Ｂ及びＣに対する事件については着
手金及び報酬金の合計で対象弁護士が採用する事務所報酬基準の２．７倍強の、Ｄに対する事件につ
いては上記報酬基準の３．２倍強の加算を行い、不合理に高額な弁護士報酬を定める委任契約を締結
し、また、法律的知識や交渉能力等において劣っていると考えられるＡに対して、上記各委任契約の
弁護士報酬に関して、その納得が得られる程度の説明を果たさなかったこと、
第２　平成２４年５月２８日にＢに対する離婚等請求の調停を申し立て、同月２９日にＣ及びＤに対
する慰謝料請求訴訟をそれぞれ提起し、その後、Ｂから、Ｃ及びＤに対する請求額の全額である合計
５５０万円を受領したことから、上記各訴訟を同年６月５日及び同月２９日にそれぞれ取り下げ、か
つ、Ａの意向によりＢに対する上記調停も同日取り下げたが、Ａから上記５５０万円から費用や未払
着手金等を控除した残金の返還を求められていたにもかかわらず、不当に返還請求に応じなかったこ
と、
第３　Ａが平成２４年１０月１９日に預り金の返還を求めて紛議調停の申立てを行ったところ、その
手続においてまずは紛争の解決を図るべきであるにもかかわらず、紛議調停を起こされたことに反発
して、敵対的な感情に任せて、紛議調停の第１回期日が開催される前の同年１１月１９日に、Ａに対
して弁護士報酬支払請求訴訟を提起したこと
を理由に、平成２８年１１月１０日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２６年１０月１７日、Ａから、勤務先であった労働トラブルについて同
僚等を刑事告訴することを受任し、着手金として６４万８０００円を受領したが、Ａが対象弁護士に
説明した上記トラブルのうち犯罪行為として告訴の対象となり得る行為については、他に時効の完成
を妨げる事情がない限り受任時点で公訴時効が完成しており時効の問題が解決されていないにもかか
わらず、受任時にＡに何ら説明せず、また、受任するに際し、公訴時効が完成している点について適
切な事実調査、法令調査を行わなかったことを理由に、平成３０年３月２６日付けで所属弁護士会か
ら業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象司法書士が、平成２０年４月頃から平成２３年４月頃まで、任意債務整理事件を受任し
た際に、貸金業者に対し、利息制限法所定の利率に従って引き直し計算した過払い金の金額が１４０
万円を超えるもの３６件について、回答がない場合はやむを得ず訴訟上の請求に及ぶことを記載した
過払金返還通知書を債務者の代理人として送付し、そのうち７件については、貸金業者との和解締結
にあたり、和解書に対象司法書士が代理人として記名・押印し、過払い金を対象司法書士の口座に振
り込ませるなど、過払い金返還請求について代理をしたことを理由に、平成３０年４月１２日付けで
地方法務局長から業務停止１か月間の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である

本件は、対象司法書士が、
第１　家庭裁判所により被後見人Ａの成年後見開始の審判（平成１３年９月確定）と同時に、Ａの成
年後見人に選任され、家裁による辞任許可の審判（平成２６年２月確定）までの間、Ａの成年後見人
であったところ、
１　平成２０年１１月頃、Ａを代理して、有限会社Ｂとの間で、車椅子の賃貸借契約を締結したが、
その当時、Ａが補装具費支給制度の対象者であり、その使用する車椅子につき無償で提供を受けられ
る立場にあったにもかかわらず、Ａの成年後見人に在任中、Ａに無用な車椅子のレンタル料を負担さ
せたこと
２　平成２０年７月、Ａを代理して、有限会社Ｃとの間で食事サービスの提供契約を締結したが、Ａ
が平成２１年７月頃に胃ろうを造設したことから、以後同契約に基づく食事の提供が必要ないことを
認識しながら、同契約を解除せず、Ａの成年後見人に在任中、Ａに必要のない食費を負担させたこと
３　Ａの成年後見人に在任中、Ａを代理して、成年被後見人の障害基礎年金及び障害厚生年金の受給
申請手続を行わなかったこと
４　Ａの成年後見人として監督機関である家庭裁判所に対する定期的な後見事務報告書の提出につ
き、平成２０年頃には家庭裁判所から催促を受ける状態になり、平成２４年から平成２５年頃には、
後見事務報告書の提出遅延を理由に、家事審判官による審問を２回うけたこと
を理由に、平成３０年１月２２日付けで地方法務局長から３か月の業務停止の懲戒処分を受け
第２　平成２４年７月作成の公正証書遺言において、Ｄの遺言執行者として指定され、Ｄが平成２６
年に死亡したことから、民法第１０１１条に基づき、遅滞なく、相続財産の目録を作成して、相続人
に交付しなければならないところ、これを怠り、Ｄの相続人Ｅの代理人弁護士Ｆから、再三にわたる
相続財産の目録の交付請求を受けたにもかかわらず、少なくとも平成２６年１０月から平成３０年１
月の間、その交付を行わなかったこと
を理由に、平成３０年４月２３日付けで地方法務局長から３か月の業務停止の懲戒処分を受けたも
の。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成30年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、弁護士法人Ａの社員であり代表弁護士であったところ、
第１　平成２５年９月５日、弁護士法人Ａが、株式会社Ｂとの間で、Ｂ社が弁護士法人Ａに預託する
金員を対象弁護士名義で株式会社Ｃに貸し付け、Ｃ社からの返済に代えてＣ社の株式代物弁済を受け
ること等を内容とする業務委託契約を締結し、対象弁護士において、同日、Ｂ社について本人特定事
項の確認を行わずに上記契約に基づきＢ社から１億５０００万円の預託を受け、同月１０日、上記１
億５０００万円をＣ社に貸し付けた後、Ｂ社から上記契約の進行状況や今後のスケジュールの見込み
等の問い合わせを受けたが、平成２７年５月に至っても、Ｂ社の関係者と付き合いがあったＤに聞い
てほしいという以外の報告をせず、Ｂ社から、同月２１日付け通知書及び同年６月３０日付け最終通
知書により上記契約の履行状況について書面による回答を求められたが、対応しなかったこと
第２　上記第１のとおり、Ｃ社に貸し付けた金員について、平成２６年４月３０日から平成２７年７
月１日までの間、Ｃ社から弁護士法人Ａの預り金口座に４回に分けて合計１億８８３７万６２２７円
の返還を受けたが、そのことをＢ社に通知せず、収支報告もせず、金銭の返還をせず、Ｂ社の承諾を
得ることなく、Ｄの指示に従い、Ｃ社から返還を受けた金銭全額を、４回とも返還を受けた日のうち
に、Ｄの関係会社とされるＥ社に振り込んだこと
を理由に、平成３０年２月２０日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
３年間の契約締結拒絶期間を設
定する措置をとることが相当で
ある。

本件は、対象弁護士が、平成２６年７月分から平成２９年８月分までの３８か月分の所属弁護士会の
会費並びに日本弁護士連合会の会費及び特別会費について、仮受金１１００円を除いた合計金１３７
万７４００円を滞納したことを理由に、平成２９年１１月１４日付けで所属弁護士会から退会命令の
懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　Ａの母Ｂが建築し、賃貸借管理事務をＡに委託していた賃貸アパートに関し、Ａが上記アパー
トの賃借人から集金した平成２６年７月分以降の賃料をＢに支払うことを拒絶したため、同年７月１
８日、Ｂから、Ａが賃借人から受領した賃料をＢに支払うよう請求する仕事を受任し、Ａが上記賃料
を集金していた口座をめぐり、Ｂを被害者とする振り込め詐欺と同視することができるような詐欺行
為が行われた事実を認めることができないにもかかわらず、Ｃ信用金庫に対し、同月３１日付けで、
上記口座に関して行われた犯罪の被害者をＢと記入した振り込め詐欺等不正請求口座情報提供及び要
請書を提出し、Ｃ信用金庫は、同日、上記口座について、犯罪利用預金口座等に係る資金による被害
回復分配金の支払等に関する法律第３条第１項の取引停止の措置を実施したこと、
第２　上記アパートの賃借人が従前どおり上記口座に賃料を入金し、Ａがこれを管理したことをもっ
て、詐欺であり、横領であると決めつけて非難を加えたこと
を理由に、平成２９年７月１０日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　平成２４年７月３日、Ａ及びＡが代表取締役を務める法人から自己破産申立事件を受任した
が、平成２８年２月２７日に委任契約を解除されるまで着手せず、Ａから繰り返し要請されても放置
し続けたこと、
第２　上記第１の委任契約の解除後である平成２８年３月９日、Ａから上記委任契約に基づき支払っ
た着手金等の費用及び慰謝料等合計１９５万円の支払を求める民事訴訟を提起され、同年６月８日、
これを認める判決を受けたにもかかわらず、懲戒請求者に対する返金を一切行っていないこと
を理由に、平成２９年１２月５日付け所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
３年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当であると思料する。

本件は、対象弁護士が、（１）平成２７年６月頃から、Ａが弁護士法第７２条に違反する者であるこ
とを十分に認識した上で、Ａがウェブサイトで集客した相談者について紹介を受けて弁護士として法
律事務の処理をし、受任した事件の着手金等について、同月から同年１０月にかけて毎月の入金額の
２０％相当額をＡに分配し、その後もＡとの関係を継続したこと、（２）上記行為と並行して、Ａの
依頼に基づき、住民票、戸籍謄本等の職務上請求を行い、Ａに対してその対価として１通当たり１万
８０００円の請求をしていたことを理由に、平成２９年９月７日付けで所属弁護士会から業務停止１
年６月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度

民事法律扶助業務（センター相
談登録契約、事務所相談登録契
約、受任予定者契約、受託予定
者契約）については、２年間の
契約締結拒絶期間を伴う契約解
除措置をとり、一般国選弁護人
契約（普通国選弁護人契約）に
ついては、２年間の契約締結拒
絶期間を設定することが相当で
ある。

本件は、対象弁護士が、対象弁護士の法律事務所の運営、経営を支配し、対象弁護士の名前を利用し
て各種事件、手続を行う等していた元弁護士Ａから依頼者の紹介を受け、Ａを利用していたことを理
由に、平成３０年１月２９日付けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成30年度

２年６か月間の契約締結拒絶期
間の設定をすることが相当であ
る。

本件は、対象弁護士が、（１）Ａから破産申立事件を受任し、破産手続開始の申立て後に、Ｂ株式会
社に対する過払金の発生を予想したが財産目録に記載することなく上記事件の手続を進め、平成２５
年２月２７日にＡの免責許可決定を得てＡとの委任関係が終了していたところ、その後、Ａから委任
を受けていないにもかかわらず、Ａから受領していたＡが署名押印した上記事件のための予備の委任
事項欄白紙の委任状１通を不当に補充し、Ｂ社をして、委任状が真正に成立したもので、対象弁護士
はＡから過払金返還の代理権を授与されたものと誤信させ、上記過払金についてＢ社と和解をし、平
成２６年３月７日に上記和解に基づき１３０万円を対象弁護士名義の預り金口座宛てに振込送金させ
て受け取り、これを流用したこと、（２）所属弁護士会から平成２９年５月２２日付け照会書で所属
弁護士会の業務上の預り金の取扱いに関する規則第９条に基づき、上記口座の出入金についての照会
を受けたが、期限までに回答をせず、その後も二度同様の照会を受けたが、期限内に回答しなかった
ことを理由に、平成３０年６月２日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２９年３月１日、知人女性Ａと一緒に食事をした際、Ａが後ろを振り向
いて窓の外を見ていた隙に、円筒容器に入れた媚薬とされる黒い液体をＡのグラスに入れようとした
ことを理由に、平成３０年７月３日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２９年１１月６日午後１１時２５分頃、かなり酒に酔った状態で、走行
中のタクシー内において、運転中の乗務員Ａに対し、激高して、「なめんなよ、てめえ。」などと怒
鳴り、Ａが座っている運転席シートの背面部及び上記シートの頭部付近に設置された防犯ボードを多
数回足で蹴る暴行を加え、その足蹴りにより、防犯ボードを損壊し、また、上記タクシーから降車し
た後も、上記タクシーに向け所携のスマートフォンを投げ付けたことを理由に、平成３０年５月１８
日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成２６年５月１４日、Ａから離婚等請求事件を受任したが、特別の事情が
ないにもかかわらず、同年１２月３０日、依頼者であるＡから１００万円を借り入れたことを理由
に、平成３０年７月１１日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度

民事法律扶助業務（センター相
談登録契約、事務所相談登録契
約、受任予定者契約、受託予定
者契約）については、３年間の
契約締結拒絶期間を伴う契約解
除措置、日本弁護士連合会委託
援助業務に係る事務の取扱いに
関する契約については、３年間
の契約締結拒絶期間の設定をす
ることが相当である。

本件は、対象弁護士法人が、Ａから受任した遺産分割調停事件に関し、平成２６年１０月２２日に調
停を成立させ、相手方の一人から相当額の支払を受けたが、Ａに対し、１年以上も精算しようとしな
かった上、その後返還を約した報酬等費用精算後の５３３２万２０４２円の支払すらしなかったこと
を理由に、平成２９年１０月１１日付けで所属弁護士会から除名の懲戒処分を受けたもの。

平成30年度
１か月間の減給の措置をとるこ
とが相当である。

本件は、法テラスの勤務弁護士であった対象弁護士が、平成２９年６月２８日、相続財産管理人選任
申立事件の依頼者Ａから、封筒４袋に在中した現金合計８２万９８６３円を預かったにもかかわら
ず、同年１０月３日までに、うち現金２９万１３７７円が在中していた封筒１袋を紛失したことか
ら、措置の対象となる事案。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

平成30年度
３年間の契約締結拒絶期間の設
定をすることが相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　平成２５年９月、Ａから自己破産申立事件を受任し、着手金等合計２８万７５００円の支払を
受けたが、平成２８年２月２４日にＡが上記事件の委任契約を解除するまで、上記事件に着手しな
かった上、上記契約を解除された後、Ａから上記契約に基づき受領していた費用全額の速やかな返金
を催促されたにもかかわらず、同年７月２０日まで返金しなかったこと、
第２　預り金口座から合計２３８２万４０３６円を引き出して自己を相手方とする紛議調停事件の和
解金支払のため私的に流用し、受任事件の相手方から上記口座へ入金された１５００万円について、
依頼者に対し精算又は引渡しをしないまま上記口座の残高を４万３９１８円まで減少させ、平成２６
年６月から平成２８年３月までの問、上記口座から対象弁護士の法律事務所経費等を支出し、私的に
流用し続けたこと
第３　Ｂが夫Ｃに対して申し立てた婚姻費用分担審判申立事件について平成２７年１０月３０日にな
された審判に基づき、Ｂの代理人としてＣの預金口座に対する債権執行を行って３３２万８６９８円
を回収し、平成２８年３月７日、Ｂに対し、上記回収金から弁護士費用を控除した２８４万８０４６
円を返金することなどを連絡したが、平成２９年５月まで支払を完了しなかったこと、
第４　Ｄから交通事故に関する事件を受任し、平成２７年１２月１８日、Ｄの代理人として、上記交
通事故の加害者が加入する損害保険会社から示談金１７００万円の支払を受け、平成２８年２月９
日、Ｄに対し、上記示談金から報酬金及び実費を控除した１５３９万９７４８円を返金することなど
を連絡したが、支払を完了しなかった
ことを理由に、平成２９年７月１２日付けで所属弁護士会から除名の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和元年度
　６か月間の契約停止措置をと
ることが相当である。

１　本件は、対象弁護士が、平成２８年１０月２５日付けの代理援助契約に基づき、被援助者Ａの離
婚等訴訟事件及び面会交流調停事件の受任者となっていたところ（離婚等請求事件の着手金及び基本
実費は合計１２万８０００円、面会交流調停事件の着手金及び基本実費は合計７万４０００円）、平
成２９年１１月、Ａから、対象弁護士に対する金銭の支払いについて苦情が申し出られたもの。

令和元年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、①平成２５年３月、Ａから、Ａが勤務先会社に対し労働契約上の権利を有す
る地位にあることの確認を求める事件を受任し、着手金を受領したが、その後、Ａから何度か経過報
告を求められたにもかかわらず、上記受任時から平成２６年１２月に解任されるまでの１年８か月余
りの間、Ａに対し、上記事件の経過及び上記事件の帰趨に影響を及ぼす事項を報告せず、かつ、上記
事件の処理についてＡと速やかに協議をせず、上記事件を適切に処理しなかったこと、②上記解任に
よる委任の終了に当たり、Ａから経過報告を求められたにもかかわらず、Ａに対し、上記事件の処理
状況等の十分な説明をせずに事実と異なる報告をしていたこと等を理由に、平成３０年４月１６日付
けで日本弁護士連合会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、平成３０年５月３０日午後７時頃から午後１１時前頃まで飲酒した後、酒気
を帯びた状態で普通乗用自動車を運転して自宅へ向かっていたところ、仮睡状態に陥り、同日午後１
１時５５分頃、電信柱に衝突する事故を惹起し、電信柱及び事故現場付近に駐車していた車両２台を
破損させたことを理由に、平成３０年１０月１５日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分
を受けたもの。

令和元年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
１　Ａの当時の妻Ｂから、Ａの不貞行為を理由に離婚及びＡ及びＣに対する慰謝料請求の依頼を受け
受任したところ、Ａらの不貞の現場を押さえた後で最寄りのファミリーレストランで離婚等の交渉を
することをＢ及び探偵Ｄと決定し、平成２７年１２月３日午後７時前頃、Ａらがホテルの駐車場で車
から降りたところ、ＤがＡらに付いて来るように申し向け、ファミリーレストランに移動し、Ａらと
対面する形で対象弁護士を挟んでＢ及びＤが並んで座り、対象弁護士がＡらに不貞行為を認めるか確
認してＡらがこれを認めると、対象弁護士は、Ａに対し、離婚の申出にＢが応じること、子供の親権
者はＢとすることを話し、養育費の金額を提示して後日の協議とし、また、Ａらに対し慰謝料として
２人で５００万円の請求をし、合意できないと法的解決になることを伝えた上で再度協議することと
して、Ａらに、対象弁護士の作成した合意書にそれぞれ署名、押印等させたこと
２　Ｅの夫Ｆから、Ｅの不貞行為を理由に離婚及び慰謝料等を請求する旨の依頼を受け受任したとこ
ろ、Ｅの不貞の現場を押さえて離婚等の交渉にもっていくこと等をＤ及びＦと決定し、（１）平成２
８年２月１３日午後１１時過ぎ頃、駐車中の車内でＥとその不貞相手Ｇが密会していた現場にＤとＦ
の３人で臨み、ファミリーレストランに移動し、Ｅらと対面する形で、対象弁護士、Ｆ、Ｄが座り、
Ｅらに不貞行為の慰謝料として８００万円を請求する旨の話を切り出し、１時間程度のやり取りの
後、不貞行為の慰謝料としてＥが５００万円、Ｇが３００万円をそれぞれ支払う旨の合意書に署名、
押印等させ、（２）また、対象弁護士は、Ｇが退席した後、Ｅに対して離婚届の用紙を示し、署名、
押印するよう求め、離婚に応じない場合には週明けには直ちに法的手続を採る旨告知し、同月１４日
日曜日の午前４時前頃、Ｅに離婚届及び離婚協議書に署名、押印させたこと
を理由に、平成３０年８月１７日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相

当である。

対象弁護士は、平成２６年末頃から株式会社Ａの委任を受けて、年会費が未払の会員に対する請求を
Ａ社作成に係る通知書に職印を押捺して行っていたところ、平成２７年５月１１日付けでＢに対し未
払年会費の請求をし、Ｂの代理人弁護士から同月２７日付けで、今後の連絡は代理人に対して行うこ
と及び請求内容について詳細を説明することを求める内容の受任通知が送信されたにもかかわらず、
何らの回答をすることもなく、その後、同年８月２８日付け及び平成２８年８月１日付けで、Ｂに対
し直接請求を行い、各請求に対して代理人から抗議の通知を受けたが、さらに、同年１２月２１日付
けで、Ｂに対し直接請求を行ったことを理由に、平成３０年１０月３日付けで所属弁護士会から１か
月間の業務停止の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和元年度
２年間の契約締結拒絶期間を設
定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　平成１０年１２月２９日、Ａから、Ａの葬儀費用として使用する目的で、Ａが死亡した場合に
Ａの配偶者の子であるＢ又はＢの指定する者が返還を求めたときはその者に返還する旨の約定で、１
２０万円の預託を受け、その後Ａに３０万円を返還していたところ、Ａが平成２７年２月１３日に死
亡したにもかかわらず、Ｂに対象弁護士が預託金の残金を預かっている事実を知らせず、Ｂが対象弁
護士に対し、上記残金の返還を求める訴えを提起し、これを命ずる判決が確定しているにもかかわら
ず、返還をしなかったこと、
第２　Ａが平成１３年１１月２３日に作成した自筆証書遺言において、遺言執行者として指定され、
Ａの死亡後、遺言執行業務を開始したが、受遺者Ｃが遺贈を放棄する旨の意思を示していたにもかか
わらず、Ｃに対する遺贈を原因とする所有権移転登記手続をしたこと、
第３　平成２７年１０月３０日、上記第２の遺言書に記載がされていないにもかかわらず、遺言執行
者名義の預金口座から８０万円を出金し、Ｂに送金したこと、
第４　上記第２の遺言書には、遺言執行者の報酬についての定めがないにもかかわらず、家庭裁判所
に遺言執行者の報酬額を定める審判を求めること等の手続を経ることなく、独断で報酬額を６０万円
と決定した上、平成２７年１１月１２日、上記第３の口座から出金し、受領したこと、
を理由に、平成３０年６月９日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度

１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、Ａ及びＡが代表取締役を務めていたＢ株式会社が被告として訴えられた訴訟
において、Ａに対する訴状の送達が就業場所であるＢ社本店所在地においてその従業員に交付する方
法によって行われる等したため、Ａは、自分を被告とする訴訟が提起されたことを知らなかったとこ
ろ、第三者から平成２３年１０月１１日付けのＡ名義の訴訟委任状の交付を受けて訴訟代理人となる
に当たり、面談や電話その他方法のいかんを問わず、Ａに対して直接訴訟委任の意思確認を行わずに
訴訟代理人として訴訟行為を行い、Ａに対して経過説明や訴訟追行について協議する等せず、その同
意を得ずに平成２４年５月１７日に裁判上の和解を成立させたことを理由に、平成３０年１１月２８
日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２８年６月１５日にＡから破産手続開始等の申立てを受任したが、Ａに
ついて同年４月１５日に離婚調停が成立した事実、Ａが同年５月２０日に離婚の届出をし、旧姓に復
氏した事実及び上記調停における合意に基づき元夫Ｂから解決金１００万円を受領した事実を知って
いたにもかかわらず、これらの事実を秘匿したまま作成した申立書及び添付書類を同年７月１６日に
裁判所に対し提出したこと、その後、Ｃが提出した免責に対する意見書において上記復氏等の事実を
指摘されたため、上記裁判所に対し上記離婚の事実、上記復氏の事実等を申告等したが、上記解決金
を受領した事実を申告しなかったことを理由に、平成３０年９月３日付けで所属弁護士会から業務停
止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度
１年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２８年３月から同年１２月まで、様々な事件で裁判所に提出した異議申
立書、裁判官忌避申立書、準備書面、控訴理由書等において裁判官や書記官等に対して、「やくざの
ような語調」、「転勤を控えての粗雑処理」、「エッセイのごとく自分自身の個人的な感想を書くの
は、裁判官失格である」、「善良ながら無知愚鈍な国民を困らせるのである」、「裁判官と裁判所書
記官が共謀して、調書を改ざんした」等、事案における訴訟行為としての有益性に欠け、かかる表現
を使用する必要性も有用性も認められない記載を継続的に行ったことを理由に、平成３０年１２月２
６日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴  Ａが提起したＢに対するＡと株式会社Ｃとの間の土地の売買契約が虚偽表示で無効であり、転得
者のＢは善意の第三者ではないとして上記土地の所有権移転登記の抹消登記手続を求める訴訟につき
Ｂから受任し、上記売買契約は有効であり、仮に虚偽表示であったとしてもＢは善意の第三者である
として争い、第一審で敗訴した後、ＢからＢの債権の回収を図るため情報提供を前提としたＤ株式会
社との交渉を受任したところ、Ｂとの間で情報提供の目的、方法、対価等の具体的条件を協議するこ
となく平成２６年２月１２日にＤ社に対し無条件で上記訴訟に関する第一審判決書等の訴訟資料を送
付したこと、
⑵  上記送付後もＤ社との間でＢに支払う情報提供料について具体的な交渉をしなかったこと、
⑶  上記訴訟が上告審に係属していたにもかかわらず、Ｄ社からＢらに対する上記売買契約は詐害目
的であるとして上記土地に係るＢの所有権移転登記の抹消登記手続等を求める訴訟、及びこれを本案
としてＢを債務者とする上記土地の処分禁止の仮処分の申立てにつき受任したこと、
⑷  Ｄ社が平成２６年６月１３日に提起した上記⑶の訴訟及び同年７月４日に申し立てた上記仮処分
の申立てにおいて、これらが認められるとＢは上記土地に関し何ら権利を有しないことになり、法的
にＤ社に一定の利益を請求することができなくなるにもかかわらず、上記売買契約が詐害行為であ
り、Ｂは詐害行為につき悪意である旨を主張したこと、
を理由に、平成３０年１０月２日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和元年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴  平成２１年２月１２日にＡからＡが代表取締役を務める株式会社２社及びＡの破産手続開始の申
立てにつき受任し、債権調査を行い、債権者一覧表を作成するなどしたが、平成２４年２月頃から債
権者に対し辞任通知書を送付した平成２７年４月２０日頃までの間、事件処理をせずに放置したこ
と、また、上記辞任通知書を送付するに当たり、Ａに事件処理の状況及び辞任をする理由等を十分説
明せず、辞任後に当然予想される債権者のＡへの接触の再開の可能性を理解させることなく、かつＡ
への事前の通告もしなかったこと、
⑵　Ｂとの間で土地賃借権存在確認請求事件につき委任契約を締結し、平成２３年８月２４日に着手
金３１万５０００円を受領しながら、訴訟提起をするために必要な手続を何もせずに放置したこと
を理由に、平成３１年２月１５日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度
２年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
ることが相当である。

本件は、対象司法書士が、平成２１年１０月から平成２４年１２月までＡを、平成２３年１１月から
平成２５年１月までＢを補助者として使用し、主に債務整理業務を担当させていたところ、
第１（１）Ｃの、金融会社からの借入金に関する債務整理の依頼に関し、自らが行うべき、依頼者の
本人確認及び依頼内容の確認、各金融会社との裁判外の和解に関する交渉、依頼者に対する和解額の
確認並びに和解の締結の事務を自ら行わず、もっぱらＢに行わせ、自らは同債務整理業務につきＢか
ら口頭等により報告を受けたものについて、指示を出すのみであったこと、(２)対象司法書士の関与
がないままＢが行った事務処理により、平成２４年２月、Ｃとの業務委託契約がなく、Ｃが関与しな
いにもかかわらず、Ｃの甲合同会社に対する過払金９７万８８８４円を和解額６３万６０００円とす
る和解を代理人として合意したこと、(３)対象司法書士の関与がないままＢが行った事務処理によ
り、平成２４年３月、Ｃとの業務委託契約がなく、Ｃが関与しないにもかかわらず、Ｃの株式会社乙
に対する過払金８０万２１７３円を和解額２４万円とする和解を代理人として合意したこと、
第２（１）Ｄの、金融会社からの借入金に関する債務整理の依頼に関し、自らが行うべき、依頼者の
本人確認及び依頼内容の確認、各金融会社との裁判外の和解に関する交渉、依頼者に対する和解額の
確認並びに和解の締結の事務を自ら行わず、もっぱらＡに行わせ、自らは同債務整理業務につきＡか
ら口頭等により報告を受けたものについて、指示を出すのみであったこと、（２）対象司法書士の関
与がないままＡが行った事務処理により、平成２３年１２月、Ｄが関与しないにもかかわらず、Ｄの
甲合同会社に対する過払金を和解額１９５万７０００円とする和解を代理人として合意し、Ａは、当
該和解書の作成に当たり、Ｄの姓を刻した印章を無断使用したこと、（３）対象司法書士の関与がな
いままＡが行った事務処理により、平成２３年１２月、Ｄの署名・捺印を得た上で、Ｄの丙株式会社
に対する過払金を和解額１４１万円とする和解書を作成し、同日和解したこと、（４）対象司法書士
の関与がないままＡが行った事務処理により、平成２４年１月、Ｄの署名・捺印を得た上で、Ｄの丁
株式会社に対する過払金を和解２０１万円とする和解書を作成し、同日和解したこと、
を理由に、平成３１年２月８日付けで地方法務局長より平成３１年２月８日から業務停止９か月の懲
戒処分を受けたもの。

令和元年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士法人が、平成２２年１２月２８日に設立されたところ、
第１　代表社員であるＡ司法書士は、同法人設立前の平成２２年１１月、依頼人であるＢから８件の
過払金返還請求に関する債務整理事件（以下「本件債務整理事件」という。）の依頼を受け、これを
受任し、本件債務整理事件のうち、甲株式会社に対する過払金が約１６１万円、株式会社乙に対する
過払金が約３２７万円、丙合同会社に対する過払金が約２７８万円であることを認識した上で、司法
書士法第３条第１項第７号の規定に基づく簡裁訴訟代理等関係業務（以下「簡裁訴訟代理等関係業
務」という。）の範囲外であるにもかかわらず、甲株式会社については平成２３年３月、Ｂの代理人
として裁判外の和解契約を締結し、株式会社乙については平成２３年１月、Ｂの代理人として地方裁
判所に更生債権届出書を提出し、丙合同会社については平成２３年３月、書類作成者という名目で裁
判外の和解契約書を作成するなど、実質的な代理人としての関与をしたこと、
第２　対象司法書士法人は、平成２３年から平成２７年までの間、簡裁訴訟代理等関係業務の範囲外
であるにもかわらず、１６件（上記３件を含む。）について依頼人の代理人として裁判外の和解契約
を締結し、又は書類作成者という名目で裁判外の和解契約書を作成するなど、実質的な代理人として
の関与をしたこと
を理由に、平成３１年３月２７日付けで地方法務局長より平成３１年４月８日から業務停止１月の懲
戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和元年度
２年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
ることが相当である。

本件は、対象司法書士が、
第１（１）平成１６年１１月、Ａから、債務整理等に関する委任を受け、①Ａの債権者と裁判外の和
解交渉を行った結果、平成１７年３月から平成１８年５月までの間、債権者である甲株式会社、乙株
式会社、丙株式会社、丁株式会社の合計４社から過払金合計２１４万円が返還されて対象司法書士の
銀行預金口座に振り込まれ、②Ａの債権者株式会社戊の更生債権の届出をし、平成２４年１月、弁済
金４万３３６９円が対象司法書士の銀行預金口座に振り込まれ、（２）平成１６年１２月、Ｂから、
債務整理等に関する委任を受け、Ｂの債権者と裁判外の和解交渉を行った結果、平成１７年３月、債
権者である乙株式会社から過払金５０万円が返還されて対象司法書士の銀行預金口座に振り込まれた
にもかかわらず、Ａ及びＢから求められるまで、上記過払金及び弁済金総額２６８万３３６９円の清
算を行わず、平成２５年にＡ及びＢと示談するまで清算金を返還しなかったこと、
第２　依頼者から預かり、又は依頼者のために預かった金銭の保管の記録を作成していないこと、
第３　平成１８年頃から平成２６年まで事件簿を作成していないこと、報酬基準表を開業時から６か
月間は作成していたが、それ以降は作成していないこと、
第４　管轄法務局及び所属司法書士会から、司法書士法施行規則第４２条第１項及び第２項に基づく
関係資料の提出を求められ、その提出の約束をしたにもかかわらず存否を明らかにせず提出しなかっ
たこと、
第５　平成１８年以降、所属司法書士会に対し、対象司法書士の依頼者から、債務整理事件の処理に
関して、事件放置などの苦情が多数申し立てられており、対象司法書士の業務遂行において、適切と
は言い難い事務処理も見受けられること
を理由に、平成３１年２月１４日付けで地方法務局長より平成３１年２月１４日から１年６か月の業
務停止の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度
２年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
ることが相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　株式会社Ａとの間で、自社ビル等の不動産売買契約の成立についての委任契約を締結したとこ
ろ、着手金及び報酬の請求権が発生していないにもかかわらず、平成２７年５月２１日、Ａ社の同意
を得ることなく、Ａ社が自己の債務整理を依頼していたＢ弁護士宛てに、Ａ社がＢ弁護士に預託して
いた１０００万円から６００万円をＡ社名義の口座に振り込むよう要求する内容の文書をファックス
で送信し、また、同年６月２日、自己の事務所でＡ社代表者Ｃと面談した際、上記自社ビル等の売買
の着手金として４５０万円余の支払を催促請求したこと
を理由に平成２９年１１月１日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受け、
第２　株式会社Ｄに対して民事調停を申し立てていたところ、（１）株式会社Ｄの法律上の代表者で
はないＥを実質上の代表者と決めつけて、上記調停を有利に解決しようとして、自己がＥ個人に有し
ていた貸金債権の一部を知人Ｆ及び自己の法律事務所の元事務員Ｇにそれぞれ無償譲渡した上で、平
成２８年２月１７日、ＦとＧの両名に依頼して、Ｄ社が上記調停に応じるように説得させるために、
Ｅの自宅を訪問させ、（２）ＥがＦ及びＧとの面談を拒否したことから、同日、一人でＥの自宅に出
向いて再びＥに面談を求め、Ｅがドアを開けずに面談を拒否したところ、更に面談に応じるように声
を発し、ドアを叩く等し、（３）また、同月２１日、Ｆを同行して再びＥの自宅を訪問して面談を求
め、Ｅが面談を拒否したが帰らず、Ｅの自宅のドアを叩いたりしたことなど
を理由に平成３０年７月４日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度

センター相談登録契約、事務
所相談登録契約、受任予定者
契約、受託予定者契約、一般
国選弁護人契約（普通国選弁
護人契約）、一般国選付添人
契約、日本弁護士連合会委託
援助業務に係る事務の取扱い
に関する契約については、２
年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとり、国選
被害者参加弁護士契約につい
ては、２年間の契約締結拒絶
期間を設定することが相当で
ある。

本件は、対象弁護士が、（１）Ａとの間で、平成２２年５月１４日から平成２７年１１月９日まで
に、Ａの母の遺言についての検認申立手続ほか４件の法律事務を受任し、委任契約を締結したが、上
記各法律事務に関して、委任契約書を作成しなかったこと、（２）平成２５年１１月１４日、Ａか
ら、同人から受任した相続全般に関する費用の預り金として５００万円を受領したところ、平成２８
年２月１日、Ａとの委任関係が終了したにもかかわらず、上記預り金について清算せず、返還しな
かったことを理由に、平成２９年１２月１２日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受
けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和元年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、司法書士法第３条第１項第６号ないし第８号に規定する業務（以下「簡裁
訴訟代理等関係業務」という。）を行うのに必要な能力を有する者として法務大臣の認定を受けた者
であり、ホームページや新聞において債務整理をする旨の広告を出して、依頼者を募集していたとこ
ろ、
第１　平成２３年５月、新聞広告を見て来所したＡの株式会社甲ほか１社に対する債務整理を受任
し、（１）株式会社甲にＡの取引履歴を開示するように求め、開示された取引履歴に基づき、法定利
息による引き直し計算を行い、過払金及び利息を含め２，９０５，４３２円であることを確認したこ
と、（２）平成２３年９月付けで、地方裁判所に原告をＡ、被告を株式会社甲とし、送達場所を対象
司法書士の事務所とする過払金の不当利得返還請求訴訟の訴状を作成し、「Ａ」という押印をして提
訴し、その後、平成２３年１１月から平成２４年２月までの間に３回、Ａのために準備書面を作成
し、「Ａ」 という押印をして地方裁判所にＡ名義で提出し、訴状及び準備書面の内容について、裁
判所に提出する前にＡの確認を得ることはしないで、実質的な代理人として関与したこと、（３）Ａ
が株式会社甲との間で和解し、和解金として１８０万円を受領したことから、契約に基づき成功報酬
として６３万円を受け取ったが、その際、正副複写式ではない領収書を使用して領収書をＡに交付し
たこと、
第２　平成２４年３月、Ｂの複数の債務者に対する過払金返還請求を受任し、
（１）Ｂの開示された取引履歴に基づき法定利息による引き直し計算を行い、１，４００，０００円
を超える ２，９７５,６５６円が過払いになっていることを確認したこと、（２）対象司法書士の補
助者が、平成２６年６月付けで、乙株式会社に対し、２，９５０，０００円の過払金返還で和解する
ことを提案する和解申入書を送付し、当該書面には「当職としては貴社に対し２，９５０，０００円
で和解することを提案する。」とＢに代わり対象司法書士が請求を行っている文言が記載されていた
こと、（３）上記２の行為について、平成２９年６月付けで所属司法書士会から注意勧告処分を受け
たこと、
第３　第１、第２のほかにも、平成２３年当時、数十件の債務整理の事件を受任していたが、本人訴
訟となった場合、本人に署名及び押印をさせず、印鑑を対象司法書士の事務所で用意し、又は預かっ
た上で押印し裁判所に書面を提出していたこと
を理由に、平成３１年２月２７日付けで地方法務局長より同年２月２８日から３か月の業務停止の懲
戒処分を受けたもの。

令和元年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
(1) ア　Ａから、平成２７年４月３０日に亡夫Ｂの遺産に係る遺産分割事件を、同年５月２７日にＢ
に対する自殺幇助の被疑事件を、同年７月２８日に詐欺に係る損害賠償請求被告事件をそれぞれ受任
したが、いずれも委任契約書を作成しなかったこと、また、同年６月頃にＡの父であるＣからＡを被
疑者とする詐欺事件に係る弁護活動を受任したが、捜査段階に関する委任契約書は作成したものの、
公判弁護活動に関する委任契約書を作成しなかったこと、
イ　上記詐欺事件、上記損害賠償請求被告事件等の各相手方との示談等に必要な金員を得る目的で、
ＡからＢの勤務先に対する死亡共済給付金等の支給手続を受任したが、速やかに着手せず、遅滞なく
処理しなかったこと、
ウ　上記詐欺事件についてＡが情状弁護を希望していたにもかかわらず、被害弁償に関する諸事情の
立証その他情状に関するＡとの打合せ等の弁護活動に十分に取り組まなかったこと、
エ　上記詐欺事件について、一定の回数はＡと接見したものの平成２８年２月２４日に開かれた第６
回公判期日以降は、弁護人として接見が求められる時機に必要な接見を行わなかったこと、上記期日
の前日の接見時やその後のＡからの手紙等によりＡの強い保釈希望を認識しており、また、同年３月
１７日にＣから身柄引受書を取得していたにもかかわらず、同年５月２日まで保釈請求手続を執らな
かったこと、
オ　Ｃに対し、上記損害賠償請求被告事件について、平成２８年３月１７日付け請求書をもって着手
金等３２４万円を請求したが、金額の具体的根拠、算定方法等を示さなかったこと、
カ　Ａ及びＣから平成２８年６月４日付け文書をもって書類の返還等を求められ、その頃までに上記
各委任契約が終了したにもかかわらず、起訴状等の預り書類４点を返還しなかったこと、
(2)　Ｄから、平成２７年１１月１８日に、Ｄを相手方とする遺産分割調停事件を受任し、着手金２
８万円のうち２０万円を受領したが、上記調停事件が平成２８年２月頃に取り下げられてから間もな
く、Ｄから上記調停事件と被相続人及び遺産を同じくする遺産分割調停事件の申立てについて依頼を
受けて了承したことにより、上記受任に基づく委任関係が継続していたにもかかわらず、同年６月頃
から何度となく電話による問合せを受けたがこれに対応せず、調停申立ても行わなかったこと、
(3)  平成２７年１２月頃、Ｅから、離婚した元夫に対する養育費請求事件を受任し、日本司法支援
センターへの代理援助申込みの手続をすること等も契約内容とする委任契約を締結したにもかかわら
ず、日本司法支援センター所定の手続及び養育費の支払実現に必要な法的手続をおよそ半年間行わ
ず、Ｅからの問合せ等にも対応しなかったこと、また、Ｅから内容証明郵便により書類の返還を求め
られたにもかかわらず、平成２８年１１月に懲戒請求されるまで返還しなかった、
(4)  平成２８年９月２９日、Ｆから、遺産分割事件について受任し、着手金等として２７万円を受
領したが、遅滞なく着手せず、進捗状況の問合せに対し多忙等を理由に説明の機会を設けなかったこ
と、また、所属弁護士会に対してＦが申し立てた紛議調停の期日に欠席し、紛議調停による解決に努
めなかったこと
を理由に、令和元年５月９日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和元年度
１年６か月間の契約締結拒絶期
間を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴  平成１３年頃から平成２０年頃までの間、３件の成年後見人等に就任　したものの、関係者から
裁判所に対し対象弁護士と連絡を取ることができない等の苦情が複数回にわたり寄せられ、裁判所か
ら対象弁護士に対する連絡等にも対応せず、その結果、平成２７年９月２日頃裁判所から成年後見人
を解任されたこと、
⑵  平成２４年８月から平成２７年１０月までの３年間にわたり、受任事件の長期間放置、対象弁護
士と連絡を取ることができない、受任事件について説明義務を尽くさない、事件関係資料を返還しな
い等の問合せや苦情が合計７件所属弁護士会の市民窓口に寄せられて、同年８月６日及び同年１１月
５日に所属弁護士会から苦情申出に係る事件の速やかな処理や預り品の返還等に対応し、併せて事情
を報告するように各書簡で求められたにもかかわらず、一切回答しなかったこと
を理由に、平成３０年１０月２７日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度
２年６か月間の契約締結拒絶期
間を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象司法書士が、
第１　１　平成２０年３月８日、仲介者Ａの紹介で、依頼者Ｂから消費者金融会社に係る債務整理事
件を受任し、平成２０年５月１５日から同年７月３日までの間に消費者金融会社４社と過払金返還の
和解をし、過払金２６４万円のうち、Ｂへの返還金として、１４３万６５００円をＡに送金したが、
ＡからＢに返還金は支払われなかったところ、過払金を受領したことをＢに報告せずに、かつ、本件
債務整理に関する着金確認など必要な経過報告を怠ったこと、
２　少なくとも、最後に過払金を受領した平成２０年７月３日からＢに示談金１７０万円を支払った
平成２６年１０月１日までの約６年間、Ｂに対する清算事務を行わなかったこと、
３　司法書士会綱紀調査委員会から調査のために４回にわたって出頭を求められたにもかかわらず、
出席したのは平成２６年１２月１８日の１回のみで、２回は理由もなく無断で欠席し、同委員会から
提出を求められた資料も提出せず、また、法務局における調査においても、対象司法書士の供述を裏
付ける資料の提出を求めたにもかかわらず、提出しなかったこと、
第２　１　センターと「民事法律扶助業務に係る事務の取扱いに関するセンターと弁護士・司法書士
等との契約条項」（以下「契約条項」という。）による契約を締結し、１８件の民事法律扶助業務に
係る事件の援助開始決定を受け、そのうち１７件について法律扶助に基づく立替金が対象司法書士の
口座に振り込まれたが、上記の１８件のうち、少なくとも２件について、契約条項第２４条及び業務
方法書第４５条に違反し、地方事務所長の承認なく、直接、被援助者から報酬金等４６万６２５０円
を受領したこと、
２　上記１以外に、センターが行った調査で判明している３件の立替金以外の報酬金約１８万円につ
いても、返金しなかったこと、
３　上記１のほか１件については、破産申立ての書類作成の依頼を受けている被援助者Ｃから、報酬
ではなく対象司法書士の補助者に対する借入金の返済として、約２０万円受領しており、また、補助
者の供述やＣの回答によれば、Ｃに対する対応は補助者が中心に行っており、対象司法書士は対応し
なかったこと、
を理由に、令和元年７月３１日付けで地方法務局長より同日から業務停止２か月間の懲戒処分を受け
たもの。

令和元年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、弁護士でないＡと雇用契約を締結していないにもかかわらず対象弁護士の法
律事務所の事務局長と称させ、Ａが依頼者から直接相談を受けて受任し、対象弁護士との間で着手金
及び報酬金を一定の割合で分配していたところ、Ｂからの損害賠償請求事件に関する相談を最初から
Ａ一人で対応させ、Ａに、対象弁護士名義で相手方に賠償金の支払を求める書面の作成や訴状を作成
して訴訟提起するなどさせて、自己の名義を利用させたことを理由に、令和元年５月２０日付けで所
属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度
２年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成１７年６月頃、Ａから債務整理及び破産申立ての委任を受け、弁護士費用として３５万円を
分割で支払を受けたところ、それらの速やかな着手等ができない事情が認められないにもかかわら
ず、少なくとも８年にわたり過払金返還請求の訴訟提起を行わず、その結果、時効消滅により請求棄
却の判決を受け、また、Ａが新たにＢ弁護士に依頼をする平成２９年１０月に至るも破産申立てを行
わなかったこと、
⑵　上記⑴の訴訟の経過及び結果についてＡに対して十分な報告を行わず、また、上記⑴の破産申立
てに関してＡに対して債務の状況についての報告も行わなかったこと、
⑶　Ｂ弁護士から上記⑴の委任契約を解除する旨の通知を受け、預り書類等の引継ぎを求められたに
もかかわらずこれに応じず、Ａから支払済みの弁護士費用の返還等を求められた訴訟において認容判
決を受けたにもかかわらず、弁護士費用の清算を行わなかったこと、
を理由に、令和元年６月５日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和元年度
１年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが相
当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　平成２５年１２月２１日、不動産売買の仲介業務等を営むＡに紹介した依頼者の不動産売買契
約締結の場に対象弁護士が雇用する事務職員Ｂを立ち会わせたところ、その指導監督を怠り、その結
果、同日、ＢがＡにアルバイト代金として３万円を請求して受領したこと、
第２　Ａに依頼者を紹介し、Ａの媒介によって不動産売買契約が成立してその決済も終了した後、平
成２６年１月１７日にＡから上記契約成立等に対する謝礼の趣旨が含まれている１３万２７０６円を
受領したこと、
第３　Ｂに対する指導監督を怠り、その結果、Ｂは対象弁護士がＡに紹介した依頼者からＡに清掃作
業を受注させた上で、その仕事をＢに下請けに出させて報酬として平成２８年６月３０日付けで１３
万円を受領し、また、対象弁護士の依頼者からＡが２０万円の費用で処分業務を受注して、Ｂは何ら
の作業を行わないにもかかわらず、そのうち５万円をＢに支払うよう要求したこと、
第４　Ａに依頼者を紹介し、Ａの媒介によって不動産売買契約が成立してその決済も終了した後、平
成２８年８月２４日及び同月２９日に、ファクシミリによる書面でＡに対して、上記売買契約につい
ての仲介手数料の１５パーセントを支払うように請求したこと
を理由に、令和元年７月２２日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

令和元年度
６か月間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとることが
相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２９年６月２９日、代理人として家庭裁判所の調停期日に出席し、調停
室内において調停委員Ａ及びＢ 、調査官Ｃと机を囲んで着席して、Ａ及びＢと事件の内容に関して
議論をしていたところ、この議論に加わったＣと言い合いとなって立腹し、上記机の端を両手でつか
み、これを持ち上げて傾け、その後手を離した際にＡが机に置いていた書類等が床に落下し、ずれた
机がＡの腹部に当たったことを理由に、令和元年７月２６日付けで所属弁護士会から業務停止１月の
懲戒処分を受けたもの。

令和元年度
３か月間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象司法書士が、
第１ Ａ名義の土地及び建物に設定された抵当権の抹消登記の申請を依頼されたものであるが、登記
権利者となるＡは平成１３年に死亡していたにもかかわらず、平成２７年４月、抵当権抹消登記の代
理申請を行い、登記を完了させたものであり、登記権利者の本人確認及び意思確認を怠ったことは明
らかであること、
第２　所有権移転登記の代理申請を行うに当たり、平成２９年１１月に株式会社Ｂにおいてなされた
代金決済及び平成３０年３月に株式会社Ｂにおいてなされた代金決済の合計２件の立会業務につい
て、対象司法書士の補助者を立ち会わせ、それぞれ所有権移転登記の代理申請を行ったことを
理由に、令和元年８月５日付けで地方法務局長より令和元年８月１３日から業務停止２週間の懲戒処
分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和２年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａの株式会社Ｂに対する貸金返還請求訴訟事件等においてＢ社の代理人を務めていたところ、Ｂ
社の監査役でありＡの取締役でもあったＣが監査役としての適格を有しているかなどの判断資料とす
ることを目的として、平成２５年９月頃に申し出た弁護士会照会によって得たＣの診療情報をＢ社に
対して開示するに当たり、上記診療情報が上記目的のために取得されたものであり、かつ、Ｃのプラ
イバシーに関わる情報なのであるから、Ｂ社によって目的外使用されないよう特に注意を払う必要が
あったにもかかわらず、目的外使用されることを防ぐための措置を何ら講じなかったこと、Ａの代理
人からの通知等により、Ｂ社が上記診療情報を目的外使用していることを知ったのであるから、Ｂ社
に対し目的外使用をやめるよう要請するなどの措置を採ることができたにもかかわらず、何らの措置
も採らなかったこと、
⑵　平成２５年５月９日から平成２７年６月１９日までの間にＢ社と締結したとする５件の委任契約
の内容が虚偽であるにもかかわらず、上記委任契約に基づく着手金、日当等合計３０８３万５７１６
円が未払であるとして、平成２８年９月１６日に内容虚偽の執行認諾文言付き公正証書を作成した
上、上記公正証書を用いて、ＡのＢ社に対する差押手続において配当要求を行い、ＡのＢ社に対する
正当な権利の実現を違法に阻害しようとしたこと
を理由に、平成３１年４月１７日付けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。

令和２年度
２年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
ることが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａの刑事事件の弁護人であったところ、Ａから、平成２９年８月の公訴提起の前に、被害者との
示談交渉の依頼を受け、その頃、被害者との接触を試み、電話をしたがつながらなかったことから、
その後は、同年１２月２９日に示談金５万円を支払うまで約４か月間示談交渉を行わなかったこと、
⑵　上記⑴の刑事事件に関し、１０万円を預かり、示談金として５万円を支出したが、預かり金の出
納を記録せず、預かり金の受払時に受取書を作成又は徴求しない等不適切な預り金の取扱いを行った
こと、
⑶　上記⑴の刑事事件に関し、Ａの保釈保証金に充てるため、Ａの母Ｂの代理人として一般社団法人
Ｃと平成２９年９月１５日、保釈保証金立替委託契約を締結し、Ｃ法人から送金を受けた立替金３０
０万円を裁判所に保釈保証金として納付したが、平成３０年２月１４日、裁判所から上記金員につい
て還付を受けたにもかかわらず、約定の期限までにＣ法人に返還せず、不法に領得したこと
を理由に、令和元年９月１７日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

令和２年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、Ａの成年後見人に選任され、平成２７年１１月からＡの財産管理等の業務
に従事していたところ、
⑴　対象司法書士の補助者であったＢが、平成２８年９月から平成３０年４月までの間、対象司法書
士の成年後見の業務上預かり保管中であったＡの銀行口座から１８回にわたり、キャッシュカードを
用いて出金して、総額５７０万円を着服し、自己のため費消したこと、
⑵　対象司法書士は、Ａとの定期面談、年１回の家庭裁判所への定期報告及び財産目録の作成等並び
に６か月ごとの公益社団法人成年後見センター・リーガルサポートへの業務報告を自身で行っていた
が、受任していた成年後見事件の財産管理業務のうち、出金・送金・通帳の記帳及び出納帳の記載等
の経理事務を、Ｂに担当させ、なお、キャッシュカードは、Ａの子に定期送金が必要なことから、対
象司法書士が、利便性を考慮し作ったものであるが、対象司法書士は、その送金事務をＢに任せてい
たため、Ｂに暗証番号を教えていたこと、
⑶　Ｂは、平成２８年９月に初めて着服して以降、着服していた銀行口座の通帳記帳を一切行わず、
キャッシュカードによる不正な出金を繰り返していたが、対象司法書士は、Ｂの報告を信じ、自ら同
銀行口座の出金履歴を確認していなかったこと、
⑷　対象司法書士は、事務所に権利書保管用の金庫を置いていたが、受任中の成年後見事件の通帳や
キャッシュカード等は、金庫外の段ボール箱に入れて保管していたこと
を理由に、令和元年１２月１９日付けで地方法務局長より同日から１か月間の業務停止の懲戒処分を
受けたもの。

令和２年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、平成２９年４月、Ａとの間で、任意後見契約及び死後事務委任契約を締結
したところ、
１　同年５月、Ａから本件死後事務委任契約履行のための預託金として、金５０万円を現金で預か
り、自己の財産と区別する方策を取らずに、事務所の金庫に保管していたこと、
２　Ａに対し、実際は、対象司法書士自身の夫に対する負債であったにもかかわらず、虚偽の説明を
して、同年６月、Ａから無利息、返済期間を８年とする約定で金８００万円を借り受け、金銭消費貸
借契約を締結したこと
を理由に、令和元年１１月２９日付けで地方法務局長より同日から３週間の業務停止の懲戒処分を受
けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和２年度
３年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２６年１２月分から平成３０年１月分までの所属弁護士会の会費及び特
別会費並びに日本弁護士連合会の会費及び特別会費合計１４６万２０００円を滞納したことを理由
に、令和元年１０月１日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。

令和２年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、平成２４年１１月、家庭裁判所の審判によりＡの成年後見人に選任され
て、Ａの財産管理等の業務に従事し、平成３０年にＡが死亡したことにより、Ａの相続財産を相続人
に引き継ぐまでの間、引き続きＡの相続財産管理等の業務に従事していたところ、その後、死亡した
Ａを名義人とする相続財産の預貯金を業務上預かり保管中、平成３０年６月から同年１０月までの
間、１１回にわたり、株式会社Ｂの支店ほか４か所において、自己の用途に消費する目的で、各口座
から現金を払い戻すなどして現金合計９３２万８４０８円を着服し、もってそれぞれ横領したことを
理由に、令和元年９月１８日付けで地方法務局長より令和元年９月１８日から業務禁止の懲戒処分を
受けたもの。

令和２年度
６か月間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象弁護士が、被告人Ａの覚せい剤取締法違反被告事件の控訴審の国選弁護人に選任され、
控訴趣意書の差し出し期間の最終日を令和元年８月１３日と指定されたにもかかわらず、同日までに
控訴趣意書を提出しなかったことから（以下、「本件期限徒過」という。）、措置の対象となる事案
である。
  本件期限徒過により、Ａの控訴は控訴棄却決定がなされ、同決定が確定したことが認められる。
国選契約弁護士は、被告人の防御権が保障されていることにかんがみ、その権利及び利益を擁護する
ため、最善の弁護活動に努めなければならず（法律事務取扱規程第４条第１４号）、被告人が控訴審
において実質審理を受ける権利は、憲法上および刑事訴訟法上保障された極めて重要な権利であると
ころ、対象弁護士の所為は、法律事務取扱規程第４条第１４号に規定する法律事務の取扱いに違反
し、その違反の程度が重大で、契約弁護士としての職責を著しく怠ったものと言わざるを得ないも
の。

令和２年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、平成３０年１月分から同年６月分までの所属弁護士会及び日本弁護士連合会
の会費を滞納したこと、令和元年８月末日時点において、上記会費を任意に支払わなかった期間が５
０か月に達していること、所属弁護士会からの懲戒手続及び所属弁護士会からの訴訟提起に基づく裁
判所からの呼出しにも無反応であること等を理由に、令和元年１１月２６日付けで所属弁護士会から
退会命令の懲戒処分を受けたもの。

令和２年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　株式会社ＡからＢ株式会社のＡ社らに対する所有権移転登記手続等を求める訴訟等への対応につ
き受任し、平成２６年１２月５日に成立した訴訟上の和解に基づきＢ社に支払うためにＡ社から合計
６４６０万円の送金を受けたが、Ｂ社が代理人弁護士を解任していたため、上記和解の条項にのっ
とって支払をすることができず、上記６４６０万円を預かったままとなっていたところ、平成２７年
７月１７日にＡ社が対象弁護士に対し一切の委任契約の解除を申し入れ、対象弁護士がこれに同意し
た後、明確な報酬合意がないにもかかわらず、弁護士報酬等との相殺を一方的に主張して上記６４６
０万円をＡ社に返還しなかったこと、
⑵　Ｃ株式会社がＡ社に対して提起した訴訟において、Ｃ社の要請に応じて、対象弁護士がＡ社の代
理人として活動してきた経過や職務上知り得た事実をかなり詳細に記載した陳述書を平成２８年１０
月２６日付けで作成し、Ｃ社はこれを証拠として裁判所に提出したこと、
を理由に、平成３０年９月１２日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和２年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、
第１   平成２６年６月、Ａからの秘密遺言証書作成依頼に際し、Ａから、登記済証や遺言証書を預
かったが、秘密遺言証書が作成された後もそれらを返還せず、Ａの代理人の弁護士からの内容証明郵
便での返還要請（平成２９年９月及び同年１０月）にも応じることなく、平成３０年３月まで、登記
済証等の返還を怠ったこと、
第２ １ 平成２０年４月頃、司法書士の業務を通して知り合ったＢから登記手続の代理業務を依頼さ
れ、会社設立登記、所有権移転登記等を完了させたほか、同年７月、Ｂからの依頼により寄託金４，
２５５万２，００５円を預かっていたが、Ｂが死亡した後、同年１０月下旬頃、Ｂの相続人であるＣ
と面会した際、Ｂから預かった寄託金の存在について伝えず、寄託金の存在が発覚した後もその寄託
金の一部を返還しなかったこと、
　２ 平成２４年１２月、地方裁判所において寄託金４，２５５万２００５円について、原告である
Ｃに対し返金を命ずる判決が言い渡され、同判決が確定した後も、令和元年５月まで、株式会社Ｄの
株式による代物弁済及び強制執行により寄託金の一部を弁済したが、寄託金の大部分は未払いであっ
たこと、
を理由に、Ｃとの間で示談書を交わしたことも考慮し、令和２年３月１７日付けで地方法務局長より
同年３月２０日から３か月間の業務停止の懲戒処分を受けたもの。

令和２年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａから受任した過払金返還請求事件について、平成２５年１２月２０日に、Ｂ株式会社と和解を
成立させたにもかかわらず、そのことについてＡに報告せず、和解書の原本も写しも交付しなかった
こと、また、平成２６年１月２８日に上記和解に基づいてＢ社から２０万円を受領したにもかかわら
ず、Ａに報告することなく、Ａから説明を求める文書がファックスで送付された際にも返答せず、４
年以上の長期間にわたり、預り金の清算と残金の返還をしなかったこと、
⑵　Ｃから受任した過払金返還請求事件について、平成２７年６月から同年１０月にかけて、貸金業
者３社との間で和解を成立させる等したが、Ｃに和解書を交付せず、上記和解等に基づいて受領した
合計９９０万円につき、２年近くにわたり、預り金の清算と残金の返還をしなかったこと
を理由に、令和２年２月１０日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

令和２年度

３か月間の契約の効力停止措
置をとることが相当である。
（措置の対象となる契約）
ア　民事法律扶助業務
　　センター相談登録契約
　　事務所相談登録契約
　　受任予定者契約
　　受託予定者契約

本件は、Ａの援助案件の受任者であった対象弁護士が、平成２８年１２月２１日付けのセンターの決
定により、預り金３３万３８６６円を報酬金２万２１９０円及びセンター立替残額のうちの２５万６
８４１円に充当し、残金５万４８３５円をＡに返還することが定められ、以降、Ａから再三の催促を
受けながら、平成２９年５月１２日に３万円を返還し、同年９月１３日に２万７０００円を送金する
までの間、Ａに対する返還義務を遅滞したため、措置の対象となる事案である。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

本件は、
第１　対象司法書士法人の代表社員である司法書士Ａが、対象司法書士法人を設立するまでは、自己
の個人事務所で司法書士業務に従事し、平成９年３月から平成１８年３月までの間、Ｂを補助者とし
て、また、対象司法書士法人は、平成１８年４月から平成２５年２月までの間、Ｂを補助者として、
業務の補助に当たらせており、
①　司法書士Ａは、平成１６年１０月頃、Ｃ弁護士から、Ｄが所有していた土地及び建物の持分１４
分の１に係る相続登記手続（以下「本件相続登記手続」という。）の申請のために必要な戸籍謄本等
を取得する依頼を受け、Ｂを同登記手続に関する担当者に選定し、Ｂは、連絡事務を行うことにな
り、さらに、司法書士Ａは、平成１６年１０月頃、Ｅ及びＦから、本件相続登記手続及びこれに付随
する事務を受任し、
②　Ｇは、Ｄの相続人ではないが、同人の子であるＨ、Ｉ及びＪの連絡役となっていて、平成１６年
１０月頃、Ｂに対し、「何のために戸籍を取ろうとしているのか。」と電話で問い合わせ、この電話
の後、Ｇは、かなりの頻度でＢに対し、Ｆらに対する不満や世間話を内容とする電話をかけるように
なったところ、
１　Ｂは、司法書士Ａから具体的な指示・命令を受けることなく、３回にわたりＦＡＸ送信書と題す
る文書をそれぞれ作成し、平成１６年１０月、平成１７年３月及び平成１９年９月、Ｇに対し、これ
らをファクシミリにより送信したほか、Ｉ宛ての文書についても自ら作成し、平成２０年４月、平成
２０年９月及び平成２０年１２月、これらを送付しており、対象司法書士法人は、特定の登記手続に
関する業務を補助者任せにしていたといわざるを得ないこと、
２　Ｂは、上記文書により、被相続人Ｄ及び被相続人Ｋの遺産分割協議において、対象司法書士法人
がＦの代理人であるかのような外観を作出し、Ｈ、Ｉ及びＪとの間で、同遺産分割協議の交渉を行
い、この交渉の中で、Ｂは、Ｈ、Ｉ及びＪに対し、本件土地及び本件建物のＤ及びＫの各持分に係る
相続分を譲り受けるための対価として、本件土地及び本件建物のＤの持分に係る相続分のみの代償金
を算定したにすぎないにもかかわらず、これがあたかも本件土地及び本件建物のＤ及びＫの各持分に
係る相続分の代償金であるかのような誤解を与えかねない説明をし、また、Ｂは、Ｈ、Ｉ及びＪに対
し、家庭裁判所での遺産分割調停及び審判手続によっても、上記提案内容とほとんど一緒の結果にな
ることと思われるとの見通しを伝え、上記の提案内容が客観的な観点からも合理性があるものである
かのような誤解を与えかねない説明をしており、Ｈらに予期しない不利益を及ぼしかねないものであ
る状態を、対象司法書士法人は放置していたこと、
第２  Ｆは、平成２１年１２月、Ｄ及びＫの遺産である本件土地及び本件建物の各持分について遺産
分割協議を成立させることを目的として、家庭裁判所に対し、Ｄ及びＫの相続人であるＬを不在者と
する不在者財産管理人の選任の申立てを行い、司法書士Ａは、同不在者財産管理人選任の依頼に応
じ、対象司法書士法人において同申立書面を作成し、家庭裁判所の審判によって、Ｌの不在者財産管
理人に選任され、
①  対象司法書士法人は、平成２２年、家庭裁判所に対し、Ｌの不在者財産管理人として、Ｄ及びＫ
の遺産分割調停の申立てをしたが不調となったため、遺産分割審判の申立てを行ったが、被処分者
（原文ママ）は、同審判の申立ての依頼に応じ、対象司法書士法人が同申立書面を作成し、同審判手
続において、Ｅは、同裁判所に対し、自身が本件土地及び本件建物の所有権を取得することに伴い、
Ｈ、Ｉ及びＪに対し代償金として本件土地及び本件建物の固定資産評価額に法定相続分を乗じた額の
金銭を支払う方針であるが、本件建物は老朽化が激しく、建物として利用することも売却することも
非常に困難であることを理由として、本件建物の評価については、０円で算定してほしい旨の平成２
３年６月付け上申書を提出し、
②  家庭裁判所は、平成２４年９月、対象司法書士法人に対し、Ｄ及びＫの遺産分割に関して、不在
者であるＬの相続分をＥに１００万
円で譲渡することを許可しており、
対象司法書士法人が、遺産分割協議をめぐって相続人の間で紛争が生じていることが明らかになった
にもかかわらず、本件相続登記の依頼者と利益が相反するおそれがある者の不在者財産管理人選任申
立書類を作成し、対象司法書士法人自らが同人の不在者財産管理人に就任した上で、遺産分割の調停
及び審判の申立てを行った行為は、Ｈらの信頼を損ない、職務の公正に疑いを生じさせるものと言わ
ざるを得ないこと、
第３　司法書士Ａは、Ｅ及びＦに対し、本件相続登記手続について、報酬合計６５万９，６００円か
ら５５万４，１６０円を値引きした１０万５，４４０円が報酬額であること、これに登録免許税又は
印紙税２９万９，２８８円と消費税を加えた請求額が合計４１万円であることを記載した平成２５年
２月付け請求書を発行し、ただし、同請求書は、後に受託内容が変更されたため、取り消され、司法
書士Ａは、受託内容の変更に伴い、Ｅ及びＦに対し、報酬合計４４万２，６００円から３７万１，９
２１円を値引きした７万６７９円が報酬額であること、これに登録免許税又は印紙税２３万８，７８
８円と消費税を加えた請求額の合計金額が３１万３，０００円であることを記載した請求書を平成２
５年１２月に発行しており、対象司法書士法人は、値引率約８４％を値引きしていて、いかなる算定
方法で報酬を値引きの表示をしたかは明らかでないことから、上記行為は、依頼者に対して過大な利
益を享受させるとの誤解を与えかねないものといわざるを得ないこと
を理由に、令和２年１月３１日付けで地方法務局長より令和２年２月１日から業務停止２週間の懲戒
処分を受けたもの。

令和２年度
１年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと

ることが相当である。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和２年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａ弁護士と共にＢの代理人として労働者災害補償保険の申請を行い、平成２７年５月２０日に不
支給の決定がなされたにもかかわらず、①Ｂに対し、審査請求ができることは伝えたものの、審査請
求をすること又はしないことの得失、審査請求の可能な期間を含む審査請求の手続等を十分に説明せ
ず、また、審査請求をするか否かについてのＢの意向を確認しなかったこと、②実際には上記不支給
の決定に対し審査請求を行っておらず、したがってその取下げも行っていないにもかかわらず、平成
２９年４月、具体的な日付が記載された労働保険審査請求書や労働保険審査請求取下書をＰＤＦファ
イルの形式で電子メールにより送信する等して、審査請求及びその取下げを行ったという事実に反す
る説明をＢに対して行ったこと、
⑵　平成２９年２月７日、Ａ弁護士と共にＢから損害賠償請求訴訟の上告審での訴訟追行を受任した
が、上告理由書及び上告受理申立理由書の提出期限を徒過し、その結果、かかる期限の徒過を理由に
上告及び上告受理申立ては却下されたこと、
を理由に、令和２年２月６日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和２年度
６か月間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　Ａ及びＢの父親Ｃが作成した遺言公正証書の内容を知っていたところ、平成２８年８月２日に
Ｃの相続が開始した後にＡが上記内容に反した相続登記手続を行うことを知りながら、その手続を行
う司法書士をＡに紹介してこれを支援したこと、
第２　Ｂの代理人弁護士から平成２８年８月２３日及び同年９月２９日にそれぞれ連絡を受ける等し
て、Ｂに代理人がいることを熟知していたにもかかわらず、各連絡に対する同年８月２６日付け警告
書及び同年９月３０日付け通知書をそれぞれ上記代理人と共にＢに対しても送付したこと、
第３　依頼者であるＤ所有の建物の売却に関して、Ｅの代理人弁護士から受任通知を受領する等して
Ｅに代理人がいることを熟知していたにもかかわらず、上記建物内のＥの荷物の搬出について相談し
たい旨持ち掛ける内容の平成２９年９月１日付け通知書をＥに直接送付したこと、
第４　平成２９年９月１７日、上記第３の建物について、荷物搬出業者を同道して来訪し、その建物
前にいたＥに対してその占有がないから荷物を撤去しても構わない旨を告げて建物内に入ろうとした
ことを理由に、令和２年９月１９日付けで、日本弁護士連合会から、令和元年７月１日付けの所属弁
護士会の告知による懲戒処分が変更された業務停止１月の裁決を受けたもの。

令和２年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること

が相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１
⑴　平成２３年８月頃、ＡからＡとＢとの間における交通事故に関する請求を受任し、Ｃから着手金
を受領したが、委任契約書を作成しなかったこと、
⑵　⑴の交通事故について、平成２４年７月６日、Ｂ及びＢが加入する保険会社との間において示談
を成立させ、同月１２日に示談金を受領したが、事前にＡ及びＣに対し示談内容を説明しなかった
上、事後にもＣに示談金の額を説明しただけで示談の内容を説明せず、承諾書の写しも渡さなかった
こと、
⑶　平成２４年８月頃、Ａに対し、⑴の交通事故について、相手方車両所有名義会社Ｄに対する請求
が可能であるとして訴訟提起を提案し、ＡからＤ社に対する訴訟を受任したが、委任契約書を作成し
なかったこと、
⑷　⑶の受任に当たり、Ｄ社が所有権留保特約付売主であるため自動者損害賠償保障法第３条の運行
供用者に該当しないことについて、調査を怠ったこと、
⑸　⑶の受任後、着手金等を受領したが、正当な理由なく、半年間事件に着手せず放置したこと、
⑹　⑸の着手金を返金し、その後、Ａに対し、⑴の交通事故について、Ｄ社に対する訴訟提起を提案
し、平成２５年１１月５日、Ａから訴訟提起を受任したが、受任に当たり、Ｄ社が所有権留保特約付
売主であるため自動車損害賠償保障法第３条の運行供用者に該当しないことについて、調査を怠った
こと、
⑺　Ｄ社を被告として訴訟を提起し、その後、平成２６年５月１日に取り下げたが、取下げに当た
り、Ａに対し、訴えの取下げの方針及び理由について報告せず、Ａと協議せず、Ａの同意なしに訴え
を取り下げ、また、報告もしなかったこと、
⑻　⑴の交通事故についてＢとの間において示談を成立させており、承諾書の清算条項により勝訴の
見込みがないことを知っていたにもかかわらず、Ａにそのことを告げず、平成２６年５月頃、Ｂに対
する訴訟提起を勧誘し、実費として１０万円を請求したこと、
第２  平成２５年６月４日から平成２６年６月４日までの間、元依頼者であるＥから４回にわたり合
計１４０万円を借り入れたが、Ｅからの度重なる催促にもかかわらず、平成３０年６月１５日に完済
するまで全く返済しなかったこと
を理由に、平成３０年９月１９日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和２年度
３か月間の契約の効力の停止
措置をとることが相当であ
る。

本件は、対象弁護士が、被援助者Ａの離婚等請求被告事件の受任者となり、センターから代理援助の
立替金を受け取りながら、これとは別にＡから、平成３０年３月３０日に弁護士会照会手数料の名目
で５４００円、同年４月６日及び１０月１６日に旅費等の立替実費を補填する名目でそれぞれ５万円
を請求し合計１０万５４００円を受領したことが判明したため、措置の対象となる事案。

令和２年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴  Ａの弁護人又は弁護人になろうとする者として、警察署の接見室及び拘置所の面会室内において
接見禁止中のＡと接見した際、防御上の必要性等がないにもかかわらず、対象弁護士が持参していた
携帯電話をＡに利用させ、外部の第三者と通話させたり、携帯電話で上半身裸のＡの体を写真撮影し
たり、Ａが示した書面を写真撮影して外部の第三者にメール送信したこと、
⑵  Ａの内妻Ｂが無免許運転による交通事故を起こしたことを受けて、平成２９年２月２０日頃、Ａ
と拘置所の面会室において接見した際、対象弁護士の携帯電話を用いてＡとＢと話合いをさせ、Ｂの
母ＣがＢの身代わり出頭することになり、Ａの要求でＣが出頭する際に同行したこと、
⑶  拘置所の面会室において、Ａと接見した際に対象弁護士の携帯電話でＡが作成した書面を撮影し
電子メールで外部の第三者に送信した行為が発覚し、Ａが懲罰を受けたことに対し、携帯電話の使用
事実を否定し、上記懲罰に抗議し改善是正を求め、改善是正がない場合は国家賠償請求訴訟等も辞さ
ない旨の通告書を拘置所の所長宛てに送付し、また、上記写真撮影の事実を否定し、拘置所職員が執
拗に扉を開け接見を妨害した等として抗議し、職員がそのような行為を繰り返す場合は国家賠償請求
訴訟も辞さない旨の通告書を拘置所の所長宛てに送付したこと、
⑷  拘置所の面会室においてＡと接見した際、Ａが作成した脅迫文言を含む書面を対象弁護士の携帯
電話で撮影し電子メールで外部の第三者に送信したこと、
⑸  Ｄを原告とする訴訟事件に関し、Ｄの意思を直接確認しないまま訴状及びＤの委任状を作成して
訴訟を提起したこと
を理由に、令和２年３月２４日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

令和２年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、平成２８年７月、Ａ及びその妻であるＢ（以下、それぞれを「Ａ」「Ｂ」
といい、両名を合わせて「Ａ、Ｂ」という。）から債務整理手続について相談を受け、Ａ、Ｂから自
己破産申立書類作成業務を受任し、Ａが同時廃止を前提とする自己破産の申立てを行い市から住宅扶
助を含めた生活保護を受給するに当たっては、Ａ、Ｂが居住していたＡ所有の自宅土地建物（以下
「本件不動産」という。）を売却する必要があったが、同年同月、生活保護の開始を受けたＡは、同
年９月中旬頃、本件不動産の売却に伴う転居先として申込みをしていた、家賃月額１万５，０００円
から２万円の市営住宅に当選しながら、引き続き本件不動産に居住したいと強く希望し、対象司法書
士に相談した上で、市営住宅への入居を辞退したところ、
（１）対象司法書士は、Ａ、Ｂが自己破産及び生活保護受給後も本件不動産に居住したいと強く希望
していることを受け、本件不動産を買い受けた後にＡ、Ｂに賃貸してくれる買主を探したが、容易に
見つからなかったため、対象司法書士の事務所に勤務するＣ司法書士に買主になってもらうことと
し、これを受けて、ＣとＡは、Ｃを買主、Ａを売主とする本件不動産の売買契約を締結し、平成２８
年度の不動産取得税の納税通知書に課税標準額として土地が１０５万９，０００円、建物が４３万
９，０００円と記載されていた本件不動産について、同年１０月、Ｃは、Ａに対して売買代金として
５０万円を支払ったが、この売買代金は、対象司法書士の妻であるＤがＣに貸し付けたものであり、
（２）同年１０月、ＣとＡは、本件不動産について、Ｃを賃貸人、Ａを賃借人、Ｄを管理人とし、賃
料の振込先をＤの預金口座とする賃貸借契約（以下「本件賃貸借契約」という。）を締結し、本件賃
貸借契約における賃料は、市からＡに対して支給され得る生活保護の住宅扶助の上限額と同額の月額
４万７，０００円であり、また、賃借人が１名になった場合、住宅扶助が減額されることに伴い、賃
料が減額後の住宅扶助の上限額と同額となる月額３万９，０００円に減額される旨の特約が付され、
（３）同年１１月、本件不動産について、Ｃを売主、Ｄを買主として、売買を登記原因とする所有権
移転登記がされ、これに伴い、本件賃貸借契約に係る賃貸人の地位をＤが承継し、その後、本件賃貸
借契約は、平成２９年にＡが死亡したことに伴い賃料が減額されたものの、Ａの死亡後も、少なくと
も、令和元年１２月までの間、ＤとＢとの間で継続しており、Ｄは、本件賃貸借契約締結後に発生し
た賃料を受け取っていることから（Ａ、Ｂは、平成２９年２月、対象司法書士の作成した申立書及び
添付書類をもって、同時廃止を前提とした自己破産の申立てを行い、同月に破産手続の開始決定及び
廃止決定を受け、同年４月に免責決定を受けた。）、
　①このような本件不動産の売買及び賃貸借契約等の一連の行為は、対象司法書士がＡ、Ｂから自己
破産申立書類作成業務を受任している中でなされたものであり、本件不動産はＡの主要な財産であっ
たこと、Ａ、Ｂが強く希望していたとしても、Ａは、Ｃと締結した賃貸借契約の家賃よりも安価な市
営住宅に当選して、本件不動産を賃借しなくても住居が確保できる状況にあり、対象司法書士やその
関係者が、依頼者であるＡとの間で、利益の相反する本件不動産の売買や賃貸借契約を締結しなけれ
ばならない正当な理由は認め難いこと、②対象司法書士は本件不動産購入に当たって、課税標準額よ
りも著しく安価な５０万円という売買価格を設定する一方、賃貸借契約においては、賃料を住宅扶助
の上限額に設定し、令和２年２月までの３年５か月ほどの間に合計１８０万７，０９６円を受領し、
結果として、依頼者との間で不相当不合理な契約を締結することにより、市の社会保障の財源の負担
をもって相当高額な利益を得ていたことなどを理由に、令和２年７月３０日付けで地方法務局長より
令和２年９月１０日から業務停止２か月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和２年度
１年６か月間の契約締結拒絶
期間を設定することが相当で
ある。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成１３年１２月２１日、Ａの成年後見人に選任され、Ａの財産と既に相続が生じていたＡの夫
であったＢの相続財産について、相互に混交しないよう管理する基礎的義務を負い、また、Ｂの相続
財産のうちＡ以外の相続人の所有に帰する財産に相当する財産を保全する等して、相続人らにいつで
も配当できる準備等をしておく必要があったにもかかわらず、Ｂの相続財産を精査して適切にＡとＢ
の財産を管理することをせず、また、Ａ以外の相続人の取得分の相続財産等を別途保管して適正に保
全せず、さらに、平成２５年７月１０日にＡが死亡して成年後見業務が終了した時点で、Ａ以外の相
続人との間でＢの相続財産を清算等しなかったこと、
⑵　Ａが死亡した後、ＡとＢの各相続財産について遺産分割を受任し、相続人全員の代理人であった
ところ、相続関係処理の方針をめぐって相続人間に意見の対立があり、遅くともＣから代理人を解任
された平成２９年１月２０日、またＤから代理人を解任された同月２５日の段階で共同相続人間の利
益相反が顕在化したにもかかわらず、全相続人の代理人を辞任しなかったこと、
⑶　上記⑵の遺産分割に関し、Ｃ及びＤとの間で委任契約を締結する際、委任契約書を作成しなかっ
たこと、
⑷　上記⑵の遺産分割に関し、Ｃ及びＤから委任契約を解除され、代理人の地位を失ったにもかかわ
らず、Ｃらが返還を求めた資料を返還しなかったこと、
を理由に、令和２年４月２０日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

令和２年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、Ａを債権者、Ｂを債務者とする建物収去命令等申立事件におけるＡの代理人
であったところ、Ａ側で執行事件を補助する立場にあるＣからＢの隣人であるＤが作成名義人となっ
ている陳述書の交付を受けたものの、この陳述書がＣによって偽造された可能性があることを容易に
想起することができたにもかかわらず、その成立の真正について調査を怠ったまま、平成２９年１月
４日、債務名義である和解調書に定める建物と上記申立事件の対象の建物が同一であることを明らか
にする目的で、真正な文書として裁判所へ提出したことを理由に、令和２年７月３０日付けで所属弁
護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和２年度
２年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成１９年頃、Ａ及びＢから過払金返還請求事件を受任し、相手方に対し回答を求めたものの、
遅くとも平成２３年頃以降、Ａらへの連絡を全く怠り、後任弁護士が事件を受任した平成２９年まで
事件処理を放置したこと、
⑵　平成２８年秋頃までに、Ｃから、その父と配偶者Ｄの婚姻が無効であることの確認請求事件につ
いて委任契約を締結し、平成２９年１月頃までの間、Ｃに対しＤやＤの代理人弁護士からの主張等を
連絡していたが、同年２月以降連絡をせず、Ｃからの連絡に対しても応答しない等３年以上にわたり
不応答を継続し、また、Ｃからの預り物の返還も行わず、委任契約上の事務の処理を行わなかったこ
と、
⑶　Ｅ及びＦから、平成３０年１１月頃、マンション管理士Ｇの紹介を通じてＥらが居住するマン
ションの管理者の解任請求訴訟手続を依頼され、かつ、速やかな提訴を求められた後、遅くとも平成
３１年１月下旬頃委任契約が成立し、同月２９日、Ｅから着手金等として１７万円の送金を受けたに
もかかわらず提訴を怠り、また、同年３月頃Ｇからの進捗状況の確認を受けた際、裁判所に訴状を提
出していないにもかかわらず裁判所から訴状の一部修正等を求められていると虚偽報告を行い、さら
に、上記修正等についてＧから説明文等を同月２７日付けメールで受け、Ｆから同年４月２０日に
ファックス送信を受ける等し、その後も令和元年７月９日まで何度も電話、留守番電話への伝言、対
象弁護士の法律事務所への訪問等の方法で連絡を受けたにもかかわらず、応答しなかったこと、
を理由に、令和２年４月１０日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和３年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　成年後見人に選任されながら任務懈怠によって裁判所から職務を解任された上、後任の成年後見
人であるＡ弁護士に対し引継ぎをしなかったこと、
⑵　事件処理のためにＢから預かった資料原本を事件終了後も返還しなかったこと、
⑶　債務整理事件の受任通知を送付した後、債権者であるＣに対し、破産申立てをしていないにもか
かわらず申立てをした旨の不実の報告をしたこと、
を理由に、令和２年６月２９日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
注意の措置をとることが相当
である。

本件は、センターの常勤弁護士である対象弁護士が、被援助者Ａの不法行為に基づく損害賠償請求事
件の受任者となり、病院からＡの配偶者の診療記録等を取り寄せ、平成３１年４月２５日、センター
の地方事務所長に追加費用５８００円の支出の申立て（業務方法書第５０条）を行っていたところ、
地方事務所長の決定が行われるよりも前の同年５月２４日、Ａから同事件に関する診療記録複製料等
として１万０８００円を受領していたことから、措置の対象となった事案。

令和３年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１　その法律事務所の事務員としてＡ、Ｂ及びＣを雇用していたが、平成２６年４月に支払うべき
賃金の全部又は一部を支払わず、同月３０日に対象弁護士が唯一の社員となって弁護士法人を設立し
た後も事務員として勤務していたＡらに対し、９か月又は１０か月分の賃金を支払わず、法人設立前
の未払賃金については対象弁護士単独で、法人設立後の未払賃金については弁護士法人と連帯してＡ
らに支払えとの判決を受けた後も、これを支払わなかったことを理由に、令和元年１０月２８日付け
で所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受け、
第２
⑴　平成２７年にＤから依頼を受けたＥとの示談交渉につき、Ｅの要求、主張、それに対する回答内
容などを把握することなく、弁護士法第７２条から第７４条までの規定に違反すると疑うに足りる相
当な理由のあるＦに、文書のやり取りのみならず、面談や電話での交渉等を行わせたこと、
⑵　Ｄから依頼を受けた債務整理事件等につき、平成２９年５月頃から、Ｆに、債権者の代理人で
あったＧ弁護士との間で、文書のやり取りのみならず、面談や電話での交渉等を行わせたこと、
⑶　平成２９年５月頃にＨ弁護士が原告の代理人として提起し、対象弁護士が被告の代理人に就任し
た損害賠償請求事件につき、Ｆに、Ｈ弁護士との間での文書のやり取りのみならず、面談や電話での
交渉等を行わせたこと、
⑷　Ｉから依頼を受けた刑事告訴事件につき、ＦにＩの供述書の原稿を作成させ、また、重要な証拠
となるキャッシュカード及び利用明細書を受け取らせ、保管させたこと
を理由に、令和２年２月２８日付けで所属弁護士会から業務停止１年の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、①令和２年２月２２日付けのＡ名義の署名を記載した援助申込書をセン
ターに提出して法律相談費を請求し、②同年５月１日付けのＢ名義の署名を記載した援助申込書をセ
ンターに提出して法律相談費を請求したところ、これらは電話での相談であり、当時、法律相談援助
の対象となる面談での相談によるものではなかったことから、措置の対象となった事案。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和３年度
６か月間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象司法書士が、（１）①平成４年から付き合いのある土地家屋調査士（以下「関与調査
士」という。）からの紹介を受け、平成２５年１２月、法務局の支局に対し、Ａの所有する土地７筆
について、Ａを贈与者とし、Ｃを受贈者とする登記申請（以下「本件登記申請１」という。）を行っ
て登記を完了させ、②関与調査士からの紹介を受け、平成２９年５月、法務局の支局に対し、Ａの所
有する土地１０筆について、Ａを贈与者とし、Ｃを受贈者とする登記申請（以下「本件登記申請２」
という。）を行って登記を完了させたところ、Ａ及びＣと面識はなかったものの、関与調査士から、
ＣはＡの同居の親族であり、贈与についてＡの推定相続人の了解も得られているとの説明を受けてい
たことから、それを信じ、本件登記申請１及び本件登記申請２を行うに際し、Ａ及びＣの本人確認及
び登記申請意思の確認を行わなかったこと、（２）関与調査士からの依頼事件が平成４年から平成２
０年頃までは年間３０件程度、平成２１年からは年間１０件から２０件程度あるところ、これらの事
件のうち、立会決済が必要となった事件以外の事件については、本人確認及び登記申請意思確認は
行っておらず、また、その事件について本人確認記録も作成していない旨を自認したことなどを理由
に、令和２年９月２４日付けで法務大臣より同年１０月１日から２週間の業務の停止の懲戒処分を受
けたもの。

令和３年度
１年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
ることが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２４年にＡの児童ポルノ禁止法違反等の刑事事件の弁護人になった後、同年３月にＡとの間
で法律顧問契約を締結したが、同契約締結当初から、Ａが成人男性向けのＤＶＤに出演させるという
本当の目的を隠し、コスプレモデル募集等の虚偽のウェブサイトを開設して、１８歳、１９歳を含む
若年女性を反復継続して募集していたこと、応募してきた女性に性交あるいは性交類似行為を伴うア
ダルトＤＶＤに出演させていたことを認識していたにもかかわらず、顧問弁護士として職業安定法に
よる規制について必要な調査を行わず、また、このような違法又は不正な募集行為をやめるようＡに
助言等することなく、法律顧問契約を維持し、Ａが当該ＤＶＤに出演した女性との間で、強要された
という主張がなされてトラブルになった際には、顧問弁護士としてその処理に当たるつもりでいたの
であり、実際にもその処理に従事したこと、
⑵　対象弁護士が職業安定法第６３条第２号の規定を知らなかったとしても、Ａの違法又は不正な募
集行為に加担し、それを助長していたと認められること
を理由に、令和２年１１月１３日付けで、日本弁護士連合会から、同年１月付けの所属弁護士会によ
る戒告の懲戒処分が変更された業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度

センター相談登録契約、事務
所相談登録契約、受任予定者
契約及び一般国選弁護人契約
（普通国選弁護人契約・一括
国選弁護人契約）については
３年間の契約締結拒絶期間を
設定し、日本弁護士連合会委
託援助業務に係る事務の取扱
いに関する契約については３
年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとることが
相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成１７年１１月頃、Ａから破産手続開始申立てを行う方針で債務整理を受任し、Ａとの間で実
費等を含む着手金を分割で支払うことを合意したが、Ａがこの分割金を全く支払わなかったため、債
権者であるＢ株式会社が対象弁護士に和解の連絡をしても弁護士費用の未納等を理由に事案の対応を
せず、約１３年間放置したこと、
⑵ア　平成１９年１０月頃、Ｃから債務整理事件を受任し、破産手続開始及び免責を申し立てる方針
であったにもかかわらず、平成２９年　１１月２８日の委任契約解除に至るまで申立てを行わず、債
務整理事件の処理を怠ったこと、
イ　Ｃが平成２４年にＤ株式会社から、平成２７年にＥ協会からそれぞれ債務の履行を求める訴訟を
提起された際、これまでの事情及び事実関係並びに債務整理事件に関する手続の見通しなども含めて
説明した上で、訴訟事件の受任の可否及び訴訟対応について了解を得るべきであったにもかかわら
ず、それらをせずにいずれの訴訟事件も受任し、裁判所に訴訟委任状や答弁書を提出することもせず
に期日に欠席し、漫然とＣ敗訴の判決を確定させたこと、
ウ　平成２７年１０月頃、Ｃに一切の説明をすることなく、Ｅ協会に対し、Ｃ及びその妹Ｆの代理人
として、ＦがＣの債務の履行を引き受け、毎月４万円ずつ履行することを約する内容の念書を提出し
たこと、
⑶　平成２３年７月頃、Ｇから任意整理を内容とした債務整理事件を受任したが、債権者から消滅時
効期間前に時効中断手続として訴訟提起等がなされた場合、それまでの間に生じた遅延損害金の負担
が生じる可能性があることなどの不利益について説明する必要があったにもかかわらずこれを怠り、
また、その事件につき適切な報告をしなかったこと、
⑷　平成２９年６月２３日、Ｈから土地所有権確認等請求訴訟を受任し、着手金５０万円を受領して
訴訟代理人として口頭弁論期日に出廷する等していたが、同年９月１８日に面談した後、Ｈに連絡を
取った上で訴訟経過の報告及び説明を行い、Ｈと協議を行う必要性が高かったにもかかわらず、約５
か月もの間、事件の経過に関する報告や説明を怠り、また、協議を行わなかったこと、
⑸　Ｉから婚姻費用分担調停申立事件等を受任したところ、平成３０年１１月１２日の調停期日の後
頃から、Ｉが連絡を試みたが対象弁護士と連絡が取れず、苦情の申出を受けた所属弁護士会の市民窓
口の対応者から連絡を受けた平成３１年１月９日以降もＩに連絡をしなかったこと、また、上記調停
申立事件につき、同年１月４日付けで、Ｉが相手方に対し毎月９万円を支払うこと等を内容とする調
停に代わる審判がなされ、その頃、審判書が対象弁護士に送達されたが、これをＩに送付せず、その
結果、Ｉが上記審判に対する不服申立ての機会を失ったこと
を理由に、令和２年７月２０日付けで所属弁護士会から業務停止８月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和３年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、弁護士法第７２条に違反するＡの指示の下、電話勧誘スタッフが電話により
顧客を対象弁護士のみが所属する法律事務所に誘導して面談予約日を入れ、予約日に対象弁護士が面
談場所に出向き委任状を取り付け受任するとの一連の流れを認識しつつ、その体制に組み込まれたま
ま漫然と受任業務を継続し、その体制を前提に、平成２９年４月頃から、電話勧誘スタッフが実際に
は対象弁護士とは関係のないＢ法律事務所の名前を使って電話をしていることを黙認していたとこ
ろ、同年５月２３日、Ｂ法律事務所の関連事務所であるかのような電話勧誘により対象弁護士の事務
所に誘導され電話してきたＣに対応し、その事実を知りながら過払金返還請求事件受任のための面談
の予約を取り付ける業務を行ったことを理由に、令和２年７月２８日付けで所属弁護士会から業務停
止１年の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａから残業代請求事件を受任して、平成２６年６月１６日に訴訟を提起したが、Ａに進捗状況に
ついての報告等を行わず、また、平成２７年１２月２１日、それまでの経緯の報告や協議を行うこと
なく裁判上の和解を成立させ、これをＡに報告せず、さらに、解決金として受領した２７３万０３０
８円をＡに渡さなかったこと、
⑵　Ｂから残業代請求事件を受任して、平成２９年１１月９日に訴訟を提起したところ、平成３０年
２月１日頃、Ｂから７００から８００万円程度支払ってもらえるのであれば和解に応じてもよいと伝
えられていたにもかかわらず、同年４月２７日、Ｂに無断で和解金を４００万円とする等の裁判上の
和解を成立させ、これをＢに報告せず、上記和解金を着服し、また、同年１０月１１日、Ｂとの間
で、対象弁護士がＢに対して解決金として総額７００万円を支払うこと等を内容とする合意書を作成
したにもかかわらず、同日に１００万円を支払ったのみで、残金６００万円については支払を行わな
かったこと、
を理由に、令和２年３月４日付けで所属弁護士会から除名の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　法律事務所を共にするＡ弁護士らと共に、有限会社Ｂ及びその他２社との間で再生手続開始の申
立て等の委任契約を締結し、Ｂ社の申立代理人として上記申立てをしたが、Ｂ社から上記委任契約を
解除されたため、平成２６年７月１日に申立代理人を辞任したところ、その後、Ｂ社らが破産手続開
始決定を受け、それぞれの破産管財人が株式会社Ｃに対し、対象弁護士が上記委任契約を締結してい
る間に行われたＢ社らからＣ社に対する送金等に関して否認権等を行使して金員の支払を求める訴訟
等につき、Ｃ社から委任を受けＣ社を代理して訴訟行為を行ったこと、
⑵　ＤがＥに３億円を贈与する旨の贈与契約を締結したことにつき、Ａ弁護士の方針の下、Ｄと面談
の上贈与契約書を起案するなど、その締結に関与したにもかかわらず、Ｄの死亡後、平成２９年４月
３日にＡ弁護士らと共にＥから委任を受けて訴訟代理人となり、Ｄの妻であるＦがＤの財産全部を包
括して相続した者であると主張して、Ｆに対し上記贈与契約に基づきＥに３億円を支払うよう求める
訴訟を提起し、訴訟行為を行ったこと、
を理由に、令和２年３月２５日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度

３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。
（措置の対象となるべき契
約）民事法律扶助契約

本件は、対象弁護士が、Ａの法律相談援助を令和元年６月２１日の１回しか実施していないにもかか
わらず、同年７月４日及び同年７月３１日にも実施した旨の虚偽の内容を記載した法律相談票をセン
ターに提出し、過大な法律相談費合計１万０８００円（民事法律扶助業務運営細則第１２条１項、同
細則別表１の１（件数制）が定める２件分）の請求を行ったことから、措置の対象となった事案。

令和３年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２８年５月１６日、詐欺被疑事件の被疑者Ａの私選弁護人に選任された
ところ、Ａからの逮捕勾留を知られたくないとの要望を受けて、Ａが逮捕される以前から架空の会社
への追加出資金として５００万円が必要であるとＡから伝えられていたＢに対し、同月３１日までの
間、警察署の接見室内にＡのパソコンを持ち込み、Ａのメールアカウントを使用して、Ａを装って、
Ａの所在について積極的に虚偽の事実を送信し、また、Ａから要望を受けて、Ａに上記架空の会社の
内容等を問いただすことなく、架空の会社について支払を求めるメール等を送信し、その結果、Ｂは
架空の会社への出資金として５００万円をＡ名義の銀行口座に振り込んだことを理由に、令和２年１
０月９日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和３年度

センター相談登録契約、事務
所相談登録契約、受任予定者
契約及び日本弁護士連合会委
託援助業務に係る事務の取扱
いに関する契約については３
年間の契約締結拒絶期間を伴
う契約解除措置をとり、一般
国選弁護人契約（普通国選弁
護人契約）、一般国選付添人
契約については３年間の契約
締結拒絶期間を設定すること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、所属弁護士会の会派の一つであるＡの会計担当副幹事長として、Ａの会員弁
護士全員のために、Ａの預金を保管していた口座の金銭を業務上預かり保管する立場にあったにもか
かわらず、平成２９年５月３０日から平成３０年２月１４日までの間、上記口座から４１回にわたり
合計１９７５万８０００円を、自己の使途のために払い戻して無断流用したことを理由に、令和２年
９月１５日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２０年３月２６日、Ａを委任者、対象弁護士を受任者として、Ａの生
活、身上監護及び財産管理についての事務を委任する内容の委任契約を締結し、同月１７日及び１８
日、Ａから１億４１０９万５４６７円の預託を受けたところ、上記預託金を管理していた対象弁護士
の預り金口座から、同年１０月から平成２４年６月までの間、５２回にわたり合計４３８０万２５２
０円を横領し、また、上記委任契約において、対象弁護士に３か月ごとの書面による報告が求められ
ていたにもかかわらずこれを怠ったことを理由に、令和２年１１月１３日付けで所属弁護士会から業
務停止１年５月の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度

６か月間の契約の効力停止措
置をとることが相当である。
（措置の対象となるべき契
約）民事法律扶助契約

本件は、平成２９年１０月１９日付けの援助開始決定に基づき医療機器を差押対象とするＡの強制執
行事件の受任者に選任されていた対象弁護士が、Ａから、①平成２９年１２月１１日に２万円を直接
受領したこと、②同年１２月２７日に３万５０００円を直接受領したことについて、措置の対象と
なった事案。

令和３年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２８年３月１１日、Ａから、その未成年の子Ｂが法定相続人である遺産分割協議、遺産確認
等の処理を受任したが、Ｂが相続した債務の債権者を原告、Ｂ及び他の法定相続人Ｃを被告らとする
訴訟事件に関して、同年８月１８日、Ａに対し、三者で話合いをした結果、Ｃにおいて立替払し、訴
えを取り下げてもらうこととなったと報告し、Ａは訴訟が取下げにより終了したと理解した状況にお
いて、同年９月１２日、Ａの承諾を取らずに対象弁護士をＢの訴訟代理人とする訴訟委任状を作成し
て裁判所へ提出したこと、
⑵　上記⑴の訴訟事件に関し、平成２８年１１月２９日にＢの全面敗訴判決が出されたにもかかわら
ず、Ａに対する訴訟経過の報告、認容判決後の対応等についてのＡとの協議等を一切せず、また、判
決が出たことを知ったＡから再三の問合せを受けていたにもかかわらず、判決文の内容を報告しな
かったこと、
⑶　上記⑴の受任事件に関し、Ｂが共済金の受給権を有するかなどの調査について受任していたにも
かかわらず、受任後平成２９年１月に至るまでの約１０か月間にわたりＤ共済へ連絡せず適切な事務
処理を怠ったこと、
⑷　Ａに対し、Ｂらが相続した株式会社Ｅに対する債務について、平成２８年８月９日、減額交渉が
成功したこと及び同月１５日までにＣが相続人を代表して支払う旨の合意が成立したことを報告した
が、同日までにＣの立替払がされなかったためＥ社から問合せを受けたにもかかわらず、そのことを
Ａに報告することもなく、また、Ｃの立替払の有無の確認をせず放置し続け、さらに、平成２９年１
月にＡからＣの立替払を証する書面の提出を求められたのに対し、立替払の事実を確認することな
く、立替払がなされたと事実と異なる報告をしたこと、
を理由に、令和２年１０月９日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和３年度
３年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａから同人が被害者である交通事故による損害賠償請求の示談交渉の依頼を受け、平成３０年４
月２４日、自賠責保険会社から自己の預り金口座に３０００万円の送金を受けて預かったところ、そ
の預り金について平成３０年４月２６日に１４１４万０４６６円を、令和元年１２月１７日に８５７
万３８７８円を、それぞれ対象弁護士の業務用個人口座に振替入金をし、令和２年１月２１日に７２
８万５６７６円を対象弁護士が社員となっている弁護士法人の業務用口座に振替入金して、合計３０
００万円全額を横領したこと、
⑵　⑴の交通事故に関し、令和元年９月２７日、加害者の代理人との間で示談を成立させ、自賠責保
険からの金３０００万円を控除した最終的な損害賠償金１８６９万９３４４円を受領することに合意
し、その旨の示談書が作成されたところ、同年１１月１１日頃、示談書の損害明細に記載されている
自賠責保険からの入金３０００万円の記載を削除し、かつ、示談に基づき支払われる損害賠償金額と
整合するように、損害慰謝料、逸失利益等の損害額等を改ざんした示談書を作成して偽造し、これを
同日、相談支援専門員としてＡを担当していた社会福祉協議会の職員にファックス送信したこと、
⑶　所属弁護士会から、令和２年５月１２日付け照会書及び同月１５日付け再照会書により、対象弁
護士の預り金処理につき照会等を求められたところ、同日１９日付け回答書にて、自賠責保険会社か
ら支払われた３０００万円は、同日にＡの成年後見人口座に送金するまでの間、対象弁護士の預り金
口座で預かり保管していた旨虚偽の回答をし、その裏付けとして上記預り金口座の預金通帳にその旨
の虚偽の印字をして偽造し、これを提示したこと
を理由に令和２年１１月１７日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａが弁護士であるとして、Ａに自己の法律事務所を使用させていたところ、弁護士ではないＡが
報酬を得る目的で業として取り扱っていた損害賠償請求の和解交渉及び和解契約の締結を目的とした
法律事務に関し、平成２８年６月頃、Ａが弁護士法第７２条及び第７４条に違反すると疑うに足りる
相当な理由のある者であると認識したにもかかわらず、Ａが対象弁護士の事務所の弁護士の肩書のあ
る名刺を利用することを放置し、Ａに自己の名義を利用させたこと、
⑵　平成２８年４月に、対象弁護士が受任した刑事告訴受理に向けた法律事務に関し、同年６月頃、
Ａが弁護士法第７２条及び第７４条に違反すると疑うに足りる相当な理由のある者であると認識した
にもかかわらず、Ａが対象弁護士の事務所の弁護士の肩書のある名刺を利用することを放置し、Ａに
自己の名義を利用させ、また、Ａに上記法律事務の具体的事件処理を一任してＡを利用したこと、
⑶ 　Ａが報酬を得る目的で業として取り扱っていた保険金請求事件、ゴルフ会員券購入契約の解除
に基づく損害賠償請求事件、告訴事件等の法律事務に関し、平成２８年６月頃、Ａが弁護士法第７２
条及び第７４条に違反すると疑うに足りる相当な理由にある者であると認識し、Ａの弁護士登録の確
認が容易にできたにもかかわらず、これを行わず、また、一部の事件につき訴訟代理人として裁判期
日に出頭するなどし、Ａの違法行為を助長する結果を惹起したこと
を理由に、令和２年１１月２日付けで所属弁護士会から業務停止１０月の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
１か月間の停職の措置をとる
ことが相当である。

本件は、センターの常勤弁護士である対象弁護士が、令和２年４月７日、Ａから相続放棄申述事件の
委任を受け、着手金及び実費合計４万３０００円を受領しながら、家庭裁判所に相続放棄の申述書類
を提出せず、Ａの親族より苦情の申出が行われたことから、措置の対象となった事案。

令和３年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２６年頃、Ａから受任した遺言執行の代理業務に関し、平成２９年中に
は遺産の換価を終えて相続人に配分できる状態になったにもかかわらず、遺産の配分を行わないとし
て令和元年６月７日に所属弁護士会の市民窓口が苦情を受け付けたことを踏まえて、所属弁護士会
が、同年７月に対象弁護士に対し、預り金および預かり預貯金の保管状況全般について照会を行い、
回答を求め、また、複数回督促をしたにもかかわらず、回答を行わず、調査に協力しなかったことを
理由に、令和３年１月１７日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
３年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２８年８月分から令和元年５月分までの所属弁護士会の会費並びに日本
弁護士連合会の会費及び特別会費の合計１１６万１６００円を滞納したことを理由に、令和２年１２
月１日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和３年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、ウェブサイト運営者Ａの訴訟代理人として、Ｂに対し、ウェブサイトの利用
代金を請求する訴訟を提起するに当たり、ＣがＢの代理人としてＡに通知していた内容等から、上記
訴訟の提起がＡの詐欺的取引を助長することに当たる可能性を認識すべき状況にあったのだから、Ａ
に対して資料を徴求する等して事実関係を検討した上で、Ｂの主張に反証できる可能性が相当程度存
在すると判断できなければ訴訟提起の受任には消極であるべきであったにもかかわらず、十分な調査
を行わないまま、平成２８年１１月２１日、Ｂに対して訴訟を提起してＡの違法行為を助長したこと
を理由に、令和２年１０月３０日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａから委任を受けて申し立てた損害賠償請求調停事件につき平成１９年９月１４日に調停が成立
し、その調停に基づき相手方らから対象弁護士の預り金口座に分割して振り込まれる金員をＡに返還
すべきであったにもかかわらず、平成２３年１月から平成２４年７月までの間に相手方らから振り込
まれた金員について遅滞なく返還せず、かつ、Ａの再三の請求に対してもその返還に応じなかったこ
と
⑵　平成２７年５月７日にＡ及びＢが対象弁護士に対して懲戒請求を申し立てたことに対し、上記⑴
の預り金が返還されておらず、懲戒請求には相応の理由があるものであり、Ａらが根拠を欠く懲戒請
求であることを容易に知り得たのにあえて懲戒請求をしたような相当性を欠く懲戒請求とはいえな
かったにもかかわらず、Ａらに対し、不当に懲戒を申し立てたとして、平成３０年７月２４日付け内
容証明郵便にて損害賠償請求の通知をし、Ａらがこれに応じなかったため、同年８月３日、不法行為
に基づく損害賠償請求訴訟を提起したこと
を理由に、令和３年１月２０日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２７年頃、不動産会社から、Ａの所有する土地の取引の話があり、Ａと折衝したいとの理由
でその住民票の写しの取得を依頼されたところ、上記土地の所有者の住所は登記簿謄本上明らかであ
り住民票の写しを取得する必要性が存在せず、かつ、Ａに関する遺産分割事件を誰からも受任したこ
とがなかったにもかかわらず、同年１０月８日、利用目的の内容欄に「相続人確定の為　遺産分割調
停の申立事件」等と記載した職務上請求書を使用してＡの住民票の写しを不正に取得し、その住民票
の写しを上記不動産会社に交付したこと
⑵　平成２８年１月頃、Ｂから、Ｃの抵当権設定登記が不実の登記であり、Ｃに対し抵当権設定登記
抹消登記手続を行う必要があるが、Ｃが行方不明であるとの説明を受けて、Ｃの所在の調査依頼を受
けたところ、Ｃから遺産分割調停事件を受任していなかったにもかかわらず、利用目的の内容欄に
「遺産分割調停事件　相続人確定の為」と記載した職務上請求書を使用してＣの戸籍の付票の写しを
不正に取得し、同月下旬頃、その戸籍の付票の写しをＢが同行したＣに成りすました人物に対して交
付したこと
⑶　上記⑴の住民票の写し及び上記⑵の戸籍の附票の写しが、Ｃらの成りすましの資料に利用され、
上記⑴の土地につき所有権移転登記手続がなされ、上記⑵の抵当権設定登記の抹消登記手続がなされ
る被害が発生していること
を理由に、令和３年１月２８日付けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２８年３月８日、センターの民事法律扶助制度を利用して、Ａから自己破産申立事件を受任
したが、その後Ａに連絡せず、Ａから解任されるまで２年以上その申立てを行わなかったこと、ま
た、平成３０年６月及び９月頃に裁判所から郵便物が届いたＡが、対象弁護士に対し、その都度、そ
の旨連絡し、郵便物を対象弁護士の事務所に届けたにもかかわらず、その後Ａと協議をして事件の処
理を進める等の対応もしなかったこと、
⑵　平成２９年９月７日に裁判所から破産管財人に選任されたが、管財業務にほとんど着手せず、そ
の主たる換価業務が破産者が所有する借地上の建物の売却であったにもかかわらず、その借地の地代
を支払わず、その結果、賃貸人から土地賃貸借契約を解除されたこと、また、平成３０年１２月３日
に破産管財人を解任された後、新しい破産管財人から連絡を求められたが応答しなかったこと、
⑶　平成２９年１１月頃から、委任を受けた事件について、依頼者や相手方などの受任事件の関係者
と適時に連絡できる体制を整えず、また、受任事件の関係者から多数の苦情を受けた所属弁護士会
が、５回にわたって、直ちに依頼者に対し連絡をし、適切な対応を採るとともに、所属弁護士会に経
過ないし結果を文書で報告するよう指導等を行ったにもかかわらず、その報告をしなかったこと、
⑷　Ｂから遺産分割調停申立事件を受任したが、Ｂに対し、平成３０年９月下旬の調停期日後、遅滞
なく次回期日の日程やその調停の内容を報告せず、Ｂの意向を確認しないまま同年１１月２７日の調
停期日に出頭し、同年１２月初めに対象弁護士から連絡があって以降、Ｂが対象弁護士に連絡をして
も、連絡をせず、また、相手方から調停に提出された意見書３通をＢに交付しなかったこと、
⑸　Ｃ弁護士とともに裁判所から裁判員裁判対象事件の国選弁護人に選任されていたが、平成３０年
１１月１５日の公判前整理手続期日には出頭したものの、その後、Ｃ弁護士からの連絡がつかない状
態になり、公判前の弁護活動を行わず、また、公判期日にも出頭せず、公判での弁護人としての活動
を一切行わなかったこと
を理由に、令和２年９月９日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和３年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、
⑴　平成２７年５月から同年１０月までの間に、Ａの相続人である計１４名から、Ａの相続財産の承
継業務の依頼を受けたところ、Ａの相続財産である①貯金額金７５４万０４３１円、②預金額金１２
０２万０３３７円、③預金額金３０４万４３６２円の合計金２２６０万５１３０円のうち、①及び②
の口座を解約し、平成２７年１０月に８回に分けて合計金７５４万２３０７円を（対象司法書士の自
己資金１８７６円を含む。）、平成２８年１月に金１２０２万０３３７円を、預り金の保管を目的と
する口座に入金することなく、日常的に使用している対象司法書士名義の普通預金口座に入金し、不
動産会社の接待やコンサルティング会社への支払等に充てるなど、自己の用途に使用するために着服
して横領したこと、
⑵　平成２７年１１月、Ｂの成年後見人に選任されたところ、平成２９年１月から同年２月までの
間、合計４１回にわたり、Ｂ名義の普通預金口座から、合計金１６８万３４５０円を払い戻し、これ
を投資や養育費の支払いに充てるなど、自己の用途に使用するために着服して横領したこと、
⑶　平成２８年９月、Ｃの保佐人に選任されたところ、平成２９年２月、Ｃ名義の普通預金口座から
金４４万７７８７円を払い戻し、対象司法書士の補助者の給料の支払や借入金の返済に充てるなど、
自己の用途に使用するために着服して横領したこと
等を理由に令和３年１月１３日付けで法務大臣より令和３年２月１日から６か月の業務の停止の懲戒
処分を受けたもの。

令和３年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、Ａの株式会社Ｂに対する貸金返還請求訴訟事件において、Ｂ社の訴訟代理人
を務めていたところ、平成２８年５月２０日に上記訴訟の請求認容判決が出された後、平成２５年５
月９日から平成２７年６月１９日までの間にＢ社と締結したとする４件の委任契約の内容が虚偽であ
るにもかかわらず、上記委任契約に基づく着手金、日当等合計３０４１万４９６０円が未払であると
して、平成２８年９月１６日に内容虚偽の執行認諾文言付き公正証書を作成した上、上記公正証書を
用いて、ＡのＢ社に対する差押手続において配当要求を行い、ＡのＢ社に対する正当な権利の実現を
違法に阻害しようとしたことを理由に、令和２年１１月１６日付けで所属弁護士会から業務停止４月
の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、平成３１年４月１５日、Ａから受任した被相続人Ｂとの死因贈与契約の履行
請求に関する事件につき、戸籍謄本等の取得により法定相続人Ｃが存在することを認識した上、令和
元年８月１１日にＡから着手金１０万円及び実費、預り金１０万円の合計２０万円を受領し、Ａと上
記事件の進行につき協議したものの、令和２年２月１３日、Ｃに対し通知文書を発送するまでの約６
か月間、具体的な弁護活動をせず、その発送が遅れた理由をＡに報告又は説明することもなかったこ
と、また、対象弁護士は、上記事件の解決時期につき、受任当初は令和元年１２月末日と説明してい
たものの、その後、Ａからの問合せに対して、回答した解決時期が到来する都度、令和２年１月末
日、同年２月末日、同年３月末日と先送りする旨回答し、さらに同年２月末日頃、Ａの求めに対し
て、上記事件の進捗状況に関する報告文書を送付すると約束したにもかかわらず、これを送付するこ
とも口頭で報告することもせず、同年３月４日にはＡからの連絡に対し、同日夕方５時までには必ず
連絡すると回答したもののこれを怠った上、その後もＡからの電話連絡に対応せず、結局、同年４月
５日に解任されるまでの間、Ｃから相続放棄の手続をした旨の回答があったことを報告したものの、
それ以上に、上記事件につきＡに報告し、協議しながら事件処理を進めることをしなかったことを理
由に、令和３年３月８日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２１年９月８日にＡの保佐人に選任され、Ａの財産管理に関する代理権を付与されて財産管
理を行っていたところ、平成３０年９月２５日から令和元年５月２７日までの間に２３回にわたり、
合計１９５０万円をＡの資金を保管していた預金口座から引き出し、自己の用途に費消するため着服
したこと、
⑵　平成２６年５月８日にＢの成年後見人に選任され、Ｂの財産管理に関する代理権を付与されて財
産管理を行っていたところ、平成３０年７月９日から令和元年１０月２４日までの間に１８回にわた
り、合計２１５０万円をＢの資金を保管していた預金口座から引き出し、自己の用途に費消するため
着服したこと
を理由に、令和３年３月２４日付けで所属弁護士会から業務停止１年１０月の懲戒処分を受けたも
の。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和３年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、平成２４年８月、Ａとの間で、同人の債務整理に関して、債権者らとの間
の示談・和解交渉・訴訟・弁済の受領、破産申立書（免責申立書を含む。）の作成を受任する旨の契
約を締結し、同月以降、債権者らに対して、債務整理の受任通知を送付後、Ａの債務整理の作業に着
手し、債権者らと連絡を取るなどしたが、対象司法書士自身が精神的に不安定で債権者らと交渉する
ことに恐怖を感じるような状況にあったこと、Ａが支払停止後の生活状況を正直に申告することを嫌
がるため、破産申立てを行うことが困難であったこと、及びＡが任意整理のための弁済原資を用意し
なかったことから、平成２５年６月以降、約４年半にわたって、債権者であるＢからの連絡に応答せ
ず、代理人を辞任することも、Ｂに対する説明もしないまま、Ａの債務整理の処理をしなかったこと
を理由に、令和３年１月１３日付けで法務大臣より同年２月１日から２週間の業務停止の懲戒処分を
受けたもの。

令和３年度
３年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成３０年３月分から令和元年８月分までの１８か月分の所属弁護士会の会
費並びに日本弁護士連合会の会費及び特別会費合計６０万１８００円を滞納したことを理由に、令和
３年２月２日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、
⑴　債権者Ａの妻Ｂから、司法書士法第３条第１項第７号に規定する額を超えるにもかかわらず、Ａ
がＥ及びＣに対して平成４年頃貸し付けた本件貸付金の回収について相談を受け、本件貸付金の回収
業務を受任し、平成２９年４月付けで、Ａの代理人として、Ｅ及びＣに対し、内容証明郵便により本
件貸付金の返済を要求する文書を送付し、同文書の送付後、ＣからＡに対し、金５万円の現金が送付
されたところ、同年同月付けで、対象司法書士の名義で、Ｅ及びＣに対し、「金３００万円の一括返
済を請求しております。」、「分割での返済が許容されるのは、Ａと貴殿との間での返済方法を分割
で行う旨の合意の存在が前提となります。その合意が形成されていないのであれば、この金５万円は
債務の本旨に沿った履行とは言えません。」、「早急に送付された金５万円の意味の説明と、さらに
Ａに対する債務の返済についての見通しや計画あるいは御願い、と言ったものを書面の形式でＡ又は
当職に対して送付することを要求します。」と記載した文書を送付し、返済を要求したこと、
⑵　平成２９年５月付けで、対象司法書士の名義で、Ｅ及びＣに対し、「Ｅ御夫婦の息子さん、娘さ
ん、さらにはＥの御親族の方々に実情をありのままにお伝えして、Ｅ御夫婦に対し、Ａや当方宛に返
済の方針の説明等につき連絡を取る様、説得していただく旨御願いすることを検討致します。」、
「お子さんや御親類の方々の配偶者等の御身内にも周知のところとなる可能性があるでしょうが、Ｅ
側の態度を考えれば仕方の無い事と考えております。」と記載した文書を送付し、返済を要求したこ
と、
⑶　平成２９年６月付けで、対象司法書士の名義で、Ｅ及びＣに対し、「Ｅ側の誠実な対応が見られ
ない状況が続いた結果、いよいよＥ御夫婦の息子さん及び娘さんに全事情を説明し、その上で親御さ
んであるＥに対してＡに向けて誠実に返済の計画を説明する様、説得していただくことの御願いをせ
ざるを得ない事態となってきました。」、「御家族を巻き込む結果となってしまうのは不本意ではあ
ります。」と記載した文書を送付し、返済を要求したこと、
⑷　平成２９年７月付けで、Ａの依頼により相続登記を受任したという虚偽の理由（以下「虚偽理
由」という。）を記載した職務上請求用紙を使用し、Ｃに関する世帯全員の住民票の写し１通を不正
に請求し、その交付を受けたこと、
⑸　平成２９年７月付けで、虚偽理由を記載した職務上請求用紙を使用し、Ｅに関する除籍の謄本１
通を不正に請求し、その交付を受けたこと、
⑹　平成２９年８月付けで、虚偽理由を記載した職務上請求用紙及び同用紙を使用し、Ｅ及びＣの子
であるＦの夫Ｇ並びにＥ及びＣの子であるＨに関する戸籍の附票の写しそれぞれ１通を不正に請求
し、その交付を受けたこと、
⑺　平成２９年８月付けで、前記のとおり不正に交付を受けた戸籍の附票の写し等を利用して、Ｈ及
びＦに対し、本件貸付金の返済に関してＣの説得を依頼する文書をそれぞれ送付し、Ｈは、同年同
月、同文書をＣの子であるＤに転送し、Ｄは、同年同月頃、対象司法書士に連絡し、支払可能額は金
２００万円であること等について、対象司法書士と交渉したこと、
⑻　平成２９年８月付けで、Ｄに対し、Ａ側から金２００万円の立替払を受けることにつき了承を得
た旨及びＡの銀行口座等について記載した文書を送付し、Ｄは、同年同月、自身に債務がないにもか
かわらず、Ａに対して金２００万円を送金したこと、
⑼　平成２９年８月付けで、Ｄに対し、Ａ名義の本件貸付金に係る債権債務の消滅に係る証明書を送
付したこと
を理由に、令和３年６月７日付けで法務大臣より令和３年６月１４日から２か月の業務の停止の懲戒
処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和３年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、
⑴　平成１５年から平成２７年までの間に受任した株式会社Ａに借入れのある債務者らの債務整理業
務（以下「本件業務」という。）について、特別の理由がないのに、債権者の株式会社Ａからの問合
せに回答しないなど、平成２８年１０月までの間、適切な対応を行わず、速やかに本件業務を取り扱
わなかったこと
⑵　正当な理由なく所属司法書士会及び地方法務局の調査を拒み、
ア　所属司法書士会綱紀調査委員会が自宅兼事務所宛てに送付した、回答書の提出を求める照会文書
（本件業務の処理状況を問うもの。）を受領したものの、回答期限内に何ら書面の提出を行わなかっ
た。
イ　地方法務局が令和元年１０月から令和２年２月にかけて４度にわたり自宅兼事務所宛てに送付し
た文書（本件業務の処理状況等について苦情申立書が提出された件について、司法書士法施行規則第
４２条第１項の調査（事情聴取）を行うため、対象司法書士の出頭を求めるもの。）を受領したもの
の、一度も同局が指定した日時に出頭しなかったこと
を理由に、令和３年３月８日付けで法務大臣より令和３年４月１日から４か月の業務停止の懲戒処分
を受けたもの。

令和３年度
２年間の契約の効力停止措置
をとることが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成３０年４月１日から令和２年７月３１日までの間、合計３７名につき合
計８３回の法律相談援助を行ったとする援助申込書及び法律相談票を提出しながら、各援助申込書の
申込者欄に被援助者から署名を得ていなかった事実が判明したことから、措置の対象となった事案。

令和３年度

センター相談登録契約、事務
所相談登録契約、受任予定者
契約、受託予定者契約及び日
本弁護士連合会委託援助業務
に係る事務の取扱いに関する
契約については１年間の契約
締結拒絶期間を伴う契約解除
措置をとり、一般国選弁護人
契約（普通国選弁護人契約・
一括国選弁護人契約）につい
ては１年間の契約締結拒絶期
間を設定することが相当であ
る。

本件は、対象弁護士が、
⑴　株式会社Ａ（以下「Ａ社」という。）の新経営陣である代表取締役Ｂから旧経営陣であるＣ及び
Ｄを代表取締役及び取締役から解任予定であるとの説明を受け、平成２６年１月２９日付けで、Ａ社
（代表取締役会長Ｂ）の代理人と記載して、Ｃらの解任を前提に、債権者に対し、取締役交代に伴
い、監査等を行うため支払いを猶予されたい旨の書面を送付しながら、その後、ＢからＡ社の株主総
会ではＣらは解任されず、Ｂが代表取締役を辞任したとの説明を受け、同年３月７日付けで、Ａ社
（前代表取締役Ｂ）の代理人と記載して、Ｃらに対し、代表取締役及び取締役としての職務を果たす
ようにとの書面を送付し、さらに、同年４月３日付けで、Ａ社（代表者の記載はない）の代理人とし
て、債権者に対し、代表取締役ＣがＡ社の財務諸表等を持ち出したなどと記載した書面を送付したこ
と、ただし、Ｃらを解任してないとのＢの説明が実態と相違することを対象弁護士が認識していたと
までは認定できないこと、
⑵　既に成立した裁判上の和解に関与した原告・被告の弁護士につき、合理的な根拠もないのに、
「内通しており、馴れ合い的な関係にあった」と訴状訂正申立書に記載したこと、また、相手方弁護
士から直接交渉になるのではないかと指摘を受けたにもかかわらず、調停の相手方と面談したこと
を理由に、令和２年８月２０日付けで、日本弁護士連合会から、同年３月付けの所属弁護士会による
業務停止２月の懲戒処分が変更された業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和３年度

日本弁護士連合会委託援助業
務に係る事務の取扱いに関す
る契約にあっては３年間の契
約締結拒絶期間を伴う契約解
除措置をとり、民事法律扶助
契約、一般国選弁護人契約
（普通国選弁護人契約、一括
国選弁護人契約）、一般国選
付添人契約、国選被害者参加
弁護士契約及びＤＶ等被害者
法律相談援助契約にあっては
３年間の契約拒絶期間の設定
をすることが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２８年６月２４日に対象弁護士らが原告となってＡを被告として提起し
た訴訟において、同年１２月６日及び平成２９年２月７日、作成名義を偽りねつ造したメールを証拠
として提出したことを理由に、令和３年６月２９日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受
けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２９年９月１１日に死亡したＡの遺言執行者に就任したところ、同年１０月１２日、Ａ名義
の普通預金口座を解約し、解約に伴う払戻金２３９９万３２７７円を同日付けで対象弁護士が通常業
務で使用している対象弁護士名義の口座に入金して自己の金員と区別せずに管理し、遺言執行業務と
は何の関係もない支払や預り金の返金に繰り返し流用したこと、
⑵　Ｂから受任していた交通事故による人身損害についての損害賠償請求事件に関し、Ｂに対し、令
和２年２月に上記事件を辞任する旨の書面を送ったが、Ｂから預かった各書類をどこでどのように保
管していたか明確にすることができず、また、Ｂに対し、預かった書類の多くが存在すると思われる
場所を伝えただけで書類の返還義務を果たさなかったこと、
⑶　上記⑵の交通事故による車両損害に関し、Ｃから損害賠償請求事件を受任したが、令和元年９月
頃、車両の保管場所を変更したことをＣに報告しないなど、適切に事件の経過を報告しなかったこ
と、また、Ｃに対し、令和２年２月に上記事件を辞任する旨の書面を送ったが、Ｃから預かった各書
類をどこでどのように保管していたかを明確にすることができず、Ｃに対し、預かった書類の多くが
存在すると思われる場所を伝えただけで書類の返還義務を果たさず、また、委任の終了に当たり事件
処理の状況の報告を適切に行わなかったこと
を理由に、令和３年６月１日付けで所属弁護士会から業務停止１年６月の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、弁護士法人Ａの代表社員として、弁護士法人Ａが平成２６年１２月２５日か
ら平成２９年３月３１日までの間、報酬を得る目的で業として訴額１４０万円を超える過払金返還請
求事件を周旋していた司法書士法人Ｂから継続して上記事件の紹介を受け、少なくともその対価を含
むものとして１件当たり１９万８０００円（消費税別）を支払ったことにつき、その決定をしたこと
などを理由に、令和３年１０月２５日付けで、日本弁護士連合会から、令和２年３月付けの所属弁護
士会による業務停止６月の懲戒処分が変更された業務停止３月の裁決を受けたもの。

令和４年度

一般国選弁護人契約（普通国
選弁護人契約、一括国選弁護
人契約）及び日本弁護士連合
会委託援助業務に係る事務の
取扱いに関する契約について
は２年間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとり、
事務所相談登録契約、受任予
定者契約、受託予定者契約に
ついては２年間の契約締結拒
絶期間を設定することが相当
である。

本件は、対象弁護士が、Ａが家庭裁判所に対し遺言執行者選任の申立てを行い、平成１２年７月１９
日、遺言執行者に選任されたが、遺言執行業務の遂行に長い時間を要する事情があったとは認められ
ないにもかかわらず、平成２７年１０月２３日に上記家庭裁判所から解任されるまでの約１５年の
間、遺言執行を完了しなかったことを理由に、令和３年８月６日付けで所属弁護士会から業務停止１
月の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
注意の措置をとることが相当
である。

本件は、対象弁護士が、令和２年４月３日午後５時５３分ころ、道路において、法定速度が時速６０
キロメートルのところを時速１０１キロメートルで走行した道路交通法違反の罪で、同年６月３日、
簡易裁判所より罰金８万円の略式命令を受け、また、同年５月２９日に運転免許停止処分を受けたも
の。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和４年度
６か月間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象司法書士が、普通株式３００株を発行している非公開会社であるＡ株式会社から、平成
２６年６月に開催された臨時株主総会（以下「本件総会」という。）における議案の内容や決議の手
続の説明に係る議事進行及び臨時株主総会議事録（以下「本件議事録」という。）作成の依頼を受
け、本件総会に出席し、取締役会設置会社の定め及び監査役設置会社の定めの廃止の議案（以下「本
件議案」という。）について、真実は、Ａ株式会社（本件総会当時の発行済株式及び議決権の総数は
３００個であり、株主名簿上、Ｂ家（Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｇ）が合計２００株を所有し、Ｈ家（Ｉ、
Ｊ、Ｋ）が合計１００株を所有していた。）の株式及び議決権を２０個有していたＧが本件総会に出
席せず、議決権を行使しなかったため、本件総会の出席株主の議決権の総数は２８０個であり、うち
本件議案に賛成した出席株主の議決権の数は１８０個であったことから、３分の２以上の賛成がなく
当該議案は否決されていたにもかかわらず、重大な過失により、
⑴　その頃、本件議案についてＧが代理人によって賛成の議決権を行使したこととして、本件総会の
出席株主らに対し、本件総会の出席株主の議決権の総数は３００個であり、うち当該議案に賛成した
議決権の数は２００個であるため、本件議案は可決された旨の事実と異なる説明をし、その後、本件
総会の本件議事録に出席株主の議決権の数を「３００個」「出席した株主の議決権の３分の２以上の
多数」などとそれぞれ手書きで修正記入して本件議案が承認可決された旨の事実と異なる本件議事録
を作成したこと
⑵　平成２６年７月、Ａ株式会社の代理人として、本件議事録を添付してＡ株式会社について取締役
会設置会社の定め及び監査役設置会社の定めの廃止等を内容とする本件登記の申請をし、当該登記を
完了させたこと
を理由に、令和３年１０月１９日付けで法務大臣より令和３年１１月１日から１週間の業務停止の懲
戒処分を受けたもの。

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、顧問契約を締結していた有限会社Ａの代表者から紹介を受けたＢの債務整理
の相談において、Ｂが経済的に困窮していることに乗じて、Ｂに対し性行為の相手方となること及び
これに対し対価を支払うことを持ち掛け、Ｂの同意を得た上で性行為を行い、その対価を支払ったこ
とを理由に、令和３年９月３０日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２５年８月、Ａから所有権移転登記手続請求事件の控訴審等を受任するに際し、業務委託契
約書を作成し、成功報酬を定めたが、その後、Ａに対し、成功報酬の増額を求める特段の事情がない
にもかかわらず、増額することを繰り返し求めたこと
⑵　平成２５年１０月２３日頃、Ａに対し、特別の事情がないにもかかわらず、５０万円の借用を申
し入れたこと
⑶　平成２５年１０月及び平成２６年１０月、Ａに対し、「貴君は全くの下劣な男である。」、「貴
君は救いようのない支離滅裂な人間である。」等の内容を含む電子メールを送信したこと
⑷　平成２６年１０月以降、平成２７年３月２３日に懲戒請求が行われるまでに、Ａから、預かって
いる全ての原本の返却を求められたところ、少なくとも上記⑴の事件については、最高裁判所の判断
が出ており、委任事件が終了していることが明らかであるから、預り記録を遅滞なくＡに返還しなけ
ればならないにもかかわらず、返還しなかったこと
を理由に、令和３年８月１１日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２９年９月分から令和元年５月分までの２１か月分の所属弁護士会の会
費並びに日本弁護士連合会の会費及び特別会費の合計７０万９８００円を滞納したことを理由に、令
和３年１０月１３日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａとの間で刑事事件手続中及び服役中の事務処理並びに遺産分割事件の包括的な委任契約を締結
し、遺産分割協議の成立により、平成２９年５月８日、対象弁護士の預り金銀行口座に代償金７７６
万７４６０円が入金されたが、同年１０月１０日頃までに、断続的にほぼ全額出金し、事務所経費等
に費消し、返還を要する４２４万５９６７円につき流用したこと、
⑵　Ｂから父の遺産相続の法的処理について委任を受け、遺産分割調停が成立し、Ｂの代償金として
平成２９年１０月２４日に５００万円、同年１２月２１日に５００万円の合計１０００万円が対象弁
護士の預り金銀行口座に振り込まれ、同日頃委任事務が終了したが、上記１０００万円から報酬等の
合意額を除外した預り金７７４万９２６４円を、同年１０月３１日から平成３０年４月２７日までの
間に流用し、令和２年６月８日まで返還しなかったこと、
⑶　Ｃから交通事故に基づく損害賠償請求の示談交渉等の法的処理の委任を受け、示談を成立させ、
対象弁護士の預り金銀行口座に令和元年１２月１２日に４５８万３１５６円が振り込まれたことによ
り賠償金の回収を終えて委任事務を終了したが、令和２年２月５日頃までに、ほぼ全額流用し、同年
６月８日まで上記金員を返還しなかったこと、
⑷　Ｄの父Ｅの遺産分割事件についてＤ及びＤの母Ｆから委任を受け、Ｅの遺産のうちＤが取得した
預金の払戻金５２２万０７３９円及びＦが取得した各貯金の払戻金合計６１６万２９５３円を対象弁
護士の預り金銀行口座に保管していたところ、Ｆが死亡した後、Ｄを代理して、Ｆの遺産について和
解を、また、Ｅの遺産について調停を成立させ、遅くとも令和元年秋頃には受任した事件処理を全て
終えたが、上記預かり保管していた金員のうち返還を要する４１９万４１４１円を流用し、同年１０
月２３日に６０万円をＤに送金したのみで令和２年６月９日まで残りの預り金３５９万４１４１円を
返還しなかったこと、
⑸　Ｇの代理人としてＨに対する組合債返還請求訴訟等を担当していたところ、令和元年６月５日、
Ｈから上記訴訟の判決に基づく履行として対象弁護士の預り金銀行口座に５４３万９０００円が振り
込まれ、同日までにＧから受任した事務は全て完了したが、令和２年９月２３日までに上記預り金を
流用し、遅滞なく返還しなかったこと
を理由に、令和３年１０月２５日付けで所属弁護士会から業務停止１年の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、平成３０年１０月３日にＡから建物明渡請求訴訟の提起を受任し、着手金３
２万４０００円及び実費代３万円の支払を受けたがこれに着手せず、その後、Ａの相続人であるＢが
申し立てた紛議調停手続において、令和元年１２月４日に解決金４２万４０００円を令和２年１月末
日限り支払うとの合意が成立したにもかかわらず、これを遵守せず期限までに支払をしなかったこと
を理由に、令和３年１０月１９日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度

一般国選弁護人契約（普通国
選弁護人契約）、日本弁護士
連合会委託援助業務に係る事
務の取扱いに関する契約につ
いては、１年６か月間の契約
締結拒絶期間を伴う契約解除
措置をとり、センター相談登
録契約、事務所相談登録契
約、受任予定者契約、受託予
定者契約、一般国選付添人契
約、国選被害者参加弁護士契
約については、１年６か月間
の契約締結拒絶期間を設定す
ることが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　ＡＢ間の婚姻費用分担事件におけるＡの代理人であったところ、平成２７年６月２２日付け即時
抗告状において、探偵業者作成の調査報告書がＢとＣの不貞現場を撮影したものではないことを認識
しながら、その調査報告書を、Ｃであるとの合理的疑いを排斥できない男性とＢが性交渉を行ってい
るという事実を証する証拠として引用してＢの有責性を主張したこと、
⑵　平成２８年４月にＡがＣに対して提起した損害賠償請求訴訟におけるＡの代理人であったとこ
ろ、上記⑴の調査報告書がＢとＣの不貞現場を撮影したものではないことを認識しながら、その調査
報告書の一部を外したものを証拠として提出し、その立証趣旨として、ＢとＣが不貞行為をしている
旨の事実調査がなされている事実と説明し、また、上記証拠を根拠に、準備書面において、Ｂと不貞
行為があったことは極めて明白であるなどと主張したこと、
⑶　ＡＢ間の審判前の保全処分事件等におけるＡの代理人であったところ、主張書面及び即時抗告理
由書において、Ｄ弁護士を侮辱する記載をしたこと、
⑷　上記⑶の主張書面及び即時抗告理由書において、個別事件の調査報告書の記載内容の信用性弾劾
とは関連性が乏しく、必要性も低かったにもかかわらず、また、裁判官の実名ではなく匿名で公表さ
れているアンケート結果を根拠として、裁判官に関して「熱意がないことで有名」などと記載し、裁
判官の名誉を侵害するとともに、あたかも実名で裁判官評価が行われたとの誤解を招きかねない行為
をしたこと
⑸　上記⑶の即時抗告理由書において、個別事件の調査報告書の記載内容の信用性弾劾とは関連性が
乏しく、必要性も低かったにもかかわらず、「レベルの低い調査官」などと記載し、調査官の名誉を
侵害したこと
⑹　上記⑶の即時抗告理由書において、証拠から導かれる事実から飛躍しており根拠を欠くにもかか
わらず、Ｂを侮辱する各記載をしたこと
を理由に、令和３年３月３０日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成３０年１１月１８日頃、Ａから慰謝料請求事件の依頼を受けたが、Ａからの進捗状況を尋ね
るメールに対して速やかに返信等をせず、平成３１年１月７日後、Ａに対して進捗の報告を全くしな
かったこと、
⑵　令和元年７月２８日頃、Ｂらから破産申立ての依頼を受け、着手金合計４０万円の入金があり次
第着手すると説明し、Ｂから上記着手金の支払を受けたにもかかわらず、Ｂからの電話やファックス
に対して速やかに返信等をせず、同年１１月中旬後、一切連絡が取れなくなったこと、
⑶　Ｃから委任を受けた事件の判決書を受領せず、Ｃに対して判決結果を報告しなかったこと、
⑷　遅くとも令和２年１月頃から受任している事件について処理を進めず、依頼者に経過報告せず、
同年８月以降、裁判期日にも出頭しなかったこと、また、依頼者、裁判所及び所属弁護士会に対して
新たな連絡先を告げることもなく、一方的に所在不明となったこと
を理由に、令和３年１１月２３日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、令和２年７月３日、呼気１リットルにつき０．１５ミリグラム以上のアル
コールを身体に保有する状態で、普通乗用自動車を運転し、物損事故を起こしたことを理由に、令和
４年４月１８日付けで、日本弁護士連合会から、令和３年１１月３０日付けの所属弁護士会による業
務停止６月の懲戒処分が変更された業務停止４月の裁決を受けたもの。

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２７年５月２８日、Ａに対し、音声の完全逐語反訳等を発注し、その成果物の納品を受けた
が、Ａから代金５万７２００円の支払を再三督促され、その支払を求める少額訴訟を提起され、Ａの
請求を認める判決が確定したにもかかわらず、その支払を速やかに行わなかったこと、
⑵　平成２９年１１月１８日、ＢからＣに対する損害賠償請求事件を受任したが、Ｂに対し、損害額
の算定やＣとの交渉について十分な連絡をせず、その後連絡がつかなくなり具体的な事件処理を進め
ず、また、令和２年３月１１日にようやく連絡がついた際、事件処理が進んでいないこと等を謝罪す
るとともに事件処理に関する誓約書を提出したがこれも実行せず、Ｃとの交渉状況につき事実に基づ
かない説明をしたこと、
⑶　令和元年８月分から令和２年６月分までの１１か月分の所属弁護士会及び日本弁護士連合会の会
費を滞納したこと、
⑷　所属弁護士会の市民窓口に対象弁護士について多数の苦情申出がなされたことを受け、所属弁護
士会から複数回の呼出しや連絡を求める通知等がなされたにもかかわらず、これに応答せず、自己の
都合により所属弁護士会の役員との対応をも適切に行わなかったこと、
⑸　弁護人として選任された国選弁護事件において、令和２年３月２５日の期日を最後に連絡が取れ
なくなり、裁判が進行しないことを理由に、裁判所から弁護人を解任されたこと、
を理由に、令和３年１２月２１日付けで所属弁護士会から業務停止１年の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること

が相当である。

本件は、対象弁護士が、
第１．
１　令和元年７月５日付けの援助開始決定に基づき、被援助者Ａの任意整理事件の受任者となってい
たところ、令和２年２月以降、Ａが電話をしたり手紙を送っても全く連絡がとれない等と述べる状況
となり、同年１１月、Ａより解任の申出が行われ、同年１２月１４日、地方事務所長から、受任案件
の必要な対応を行わないとして個別契約を解除される援助終結決定を受けるに至ったこと、
２　上記１の援助終結決定において、地方事務所長から、センター立替金１７万６２００円全額の返
還を求められたにもかかわらず、当該金銭を返還していないこと、
３　令和元年１１月、Ｂから相談を受けた任意整理事件の事件調書をセンターに提出し、その後、Ｂ
から、住民票、給与明細、請求書等の債権者に関する資料の提出を受けながら、同資料をセンターに
提出せず、令和２年４月６日、Ｂから、対象弁護士と連絡がとれなくなり、勤務先の会社に差押命令
が届いた等の苦情の申出が行われる状況に至らせたこと、
４　令和元年７月１８日付けの援助開始決定に基づき、被援助者Ｃの自己破産申立事件の受任者と
なっていたところ、Ｃが必要書類や予納金を対象弁護士に渡し、再三、連絡しても、一向に申立てを
行わず、手続が進まないため債権者からＣへ連絡等があり、令和２年６月１日、Ｃが対象弁護士を自
宅まで迎えに行き裁判所へ同行して申立書類を提出する約束をした際も、パソコンが壊れ買い替える
まで申立ができないと等と述べ、同日、Ｃより解任の申出が行われ、同年６月２６日、地方事務所長
から個別契約を解除される援助終結決定を受けるに至ったこと、
５　上記４の援助終結決定において、地方事務所長から、センター立替金１５万２６００円全額の返
還を求められたにもかかわらず、当該金銭を返還していないこと、
第２
⑴令和元年以降複数回にわたり市民窓口の苦情申立てを受けたところ、同年１１月１３日、令和２年
１月３１日、同年４月２４日及び同年６月４日の所属弁護士会の呼出通知に応じず、所属弁護士会が
苦情に的確に対応することを困難にしたこと、⑵平成１４年５月２０日に成立した遺産分割調停の調
書に基づき、不動産を売却しその代金を職務として分配する義務があったにもかかわらず、相続人ら
３名に対して合計１０５７万３１７２円を分配しなかったこと、また、上記相続人らの代理人として
Ｄ弁護士らから上記分配金の支払を求める訴訟を提起され、令和２年６月１０日、上記分配金を分割
支払すること等を内容とする和解が成立したにもかかわらず、分配金の支払をしなかったことを理由
に、令和４年２月２１日付けで所属弁護士会から業務停止１年の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和４年度
２年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、令和２年５月２８日、Ａに無断で、そのスカート内にデジタルカメラを差し
入れ、スカート内を撮影したことを理由に、令和４年１月１５日付けで所属弁護士会から業務停止４
月の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　依頼者から弁護士報酬等を預り金口座に振り込ませたり、預り金口座から事務所経費等に相当す
る金員を送金したりして、預り金と自己の金員を区別しなかったこと、
⑵　Ａ、Ｂ及びＣを依頼者とする各事件処理を遂行した際に生じた和解金等の預り金につき、弁護士
報酬等を控除した残額を事務所経費等の個別の事件処理とは直接の対応関係にない費用の支払等の他
の用途に流用して費消し、Ａ、Ｂ及びＣに対して合計１３００万円余の預り金を受任事件終了後も遅
滞なく返還しなかったこと、
⑶　平成２７年７月頃にＤから損害賠償請求事件を受任したところ、事件終了時の処理結果や法的助
言を付しての説明を行わなかったこと、
⑷　雇用していた２名の事務職員に対し、令和元年７月分から同年１１月分までの賃金を所定支払日
に支払わなかったこと
を理由に、令和４年２月９日付けで所属弁護士会から業務停止１年６月の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａから破産手続開始申立事件を受任し、平成２９年３月に着手金を受領したが、平成３０年１１
月頃、来週破産申立てをすると言った後、令和２年３月頃までＡからの連絡に応じず、同年６月まで
破産手続開始の申立てをしなかったこと、
⑵　Ｂ弁護士がＣの訴訟代理人として提起した損害賠償請求訴訟において、合同会社Ｄらの訴訟代理
人として活動していたところ、令和元年１２月５日の弁論準備手続期日に出頭せず、係属裁判所から
の次回期日調整のための連絡に対し返答せず、期日呼出状が送達されると期日変更申請書を提出した
が、その後も係属裁判所からの連絡に返答しなかったこと、その後の弁論準備手続期日にも出頭せ
ず、令和２年３月２４日に係属裁判所が、対象弁護士が訴訟代理人を辞任する旨の上申書を受領する
まで、期日指定を繰り返し行わせ、期日呼出状を受領しようとしなかったこと、
⑶　上記⑵の訴訟において、代理人となっていた被告の一人であるＥに直接連絡を取ったことがな
く、その意思を確認しないまま訴訟追行したこと、Ｄ社らとの関係では、令和元年８月の期日以降令
和２年５月まで、対象弁護士に連絡を取ることができない状況にし、同年３月の辞任の連絡もしな
かったこと
を理由に、令和４年１月１５日付けで所属弁護士会から業務停止１年の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
１０日間の停職の措置をとる
ことが相当である。

本件は、センターの常勤弁護士である対象弁護士が、令和４年４月以降、法テラスの法律事務所に勤
務していた法律事務の取扱いを補助する職員に対し、その指揮又は管理を行うなかで、職務に関する
優越的な関係を背景として、パワーハラスメントを行った事案。

令和４年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　令和元年６月から７月頃、Ａから貸金返還請求事件等計４件の事件を受任するに当たり、委任契
約書を作成しなかったこと、また、上記受任事件が終了したにもかかわらず、Ａから預かったＢ信用
金庫の取引履歴原本を返還しなかったこと、
⑵　平成３０年７月２３日、Ｃからクレジットカードについて不正アクセスに関する調査を受任し、
着手金２１万６０００円を受領したが、カード会社等から任意による回答は難しい旨の返答があった
時点以降、令和元年９月１７日頃に弁護士会照会を申し出るまでの約１０か月間、適切な事務処理を
行わなかったこと
を理由に、令和４年２月１４日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　ＡからＢとの間の離婚等事件を受任したところ、慰謝料の減額に伴う報酬金を算定するに当たっ
ての経済的利益は、訴訟でＢから請求された１６０万円と判決の認容額である５０万円の差額である
１１０万円とするのが相当であるにもかかわらず、調停申立時点でＢから請求された５００万円と上
記５０万円の差額である４５０万円を経済的利益として算定し、合計１７９万８５００円という適正
かつ妥当な額でない報酬を請求したこと、
⑵　上記⑴の事件に係る仮差押命令申立事件の供託金について、平成３０年４月２７日に自己名義の
口座に返還されたにもかかわらず、令和元年１２月７日までＡに返還しなかったこと、
⑶　Ａから受任したいずれの事件についても委任契約書を作成しなかったこと
を理由に、令和４年４月２７日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、
⑴　平成２７年５月頃、Ａから、Ｂが有限会社Ｄの株主Ｃに無断で代表取締役及び取締役を解任し、
Ｂを代表取締役及び取締役とする旨の登記等を行ったことから、Ｄ社の財産を保全するため、Ｄ社の
役員全員を解任してＡが代表取締役に就任することはできないかとの相談を受け、解任のための株主
総会が開催されておらず、Ａが不実の登記申請を行う蓋然性があることを認識していたにもかかわら
ず、何らの事実確認を行うことなくこれを認容し、Ｄ社の代表取締役、取締役及び監査役の全員を解
任し、Ａを取締役に選任すること等を内容とする同年同月付けの虚偽の臨時株主総会議事録並びに同
旨のＤ社の取締役、代表取締役及び監査役の変更登記の虚偽の申請書の作成支援業務を行ったこと、
⑵　Ａは、上記⑴の申請書等を使用して法務局に対して不実の登記申請を行ったが、法務局からの通
知によりＢに発覚し、同登記申請が却下された後、Ａから、Ｄ社の代表取締役だけを変更するのであ
れば、法務局からの通知がＢにはされないので、Ａが代表取締役に就任する旨の登記をすることがで
きるのではないかとの相談を受け、役員変更のための株主総会が開催されておらず、Ａに不実の登記
申請を行う意思があることを知りながら、その登記申請を実現するため、ＢをＤ社の代表取締役及び
取締役から解任し、Ａを代表取締役及び取締役に選任する旨の平成２７年６月付け虚偽の臨時株主総
会議事録並びに同旨のＤ社の取締役及び代表取締役の変更登記の虚偽の申請書の作成支援業務を行
い、これを受け、Ａは、同年７月、上記各申請書等を提出して法務局に対して不実の登記申請を行
い、同登記は完了したこと、
⑶　上記⑵の登記の完了後、実際にはＤ社の代表者ではないＡにおいて、不実の登記申請を行う意思
があることを知りながら、Ａから依頼を受けて、その登記申請を実現するため、Ｄ社の土地３筆につ
いて、①ＣからＤ社に対する所有権移転登記についての抹消登記、②ＣからＥへの所有権移転登記、
③Ｆを抵当権者、Ｅを抵当権設定者及び債務者とする抵当権設定登記の各申請書及びその添付書類の
作成支援業務を行い、これを受け、Ａは、平成２７年７月、上記各申請書等を提出して法務局に対し
て不実の登記申請を行い、上記土地３筆についての登記が完了したこと
を理由に、令和４年４月２１日付けで法務大臣より令和４年５月１２日から起算して１年６か月の業
務停止の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、
⑴　司法書士法人Ａの代表社員として、平成２６年８月、依頼者Ｂらから、成年被後見人を依頼者ら
の母親であるＣ、申立人を依頼者Ｂ、成年後見人等候補者を対象司法書士とする成年後見開始申立て
に係る書類作成業務を受任し、依頼者らは、Ｃに係る同年９月付け診断書（以下「真正診断書」とい
う。）を同年１０月初旬にＡに提出したが、対象司法書士から本件申立事件に係る申立書の作成を依
頼された補助者のＤは、依頼者Ｅの了承を得ず、申立書の添付書類である「親族の同意書」の氏名
（署名）欄に、「Ｅ」と冒書し、同意書（以下「偽造同意書」という。）を偽造し、申立書及び真正
診断書とともに偽造同意書を家裁に提出・行使したこと、
⑵　その後、家裁から真正診断書が既に３か月以上経過しているため、平成２７年１月までに新しい
診断書の提出を求める旨の書面の送付を受けたことから、Ｄは、真正診断書の内容を転記し、医師の
署名欄に「Ｆ」と冒書し、同年１月付け診断書（以下「偽造診断書」という。）を偽造し、同月、家
裁に対して偽造診断書を提出・行使したこと、
⑶　本件申立事件に関し、Ｄに対し、申立てに必要となる添付書類の入手等を任せ、その具体的状況
等を把握せず、特に、上記⑵の診断書再提出に係る家裁とのやり取りに関し具体的な報告を受けてい
ないばかりか、上記⑴の申立書提出時及び上記⑵の偽造診断書提出時のいずれにおいても、最終的に
家裁に提出する書類の内容や作成の真正性について自ら確認せず、これらをＤに任せるなどし、Ｄの
監督を怠ったこと、
⑷　平成２７年１月、自らが成年後見人に選任されていない事実を知りながら、Ｃ所有に係る不動産
に関する不動産賃貸借契約書の貸主（甲）欄「Ｃ成年後見人対象司法書士名」と記載した上で押印
し、同不動産の賃貸管理を行う会社の担当者に手交・行使したこと、
⑸　家裁裁判官が偽造診断書に関し、依頼者Ｂを審問するために呼び出したのを受けて、平成２７年
２月、依頼者らと打合せを行い、同月の審問において偽造診断書の日付を偽造したのは依頼者Ｅであ
る旨の虚偽の陳述を行わせたこと
を理由に、令和４年４月１５日付けで法務大臣より令和４年６月１日から起算して４か月間の業務停
止の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、酒気を帯び、呼気１リットルにつき０．１５ミリグラム以上のアルコールを
身体に保有する状態で、令和２年５月３日午前１時３０分頃、京都市内の道路上において、普通乗用
自動車を運転し、また、上記酒気帯び運転中、前方の赤信号で停車している車両に衝突する事故を起
こしたことを理由に、令和４年５月１７日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けた
もの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和４年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　令和元年９月１４日、ＡからＢに対する損害賠償請求事件を受任するに当たり、事件の具体的な
事情を踏まえることがないまま、弁護士の報酬基準に基づくことなく、上記事件の紹介者であるＣと
の間であらかじめ決められた額の着手金を提示したこと、
⑵　上記⑴の事件を受任するに当たり、Ａに対し、事件の見通し及び処理の方法について具体的な説
明を行わず、弁護士報酬及び費用についての具体的な計算根拠等の説明をしなかったこと、
⑶　Ｃが非弁護士による法律事務取扱いの周旋行為を規制する弁護士法第７２条に違反すると疑うに
足りる相当な理由のある者であったところ、Ｃの活動が非弁行為に該当するおそれがあることを容易
に知り得る立場にありながら、Ｃから上記⑴の事件の紹介を受けたこと
を理由に、令和４年６月１３日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　同人経営の法律事務所の職員であるＡに対し、約半年の間に６回、マッサージとしてＡの身体に
触れる行為を行ったり、性的な意味を含む「事務所で抱き合っていたら、私も一発でうつっていたよ
ね。」、「事務所の部屋から二人で汗だくで出てきたら、二人で抱き合っていたと思われるよ。」な
どの発言を行ったりしたが、このような行為は、いずれもＡに対して強い不快感や嫌悪感ないし屈辱
感等を与えるものであり、職場における女性職員に対する言動として極めて不適切なものであったと
いわざるを得ないこと、
⑵　Ａは、その後、法律事務所を退職したが、上記の行為に起因するストレスのため、適応障害との
診断を受け、病状は改善傾向にあるとされるものの、令和３年９月１８日の時点において、なお通院
治療を要する状態であったことが認められること
を理由に、令和４年９月２４日付けで、日本弁護士連合会から、令和３年６月１４日付けの所属弁護
士会による戒告の懲戒処分が変更された業務停止１月の裁決を受けたもの。

令和４年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａから受任したＢとの請求異議訴訟の控訴審において、裁判所から示された和解条項案をＡに送
付等することもなく、また、自ら直接電話等で上記和解条項案の内容を十分に説明することもなく、
Ａの具体的、最終的な意思を確認しないまま、平成２９年６月９日、漫然と、ＢがＡに対し解決金２
００万円を対象弁護士名義の預金口座へ振り込んで支払うこと等を内容とする訴訟上の和解を成立さ
せたこと、
⑵　Ａの具体的、最終的な意思を直接確認することなく、上記⑴の和解によって得た２００万円から
弁護士費用として１００万円を一方的に控除した上、平成２９年６月２１日、Ａの代理人と称する第
三者に残金１００万円を交付したこと
を理由に、令和４年３月３１日付けで所属弁護士会から業務停止３月の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
３か月間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象司法書士が、令和元年５月、別件の不動産取引の際に、Ａらとのやり取りを通じて、Ａ
が所有する合計５筆の土地（いずれも宅地）及び３個の建物（以下、これらを合わせて「本件不動
産」という。）を株式会社Ｂに売却する計画ないし予定があることを認識し（その時点では、Ａから
対象司法書士に対して登記申請手続の委任はされておらず、委任状等の書類も作成されなかっ
た。）、その後、不動産仲介業者の担当者であるＣから、本件不動産につき売買契約に基づく所有権
移転登記手続の申請代理の依頼を持ちかけられ、Ｃからの話で、本件不動産について、ＡとＢとの間
で売買契約を締結した上で、Ｂが指定したＤがＡから所有権の移転を受けることになると認識した
が、その旨を直ちにＡに確認することなく、以後も、本件不動産の売買につき売主とされたＡとのや
り取りについて、ＣがＡの側近であり、Ｃを信用していたとの理由から、全てをＣに委ね、登記申請
手続に必要なＡの委任状及び登記原因証明情報の入手についてもＣに任せていた結果、登記申請に先
立ち、対面等によって相手方が本人であることが確実な方法によって、Ａに対する本人確認及び登記
意思確認を行わず、同年１０月、法務局に対し、本件不動産について、ＡからＤに対する所有権移転
登記の申請をしたことを理由に、令和４年３月１８日付けで法務大臣より同年４月１２日から２週間
の業務の停止の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
１年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
ることが相当である。

本件は、対象弁護士が、配偶者との離婚トラブルに関連して、平成２８年９月２１日、自宅マンショ
ンのエントランス付近で、義理の両親であったＡ、Ｂのうち、Ａに対し、肩付近を手で押して床に転
倒させ、足をつかんで引きずるなどの暴行を加え、全治約２週間を要する頭部打撲血腫、右肩打撲、
右膝打撲、右側胸部打撲、左臀部打撲、外傷性頚部症候群の傷害を負わせ、また、Ｂに対しては、肩
付近を手で押し、胸ぐら及び袖口辺りをつかんで床に投げ倒し、押したり突いたりした上、転倒した
Ｂに馬乗りとなったり、腕をつかんで引きずったりしたほか、脇腹を手拳で殴打するなどの暴行を加
え、全治約１０日間を要する顔面打撲、左肩打撲、左側胸部打撲、右肘擦過傷、口腔内挫創、全治３
か月を要する左肋骨骨折の傷害を負わせたことが認められることを理由に、令和４年９月２１日付け
で、日本弁護士連合会から、令和３年５月１４日付けの所属弁護士会による戒告の懲戒処分が変更さ
れた業務停止１月の裁決を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　センターの法律相談援助に基づく法律相談料請求の要件を満たさないにもかかわらず、センター
に対し、令和元年７月８日及び同年８月２日の２回にわたり、法律相談料を請求し、うち１回はその
支払として５５００円を受領したこと、
⑵　上記⑴の請求に関連して行われた所属弁護士会の弁護士職務の適正化に関する会規に基づく調査
に応じなかったこと
を理由に、令和４年５月１７日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度

日本弁護士連合会委託援助業
務に係る事務の取扱いに関す
る契約については３年間の契
約締結拒絶期間を伴う契約解
除措置をとり、センター相談
登録契約、事務所相談登録契
約、受任予定者契約、受託予
定者契約、一般国選弁護人契
約（普通国選弁護人契約）、
一般国選付添人契約について
は、３年間の契約締結拒絶期
間を設定する措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　事件の依頼者及び相手方から所属弁護士会に対して対象弁護士と連絡が取れないという苦情が複
数寄せられる状態にあり、所属弁護士会が再三にわたり連絡を取ろうとしたが、遅くとも平成３０年
１１月頃から連絡が取れなくなったこと、また、対象弁護士は、令和２年１１月２５日、所属弁護士
会がＡ及びＢの苦情申出内容等を記載した所属弁護士会の会館への来館依頼の文書を発信したとこ
ろ、同年１２月９日の来館を約束したが、同日、何の連絡もなく来館しなかったこと、
⑵　平成２８年５月頃、Ａから個人再生申立てを受任し、平成２９年４月１０日までに着手金合計３
３万２４００円を分割して受領したが個人再生申立てをしなかったため、Ａにおいて、債権者から訴
えを提起され、平成３１年３月末頃及び令和２年７月頃には裁判所から自己が敗訴する内容の判決正
本を受領し、同年５月頃までに債権差押命令正本を受領したが、この間、対象弁護士に問合せをしよ
うとしても連絡が取れず、他の弁護士に債務整理を委任せざるを得なかったこと、
⑶　平成２９年８月、Ｂから個人再生申立てを受任し、令和元年頃までに着手金を分割して受領した
が、Ｂにおいて、債権者の申立てにより、裁判所から、同年１０月には支払督促命令正本を、令和２
年７月には自己が敗訴する内容の判決正本をそれぞれ受領し、対象弁護士に問い合わせたところ、同
月中旬に個人再生を申し立てるとの返信がなされたが、その後対象弁護士と連絡が取れなくなり、同
年９月には裁判所から給与差押命令正本を受領し、他の弁護士に債務整理を委任せざるを得なかった
こと、
⑷　所属弁護士会に対し、毎年６月３０日までに前年度における依頼者の本人特定事項の確認及び記
録保存等に関する規程第１１条の年次報告書を提出しなければならないところ、所属弁護士会から再
三提出を促されたにもかかわらず、対象期間を平成２９年度、平成３０年度及び令和元年度とする上
記年次報告書をいずれも提出しなかったこと、
⑸　所属弁護士会に対し、依頼者から預かった金員を預ける預り金口座を届け出なければならないに
もかかわらず、その届出をしなかったこと、
⑹　令和元年１１月２７日に実施された一般弁護士倫理研修を受講する義務があったにもかかわら
ず、所属弁護士会からの上記研修の受講案内に何らの回答もせず無断欠席したこと、また、令和２年
１１月２６日実施の研修も事前案内に回答することなく、音信不通のまま無断欠席したこと、
⑺　令和２年７月分から同年１２月分までの６か月分の所属弁護士会の会費及び特別会費並びに日本
弁護士連合会の会費及び特別会費合計２３万２２００円を滞納したこと
を理由に、令和４年６月２４日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　遅くとも平成２８年３月頃、Ａから退職金差押手続を受任しながら、遅滞なくこれを処理せず、
また、仮に差押手続を取りやめるのであれば、Ａと協議して対応を決定し、処理をしなければならな
いのに、Ａに何の相談もないまま申立てをしない状態を放置し、平成２９年８月２４日の紛議調停期
日において説明するまで何らの報告もしなかったこと、
⑵　Ａらから預かっていた３０００万円を超える預り金について、自己の金員と区別して適切に管理
保管せず、事務所経費や生活費に流用し、また、Ａらから申し立てられた紛議調停の場において返還
の約束をしたにもかかわらず、たびたび約束を違えて、紛議調停不成立後も４２０万円弱を返還しな
かったこと
を理由に、令和４年７月１４日付けで所属弁護士会から業務停止１年の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａから離婚事件を受任するに際し、委任契約書を作成しなかったこと、
⑵　上記⑴の事件に係る訴訟が原告であるＢの取下げによって終了した後、Ａに対し、同人の得た経
済的利益、事案の難易、時間及び労力その他の事情に照らして、相当な報酬額を検討しても、８８０
万円という極めて高額で、明らかに適正かつ妥当な報酬の域を超える報酬を請求したこと、
⑶　令和２年８月３１日、上記⑵の訴訟についての和解の成立を見越してＡから１５８万０１６５円
を預かったところ、和解が成立することなく、訴えの取下げにより終了し、Ａとの訴訟委任関係が終
了したにもかかわらず、遅滞なく上記預り金を返還しなかったこと
を理由に、令和４年７月２０日付けで、日本弁護士連合会から、同年３月４日付けの所属弁護士会に
よる業務停止２月の懲戒処分が変更された業務停止１月の裁決を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和４年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、
⑴　令和元年８月頃、Ａから、死亡したＡの母であるＢの財産及び平成３０年に死亡したＡの叔母の
財産（公正証書遺言により遺産の一部をＢが相続することとされていた。）を相続するための必要書
類の作成の依頼を受け、Ｂの法定相続人はＡ及びＡの兄Ｃの２人であるところ、Ｃには重度の知的障
害及び身体障害があり、意思疎通は不可能な状態であったが、Ｃと一切の連絡を取ることなく、Ｂの
財産及びＢが相続することとされていた叔母の財産を全てＡが相続する旨の合意がＡとＣの間で成立
した旨の虚偽の内容の令和元年９月付け及び同年１２月付けの各遺産分割協議書を作成して偽造し、
同協議書にＣの氏名を権限なく署名したこと、
⑵　Ａと共謀の上、令和元年１２月頃から令和２年１月頃までの間に、上記⑴で偽造した遺産分割協
議書を、真実のものであるかのように偽って複数の金融機関に提出し、金融機関を欺罔した上で、合
計して約８５００万円の金融資産をＡに取得させたこと、
⑶　Ａの申請代理人として、令和元年１２月、上記⑴で偽造した遺産分割協議書を添付書類とした相
続登記を法務局登記部門へ申請し、Ｂ名義の土地２筆及びＡの父（平成２８年死亡）名義の建物１個
について、Ａを名義人とする所有権移転登記を行ったこと、
等を理由に、令和４年８月３１日付けで法務大臣より令和４年９月１５日から１年６か月の業務の停
止の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度

３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、平成２８年２月、Ａに対する保佐開始の審判の確定により、同人の保佐人
に就任し、以降、保佐人としての業務を行っていたところ、平成３１年、Ａが死亡し、相続人が存在
することが明らかでなかったため、令和元年８月、対象司法書士自らを管理人候補者とする相続財産
管理人選任の申立てを行い、Ａの死亡による保佐事務の終了後も、保佐人の立場にあった者としてＡ
の財産を適切に管理する義務を負っていたにもかかわらず、自己の生活費や事業資金、借入金の返済
に充てる目的で、令和元年９月から令和２年１月までの間に、Ａ名義の預金口座から、合計９回にわ
たり、総額２５５万円を払い戻し、同金員を横領したことを理由に、令和４年８月３１日付けで法務
大臣より令和４年９月６日から６か月の業務の停止の懲戒処分を受けたもの。

令和４年度
２年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
ることが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成３０年５月頃、株式会社Ａと集客業務及び窓口業務につき業務提携を行い、同月２日から平
成３１年３月２５日までの間、上記業務提携により対象弁護士の銀行口座に入金された弁護士報酬３
０００万６５７２円のうち、少なくとも１８５４万７０００円を正当な理由なくＡ社に分配したこ
と、
⑵　上記⑴の業務提携に関連して、平成３０年５月頃から平成３１年３月頃まで、届出事務所とは別
に、Ａ社が使用していた事務所に法律事務所を設置したこと、
⑶　株式会社ＢからＣに対する損害賠償請求訴訟を受任するに当たり委任契約書を作成しなかったこ
と、また、上記訴訟において成立した裁判上の和解に基づき平成３１年１月までに対象弁護士の預り
口口座に入金された和解金１４２万３１００円をＢ社に返還しなかったこと
を理由に、令和３年８月１１日付けで所属弁護士会から業務停止８月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和５年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２８年１２月６日、Ａから、配偶者であるＢを相手方とする離婚及び婚姻費用事件を受任
し、平成３０年２月２８日、離婚給付の頭金として公正証書作成時にＢに交付するため対象弁護士の
預り金口座に３３０万円の送金を受け、同年３月１日に１７０万円を、同月２２日に２００万円を引
き出し、そのうち３３０万円につき、公正証書作成のめどが立たなくなった同年４月以後も、預り金
口座で保管しなかったこと、
⑵　Ａから、平成３１年２月１２日に上記⑴の事件の代理人を解任され、上記⑴の預り金の返還を求
められたが、これに応じなかったこと、
⑶　Ａとの間で、上記⑴の事件の委任契約書により弁護士報酬を定額とするとの合意がなされていた
ところ、弁護士報酬についての説明や協議をしなかったにもかかわらず、Ａを相手方とする紛議調停
の期日において、上記委任契約を上回る報酬を提示したこと、
⑷　上記⑶の弁護士報酬の提示において、Ｂが請求していない金額を基に過大な経済的利益によって
報酬を算出したこと
を理由に、令和４年２月２８日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度
６か月間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象司法書士が、
⑴　平成３０年５月、Ａから内縁の夫である被相続人Ｂ名義の自宅（以下「本件不動産」という。）
を処分したいとの相談を受け、対象司法書士は、内縁の妻であるＡには相続権がないことから、Ｂの
相続人を確認するため、Ｂの長男と連絡を取り、平成３０年６月、同人が相続放棄をした事実を知っ
た後、Ａからの依頼に基づき、同人がＢの相続財産に対して有する法的権利関係を明確にしないま
ま、同財産に対して何かしらの権利を有しているはずであるとの不十分な認識のみから、平成３０年
６月、職務上請求書５通を使用し、Ｂの相続関係を調査するために戸籍謄本等を取得し、上記職務上
請求の際、職務上請求書の請求者氏名をＡの氏名とした上で、業務の種類欄に裁判所提出書類の作
成、該当する事由欄に所有権移転請求権の裁判をするための添付書類である旨の事実と異なる記載を
したこと、
⑵　平成３０年７月、Ｂの長女であり、唯一の相続人であるＣに対して、本件不動産の処分に関して
相談したいことがある旨を通知し、Ｃ及びその夫と本件不動産の処分に関して相談を行った後、Ａに
対して電話等で連絡を試みたものの連絡が取れなかったため、Ａの所在を確認する目的で、職務上請
求書を使用し、Ａに係る住民票の除票を取得し、上記職務上請求の際、職務上請求書の請求者氏名を
Ａの氏名とした上で、業務の種類欄に裁判所提出書類の作成、該当する事由欄に所有権移転請求権の
裁判をするための添付書類である旨の事実と異なる記載をしたこと、
⑶　①その後、Ｃから、本件不動産に係るＢからＣへの相続を原因とする所有権移転登記の申請の依
頼を受け、平成３０年８月、所有権移転登記を申請し、同申請の際の申請書に添付したＢに係る戸籍
謄本等は、上記⑴で、対象司法書士がＡに係る業務のために取得したものであったが、Ａから、戸籍
謄本等の流用について事前に承諾を得なかったこと、②その後、Ａに対して当該戸籍謄本等の取得費
用等に係る報酬を請求することなく、Ｃに対し、当該費用を含む相続登記手続の報酬として金８万５
４７９円を請求し、これを受領したこと
を理由に、令和４年８月２４日付けで法務大臣より令和４年９月１５日から１週間の業務の停止の懲
戒処分を受けたもの。

令和５年度

日本弁護士連合会委託援助業
務に係る事務の取扱いに関す
る契約については１０か月間
の契約締結拒絶期間を伴う契
約解除措置をとり、民事法律
扶助契約、一般国選弁護人契
約（普通国選弁護人契約・一
括国選弁護人契約）、一般国
選付添人契約、国選被害者参
加弁護士契約については１０
か月間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、令和３年１２月１４日午前１時４９分頃、酒気を帯び、呼気１リットルにつ
き０．２５ミリグラム以上のアルコールを身体に保有する状態で、普通乗用自動車を運転したことを
理由に、令和４年１１月１６日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和５年度

日本弁護士連合会委託援助業
務に係る事務の取扱いに関す
る契約については３年間の契
約締結拒絶期間を伴う契約解
除措置、民事法律扶助契約、
一般国選弁護人契約（普通国
選弁護人契約・一括国選弁護
人契約）、国選被害者参加弁
護士契約については３年間の
契約締結拒絶期間の設定する
ことが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　亡Ａの相続財産管理人であったところ、対象弁護士が業務上管理する預金口座を令和２年９月８
日に解約し、５３３５万６５３９円を不正出金したこと、
⑵　成年被後見人Ｂの成年後見人であったところ、対象弁護士が管理するＢ名義の預金口座から、令
和２年１０月９日から令和３年３月１２日までの間１０回にわたり合計２３４９万７７５０円を不正
出金したこと、
⑶　成年被後見人Ｃの成年後見人であったところ、対象弁護士が管理するＣ名義の預金口座から、令
和２年１２月３日から令和３年１２月１５日までの間８回にわたり合計６３７万３０００円を不正出
金したこと、
⑷　Ｂの成年後見人業務に関し、令和２年１２月の定期報告時点で、Ｂ名義の預金口座から合計２３
４６万２７５０円の出金があったにもかかわらず、同月１８日付け後見事務報告書には、１回１０万
円を超える臨時支出はなかった旨記載し、財産目録には、最終記帳日を同月１４日、残高を２０００
万円と記載した上、預金通帳について上記出金が記帳されていないものを提出し、家庭裁判所に上記
出金を隠すために虚偽の報告をしたこと、
⑸　Ａの相続財産管理業務に関し、預金口座について、令和２年９月８日に解約しているにもかかわ
らず、令和３年３月３０日付け管理報告書添付の同日付け財産目録には、解約時と同額の５３３５万
６５３９円の預金が存在しているように記載し、預金通帳についても解約前のものを提出し、家庭裁
判所に上記⑴の出金を隠すために虚偽の報告をしたこと、
⑹　Ｂ及びＣの各成年後見人業務に関し、令和３年１２月までに家庭裁判所に対して書面による定期
報告が求められていたにもかかわらず、これを怠ったこと
を理由に、令和４年１０月５日付けで所属弁護士会から除名の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
あ相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成３０年１０月２日、株式会社Ａの代理人として、Ｂ株式会社との間で、Ｂ社が対象弁護士の
行う調査に協力をすれば、Ｂ社に対する民事、刑事を問わず法的責任を一切追及しない旨の条項を含
む合意書を締結するなどしたところ、Ｂ社及びその代表取締役であるＣに上記合意書に基づく協力義
務違反があったとは認められないにもかかわらず、同年１１月２日、Ａ社の代理人として、Ｃらに対
する告訴状を検察庁に提出し、同月１６日、Ｂ社の預金債権に対し仮差押命令申立てを行ったこと、
⑵　また、同年１２月２８日、Ａ社の代理人として、Ｂ社及びＣに対し、不法行為に基づく損害賠償
請求を提起したこと
を理由に、令和４年１２月１日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａ、株式会社Ｂ、有限会社Ｃ、Ｄ、Ｅ及びＦから債務整理について依頼を受け、平成２５年１２
月１８日には債務整理の方針として破産手続に付することが固まり、破産申立てを受任事件とする委
任契約書の作成が可能であったにもかかわらず、委任契約が解除された平成３０年４月２日まで委任
契約書を作成しなかったこと、
⑵　上記⑴の事件の弁護士費用、着手金として７０万円の支払を受け、平成２５年１２月１８日以
後、Ａらから再三督促を受けたにもかかわらず、平成３０年４月２日まで委任契約が解除されるま
で、Ａらの破産申立てを行わなかったこと、
⑶　上記⑴の事件につき、Ａらから受領した金員を自己の金員と区別し、預り金であることを明確に
する方法で保管等せず、委任契約を解除された時点で、これと上記⑵の金員を合わせた２７０万円を
Ａらに返還すべきだったにもかかわらず、平成３０年６月１日に１００万円を返還しただけで、残額
１７０万円の返還を拒み、資料の返還にも応じなかったこと
を理由に、令和４年１２月１２日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成３０年８月４日、バスの車内で、無断で、後部座席で寝ていた女性のスカート内や姿態を携
帯電話で写真撮影及び動画撮影したこと、
⑵　令和元年、電車内で、無断で、向かいに座っていた女性の姿態を携帯電話で動画撮影したこと、
⑶　令和２年２月２０日、２度にわたり、電車内で、それぞれ無断で、向かいの座席で居眠りしてい
た女性の姿態を携帯電話で動画撮影したこと、
⑷　令和２年、飛行機内で、無断で、女性客室乗務員の姿態を携帯電話で動画撮影したこと
を理由に、日本弁護士連合会から、令和５年２月２０日付けで、令和４年３月１８日付け所属弁護士
会による戒告の懲戒処分が変更された業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和５年度
１年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
ることが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａ及びＢらから、Ｃが詐欺を理由として提訴したＡらを被告とする損害賠償請求事件の訴訟代理
人を受任するに当たり、Ａから面談又はその他の方法により事実関係等を聴取して意思を確認するこ
とをせず、また、Ａに対し、事件の見通しや処理の方法等について説明をせず、委任契約書も作成し
なかったこと、
⑵　上記⑴の事件の第１審及び控訴審において、Ｂらの欺罔意図の不存在を主張するのみで、ＡがＣ
と同じく詐欺の被害者であって、他の被告とは異なる事情があったにもかかわらず、Ａの個別事情を
一切主張立証しなかったこと、
⑶　上記⑴の事件における平成２９年６月２３日付け第１審判決後、Ａから同年１０月２４日付け債
権差押命令により差押えを受けたと連絡を受けるまで、Ａに対し、判決内容を報告せず、その後も経
過説明書を送付したが、和解の見通しや進捗状況について適切な報告をせず、Ａと協議しながら上記
事件の処理を進めなかったこと
を理由に、令和４年１月２０日付けで所属弁護士会から業務停止２月の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度

３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。（措置の対象
となるべき契約）民事法律扶
助契約

本件は、対象弁護士が下記の法律相談援助の申込者７名に関し、過大な法律相談費を請求した事実が
認められることから措置の対象となった事案。
⑴　対象弁護士は、令和４年６月８日に法律相談を行った申込者Ａに関し、同年５月３１日にも法律
相談を行った旨の事実と異なる法律相談票をセンターに送付して、法律相談費１回分を過大に請求し
た。
⑵　対象弁護士は、令和４年６月６日に法律相談を行った申込者Ｂに関し、同年５月１６日にも法律
相談を行った旨の事実と異なる法律相談票をセンターに送付して、法律相談費１回分を過大に請求し
た。
⑶　対象弁護士は、令和４年６月８日に法律相談を行った申込者Ｃに関し、同年６月１日にも法律相
談を行った旨の事実と異なる法律相談票をセンターに送付して、法律相談費１回分を過大に請求し
た。
⑷　対象弁護士は、令和４年６月１０日に法律相談を行った申込者Ｄに関し、同年６月３日にも法律
相談を行った旨の事実と異なる法律相談票をセンターに送付して、法律相談費１回分を過大に請求し
た。
⑸　対象弁護士は、令和４年６月１３日に法律相談を行った申込者Ｅに関し、同年６月６日にも法律
相談を行った旨の事実と異なる法律相談票をセンターに送付して、法律相談費１回分を過大に請求し
た。
⑹　対象弁護士は、令和４年６月１４日に法律相談を行った申込者Ｆに関し、同年６月７日にも法律
相談を行った旨の事実と異なる法律相談票をセンターに送付して、法律相談費１回分を過大に請求し
た。
⑺　対象弁護士は、令和４年１２月１３日に法律相談を行った申込者Ｇに関し、同年１１月２８日と
同年１２月２３日にも法律相談を行った旨の事実と異なる法律相談票をセンターに送付して、法律相
談費２回分を過大に請求した。

令和５年度
６か月間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象司法書士が、遅くとも平成３０年１２月までに、Ａ及びＢ株式会社（以下「Ｂ」とい
う。）から、Ａが所有する区分所有建物（以下「本件建物」という。）について、Ａを登記義務者か
つ諾約者、Ｃ株式会社（以下「Ｃ」という。）を要約者、Ｂを登記権利者かつ受益者とし、売買代金
の全額の支払を条件として、ＡからＢに、直接、所有権を移転する旨の特約が付されている第三者の
ためにする契約（以下「本件契約」という。）に基づく本件登記の申請手続を受託し、本件以前に、
Ａが売主となる別の不動産の所有権移転登記の申請手続を行ったことが複数回あったが、Ａと面談し
たことがなく、Ｃの担当者から、Ａが本件契約の決済（以下「本件決済」という。）の場に出席しな
いことをあらかじめ知らされていたところ、Ａに対し、本件登記申請書の添付情報である登記原因を
証する情報や委任状にＡが署名及び実印による押印をし、印鑑登録証明書や登記識別情報通知書と共
に返送するよう、書面により依頼し、Ａから、Ａの署名及び押印（実印によるもの）がされた登記原
因証明情報等を受領し、上記受託時から後記の決済に至るまで、書面によるやり取りを除いては、Ａ
と電話や面談による接触を一切せず、本件決済の日時場所や方法、代金支払の確認手段についての連
絡もせず、平成３０年１２月、本件決済において、ＣからＡに対する売買代金の支払の事実を、Ａに
対する電話や面談等による方法で適切に確認することを怠り、Ｃの担当者から示された、同人の携帯
電話機の画面に表示された画像を目視したのみで、売買代金の支払が同日にされたものと安易に誤信
し、画像の内容は虚偽であり、実際には、ＣからＡに対して売買代金は一切支払われていなかったに
もかかわらず、売買代金の支払が前提となるＡの本件登記に係る登記申請意思を適切に確認すること
のないまま、本件登記の申請を行い、本件登記を完了させたことなどを理由に、令和５年１月２６日
付けで法務大臣より同年２月７日から２週間の業務の停止の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、弁護士法第７２条の規定に違反する者と認められる株式会社Ａが運営するＢ
協会の協力弁護士として登録され、Ｂ協会からの紹介により複数の相続に関する事件を受任し、これ
に関して、Ａ社に対し、依頼者の紹介と対価的関係にある金員として、少なくとも金１１２万６４４
７円を送金したことを理由に、令和５年２月１４日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分
を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和５年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　遅くとも平成３０年１２月までに、Ａが代表を務める法人Ｂから訴訟事件を受任した後、Ａから
何度も連絡を受けていたにもかかわらず、これに応答せずに事件処理の進捗状況について連絡を行わ
ず、令和４年１２月までの４年以上の間、訴訟提起しなかったこと、
⑵　令和２年１２月１５日、Ｃとの間で株式会社Ｄに対する未払賃金請求訴訟事件を受任し、同月２
１日にＣから着手金５万円等を受領したが、少なくとも令和３年６月頃までの６か月間、Ｃから、事
件処理の進捗状況を確認するための連絡を何度も受けていたにもかかわらず、これに応答せず、事件
処理の進捗状況について連絡を行わず、Ｃから解任されるまでの１０か月間、訴状作成等の事件処理
を行わなかったこと
を理由に、令和５年１月２８日付けで所属弁護士会から業務停止４月の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度
２年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
ることが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　遅くとも平成２９年３月末時点では、株式会社Ａが破産に至る具体的危険性等を認識しながら、
同年８月２２日、危機時期に突入していたＡ社に対し、５０００万２３４７円の報酬請求をしたこ
と、また、同年１２月８日にＡ社に破産申立てがなされた後、Ａ社に対して漫然と合計１億４０００
万円を交付し、平成３０年２月７日、Ｂからの求めに応じてＡ社の預り金残高５９０５万４１０４円
をＢに交付し、即日、Ｂから同額を預かったことにするという会計操作に応じ、Ａ社の資産を減少さ
せるなどし、破産債権者の利益を害したこと、
⑵　平成２９年１月１８日、ＣとＡ社の間の現金１２００万円の帰属先に関する紛争に関して、上記
現金を預かり、同年２月２８日、対象弁護士を被告とする訴状の送達を受け、同年３月１０日、訴訟
当事者でないＡ社に対して交付した上で、控訴審判決に至るまで、長期間に及んで争い続けたこと
を理由に、令和４年７月８日付けで所属弁護士会から業務停止１０月の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２９年１２月、Ａから委任を受けて刑事事件の弁護人に就任していたところ、平成３０年２
月６日、Ａが対象弁護士の事務所前の路上において職務質問を受けた際に、第三者が周囲にいる状態
で、警察官に対し、Ａが刑事事件の公判中である旨を伝えたこと、
⑵　第三者であるＢに対し、Ａと上記⑴の事件の打合せを行うこと及びその日を告げたこと、
⑶　平成３０年５月、違法な職務質問に関する動画を取り出し証拠として提出する範囲で使用するた
め、勾留されていたＡが保有する携帯電話２台の宅下げを受けた後、これを預かった趣旨を越えて、
第三者であるＣに対し、上記携帯電話の中にＣらの画像があることを伝えたこと、
⑷　令和３年５月１４日、Ａの弁護人を辞任したが、上記⑶の携帯電話をＡの同意なくＣに交付し、
Ａ本人に返還しなかったこと、
を理由に、令和４年１１月４日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、Ａ及び同人の姉であるＢから、平成１０年に死亡したＤ（その相続人は妻
のＣ、長女のＢ及びＡ）が所有していた土地及び建物（以下「本件各不動産」という。）について、
平成３０年８月下旬ころ、Ａから、相続登記及び共有持分全部移転登記（以下「本件各登記」とい
う。）の代理申請を受任し、同年９月から同年１０月までの間、Ａ及びＢとの間のやりとりにより、
本件各不動産に係る遺産分割協議書を作成し、当初の遺産分割協議書の内容は、Ａが本件各不動産を
全て取得するというものであったが、Ａ及びＢとやりとりする中で、Ａ及びＢが本件各不動産を各２
分の１の割合で取得するという内容に変更され、同年１０月、Ｂから本件各登記の代理申請を受任
し、同年１１月上旬、Ａから、本件各不動産の相続を放棄する旨の連絡を受けたが、同人を説得し、
同人は本件各不動産を１０分の１の割合で取得することを承諾したところ、
⑴　その後、Ｂ及びＣの意思を確認せずに、何ら権限がないまま、Ｃの署名押印がある遺産分割協議
書及びＢの署名押印がある遺産分割協議書を、本件各不動産について、Ａが１０分の１の割合で取得
し、Ｂが１０分の９の割合で取得するという内容に書き換えて偽造し、同年１１月、上記で偽造した
遺産分割協議書を添付して、本件各不動産に係る相続登記の申請を行ったこと、
⑵　本件各不動産に係る相続登記の申請を行うに当たり、Ｃの本人確認をすべきであったにもかかわ
らず、司法書士として行うべき本人確認を怠ったこと、
⑶　同年１１月、売買を原因とする本件各不動産に係る共有者全員持分全部移転登記を申請し、Ａ及
びＢに代わって本件各不動産に係る代金８００万円を受領したが、同人らへの通知、預かり証の発行
を怠り、また、ＡやＢに課される譲渡所得税を代わりに支払うためという理由で、預かる必要のない
金銭を約５か月間にわたり預かり、その精算義務を怠ったこと、
⑷　本件各登記の代理申請を受任するに当たり、司法書士として報酬の基準、報酬額及びその内訳を
明示すべきであるにもかかわらず、必要な説明を怠り、Ａ及びＢから報酬等として７７万円を得たこ
と
を理由に、令和５年２月２７日付けで法務大臣より令和５年２月２８日から起算して２か月の業務停
止の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和５年度
２年間６か月間の契約締結拒
絶期間を設定することが相当
である。

本件は、対象司法書士が、
⑴　Ａから受任した過払金返還請求事件につき、平成２４年頃に回収した過払金の一部を、正当な理
由がないにもかかわらず、その後もＡに返還することなく、放置したこと、
⑵　平成２８年頃、Ｂから受任した自己破産手続開始及び免責申立事件につき、正当な理由なく、こ
れを約５年間放置したとともに、その間、依頼者であるＢが進捗状況を確認するために何度連絡して
も、これに応答することなく、対応を怠ったこと、
⑶　平成２８年１月頃、Ｃ社会福祉協議会から受任した担保設定登記申請につき、正当な理由なく、
その処理を遅延させたこと、
⑷　Ｄから受任した遺産承継事件につき、正当な理由なく、平成２９年頃までその処理を遅延し、Ｄ
が連絡しても応答することなく、対応を怠ったこと、
⑸　株式会社Ｅ及び株式会社Ｆから受任した資本金の額の減少登記申請につき、平成２９年１２月、
官報販売所に対し、資本金の額の減少公告の申込みをし、同月に官報公告されたところ、同公告に係
る費用に関して、依頼者である株式会社Ｅから平成３０年３月頃に受領していたにもかかわらず、官
報販売所に官報掲載料を支払ったのは、令和元年７月であり、その間、正当な理由なく、官報掲載料
の支払を放置し、同様に、株式会社Ｆについても、同社から公告に係る費用を受領していたにもかか
わらず、官報販売所に官報掲載料を速やかに支払わず、その間、正当な理由なく、官報掲載料の支払
を放置したこと、
⑹　上記⑴から⑸までのほかにも、依頼者から受任した債務整理事件等について、少なくとも１０件
程度（依頼者１名を１件と換算）、正当な理由なく、処理を遅延又は放置したこと
を理由に、令和５年２月１６日付けで法務大臣より令和５年３月１日から１年６か月の業務停止の懲
戒処分を受けたもの。

令和５年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、広告代理店業等を目的とする株式会社Ａ及び労働者派遣事業等を目的とする
Ｂ株式会社からなるグループが、自らの活動として、弁護士に対する債務整理の依頼者を獲得し、こ
れを弁護士らに周旋するという組織的な一連のスキームで、債務整理案件について依頼者の集客ビジ
ネスを行って、その対価を得ており、弁護士法第７２条の規定に違反すると疑うに足りる相当な理由
のある者であるにもかかわらず、そのことを認識しながら、３年間にわたってその利用を継続し、そ
の間、平成３０年６月から令和２年６月までに、合計３０２４件の債務整理事件を受任したことを理
由に、令和５年３月１０日付けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度

民事法律扶助契約、一般国選
弁護人契約（普通国選弁護人
契約、一般国選付添人契約）
及び日本弁護士連合会委託援
助業務に係る事務の取扱いに
関する契約については２年間
の契約締結拒絶期間を伴う契
約解除措置をとり、国選被害
者参加弁護士契約については
２年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、Ａから依頼されて、令和元年１０月３日から令和２年６月１９日までの間、
６回にわたり、職務上請求書に「訴訟準備のため」等と虚偽の記載をして懲戒請求者有限会社Ｂの代
表者であるＣの住民票の写し及び戸籍謄本を職務上請求したことを理由に、令和４年７月２５日付け
で所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度

６か月間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。（措置の対
象となるべき契約）一般国選
弁護人契約（普通国選弁護人
契約、一括国選弁護人契約）

本件は、Ａの被告人国選弁護人に選任されていた対象弁護士について、令和４年６月、Ａより、令和
２年６月の勾留中、対象弁護士にキャッシュカードを宅下げして預金の出金を依頼したが、その
キャッシュカードと出金された１万１０００円を未だ返還してもらえない等の苦情の申出があったこ
とから、措置の対象となった事案。

令和５年度
６か月間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとるこ
とが相当である。

本件は、対象弁護士が、Ａから、原告訴訟代理人として受任し、平成３０年４月２４日に訴訟提起し
た、Ｂを被告とする民事訴訟事件において、弁護士Ｃ及び弁護士Ｄに対し、上記訴訟事件の原告訴訟
代理人又は対象弁護士の訴訟復代理人に就任することについての受任意思の有無を確認することな
く、その受任を承諾していない弁護士Ｃらを対象弁護士の訴訟復代理人に選任する旨の訴訟復代理委
任状を作成するとともに、弁護士Ｃらの氏名を原告訴訟復代理人として訴状に表示し、また、訴状の
作成者として弁護士Ｃらの記名をして弁護士Ｃらの押印欄に対象弁護士の印章をもって代印により押
印してもよいか否か、訴状の内容に異存がないか否かを弁護士Ｃらに対して何ら確認することなく、
訴状の内容を認識すらしておらず、訴状の作成者となることの承諾もしていない弁護士Ｃらの氏名を
訴状の作成者として記名し、対象弁護士の印章をもって代印により押印して訴状を完成させて裁判所
へ提出したことを理由に、令和５年３月２３日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受
けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和５年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２８年１２月２７日、Ａを理事長とする顧問先のＢ法人からＣ弁護士を通じて現金３３３０
万円を預かったところ、同日、Ａにこれを手渡したとするものの受領証等を確保せず、また、預り金
の入出金等の記録も、預り金の職務が終了した際の収支報告も作成せず、上記預り金の行方を不明と
したこと、
⑵　平成２９年１月９日、Ｂ法人から同法人の民事再生事件を受任したと認められるところ、同月２
５日、Ａから委任を受けたＣ弁護士から、対象弁護士と信頼関係を築くことができず、Ｂ法人の理事
長として法律顧問契約を解除する旨記載されたＡ名義の書面の送付を受けたにもかかわらず、Ａに連
絡を取り、その意思に変わりがないかを確認しないまま、同年２月１６日、Ｂ法人の民事再生事件の
申立てを行ったこと
を理由に、令和５年５月８日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、
⑴　平成３１年４月頃、行政書士Ａから、６筆の土地について、登記権利者をＢ、登記義務者をＣと
し、登記原因を贈与とする所有権移転登記（以下「本件登記」という。）に係る登記原因証明情報、
登記権利者及び登記義務者の代理権限証書（いずれもＡが作成し、当事者の署名押印を受けたもの）
等の本件登記に必要な書類一式の送付を受け、対象司法書士は、受領した登記原因証明情報に登記義
務者の契印がなかったため、Ａに対し、登記原因証明情報を返送したところ、Ａは、令和元年５月
頃、対象司法書士に対し、登記義務者の契印がされた登記原因証明情報を送付し、対象司法書士は、
その後も、本件登記に係る本人確認及び登記申請意思確認を一切行わず、その取扱いをＡに全て委
ね、同月、本件登記を代理申請し、本件登記は完了したこと、
⑵　本件登記の代理申請も含め、Ａの顧客で登記手続の相談があれば、Ａを通じて登記の代理申請の
依頼を受け、遅くとも平成２８年１月以降、Ａから１年間に１０件程度の登記の代理申請があり、Ａ
との業務上の関係は令和元年７月頃まで継続し、Ａは、対象司法書士に登記の代理申請を依頼する
際、契約書等の処分証書や代理権限証書等の登記に必要な書類を作成し、依頼者から署名押印を受け
た上、対象司法書士に当該書類を送付しており、対象司法書士は、行うべき依頼者の本人確認及び登
記申請意思確認を一切行うことなく、その取扱いをＡに全て委ね、Ａから送付を受けた書類をそのま
ま添付して、登記の代理申請のみ行い、登記完了後に登記識別情報等の関係書類をＡに返却するとい
う取扱いが常態化しており、Ａを通じて依頼があった登記について、依頼者の本人確認及び登記申請
意思確認を自ら行うことなく、Ａが作成した登記に必要な書類をそのまま添付して登記の代理申請を
行い、司法書士の業務を司法書士でないＡに取り扱わせたこと
を理由に、令和５年６月２０日付けで法務大臣より令和５年７月６日から３か月の業務停止の懲戒処
分を受けたもの。

令和５年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、弁護士法人Ａの代表社員であり、唯一の社員であったところ、広告代理店業
等を目的とする株式会社Ｂ及び労働者派遣事業等を目的とするＣ株式会社からなるグループが自らの
活動として弁護士に対する債務整理の依頼者を獲得し、獲得した依頼者を弁護士らに周旋することに
よって対価を得るという組織的な一連のスキームで、債務整理案件についての依頼者の集客ビジネス
を行ってその対価を得ており、弁護士法第７２条の規定に違反すると疑うに足りる相当な理由のある
者であるにもかかわらず、そのことを認識しながら、長期間にわたって、上記グループにおいて行わ
れている集客ビジネスを利用し、債務整理案件に関する多数の依頼者の周旋を受け、その間、令和元
年７月から令和２年６月までをとってみても上記グループから紹介された案件で約２億５９９１万円
もの売上げを上げたことを理由に、令和５年５月１８日付けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒
処分を受けたもの。

令和５年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士法人が、広告代理店業等を目的とする株式会社Ａ及び労働者派遣事業等を目的と
するＢ株式会社からなるグループが自らの活動として弁護士に対する債務整理の依頼者を獲得し、獲
得した依頼者を弁護士らに周旋することによって対価を得るという組織的な一連のスキームで、債務
整理案件についての依頼者の集客ビジネスを行ってその対価を得ており、弁護士法第７２条の規定に
違反すると疑うに足りる相当な理由のある者であるにもかかわらず、そのことを認識しながら、長期
間にわたって、上記グループにおいて行われている集客ビジネスを利用し、債務整理案件に関する多
数の依頼者の周旋を受け、その間、令和元年７月から令和２年６月までをとってみても上記グループ
から紹介された案件で約２億５９９１万円もの売上げを上げたことを理由に、令和５年５月１８日付
けで所属弁護士会から業務停止６月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和５年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、
⑴　平成３０年９月、Ａの成年後見人に選任され、令和２年１０月、家庭裁判所からＡに係る成年後
見人の辞任の許可がされたところ、新たに選任されたＡの成年後見人に対し、速やかに、その成年後
見業務に係る資料を引き継いだ上、当該資料の内容に関して説明をすべき義務を怠り、令和２年１０
月付けでＡの成年後見人として選任されたＢに対し、財産目録上に記載のあったＡのＣ銀行の定期預
金について、Ｂからの再三の求めにもかかわらず、令和３年１月末頃になっても前記定期預金の通帳
又は証書の所在に係る説明をしなかったこと、その結果、Ｂは、家庭裁判所に対して十分な報告をす
ることができず、Ａに係る成年後見業務に支障が生じたこと、
⑵　令和２年１月、Ｄの成年後見人に選任され、同年１０月、家庭裁判所からＤに係る成年後見人の
辞任の許可がされたところ、新たに選任されたＤの成年後見人に対し、速やかに、その成年後見業務
に係る資料の引継ぎをすべき義務を怠り、令和２年１０月付けでＤの成年後見人として選任されたＢ
に対し、Ｂからの再三の求めにもかかわらず、令和３年１月末頃になってもＤの収入支出に関する資
料の原本を提出しなかったこと、その結果、Ｂは、家庭裁判所に対して十分な報告をすることができ
ないなど、Ｄに係る成年後見業務に支障が生じたこと、
⑶　平成３１年１月、Ｅの成年後見人に選任され、Ｅの財産調査をした結果、申立時には８００万円
とされていた流動資産が２５００万円あることが判明し、令和２年４月、家庭裁判所に対し、成年後
見人の辞任の許可申請を行うとともに、本人財産を増加させた成果を上げたことから報酬付与の申立
てを行い、家庭裁判所は辞任を許可し、２１万円の報酬付与の審判をしたところ、Ｅの娘は、対象司
法書士が成年後見人として行った確定申告及び成年後見業務終了時の資料の引継ぎに疑問を覚え、同
年９月頃、家庭裁判所に対し、被処分者の報酬受領について異議を申し立て、家庭裁判所は、対象司
法書士に対し、２１万円全額の報酬付与の取消しの審判をしたことから、報酬付与の取消しがされた
２１万円について、Ｅ又は同年に同人が死亡した後はＥの娘に対し、速やかに返還すべき義務があっ
たにもかかわらず、これを怠り、令和３年１月まで放置して返還しなかったこと、
⑷　平成２９年４月、Ｆの保佐人に選任されたが、令和２年、Ｆが死亡し、Ｆに係る保佐業務が終了
したところ、家庭裁判所に対し、速やかに、終了報告書に財産引継書を添付して提出する義務があっ
たにもかかわらず、これを怠り、令和３年２月まで家庭裁判所に財産引継書を提出しなかったこと
を理由に、令和５年６月５日付けで法務大臣より令和５年６月６日から３週間の業務の停止の懲戒処
分を受けたもの。

本件は、対象司法書士が、平成２７年３月、Ａの成年後見人として選任され、Ａは、その当時、ａの
土地、ｂの土地、ｃの建物、ｄの土地と現金及び預貯金として１７５３万７１３３円を有していたと
ころ、Ａは、同年１１月に死亡し（同日、対象司法書士はＡが死亡したことを知った。）、これによ
り、Ａの後見業務が終了して、既にＡの成年後見人としての地位を失っていたにもかかわらず、
⑴　平成２７年１１月、Ａの成年後見人と称して、Ａの定期預金を解約し、同年１２月、Ａの国債を
換金し、得られた金員を、自己の金銭と明確に区分し得る方法で保管しなければならないにもかかわ
らず、これを怠り、対象司法書士名義の預金口座に入金して管理したこと、
⑵　平成２７年１２月、Ｂを含むＡの相続人らから対象司法書士が取締役、対象司法書士の妻が代表
取締役を務める有限会社Ｃに対してａの土地、ｂの土地、ｄの土地を売却する旨の売買契約（以下
「本件売買契約」という。）を締結することとし、Ｂから、上記各土地の売却手続に関する事務を受
託した後に、対象司法書士以外のＡの成年後見人であったＤから、本件各不動産を含む遺産の大半を
Ｅ及びＦに遺贈する旨のＡの遺言公正証書（以下「本件遺言公正証書」という。）の存在を知らさ
れ、その際、対象司法書士自らが関与してきた本件売買契約の内容が、本件遺言公正証書に記載され
た、本件各不動産をＦに遺贈する旨の内容と相容れないものであることを認識しながら、同月、相続
人であるＧ及びＨと有限会社Ｃとの間で、本件売買契約を締結することとし、Ｇ及びＨから、上記売
却手続に関する事務を受託し、この際、Ｇ及びＨに対し、本件遺言公正証書の存在及び内容を説明し
なかったこと、同様に、既に本件売買契約を締結していたＢに対しても、本件遺言公正証書の存在及
び内容を説明しなかったこと、
⑶　平成２８年１月、ａの土地、ｂの土地及びｃの建物について、相続を原因とする所有権移転登記
及び売買を原因とする共有者全員持分全部移転登記（登記権利者は有限会社Ｃ、登記義務者は相続人
ら）の申請をし、同月及び同年６月、ｄの土地について、相続を原因とするＡの持分全部移転登記及
び売買を原因とする共有者全員持分全部移転登記（登記権利者は有限会社Ｃ、登記義務者は相続人
ら）等の申請をし、本件各不動産に係る上記登記申請により、相続人らから、報酬として１２５万４
０００円を受け取ったところ、これらの登記申請の内容は、本件遺言公正証書の内容と相容れず、
Ｅ、Ｆ及び相続人らに損害を与える可能性があったにもかかわらず、同人らに対して必要な説明を行
うことなく、対象司法書士の判断で本件各不動産の売却を主導し、登記の代理申請まで行い、本来取
得することができないはずの報酬を得たものであったこと、
⑷　既にＡの成年後見人としての地位を失い、Ａの相続財産の処分権限を有しないにもかかわらず、
平成２８年２月から同年６月までの間、Ａの相続財産から、残置物の処理費用、庭木の処分費用、雑
木の伐採費用、ｃ建物の取壊し費用及び防草シート施工費用として合計２７６万円９８２０円を支出
し、同様に、同年９月、有限会社Ｃが負担すべき費用であるにもかかわらず、地耐力検査費用として
２万５０００円、地盤改良のための杭打ち費用として７１万３６８０円をＡの相続財産から支出した
こと
などを理由に、令和５年５月２４日付けで法務大臣より令和５年５月２５日から２年の業務停止の懲
戒処分を受けたもの。

３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

令和５年度



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和５年度

一般国選弁護人契約（普通国
選弁護人契約）、一般国選付
添人契約、日本弁護士連合会
委託援助業務に係る事務の取
扱いに関する契約について
は、２年６か月間の契約締結
拒絶期間を伴う契約解除措置
をとり、センター相談登録契
約、事務所相談登録契約、受
任予定者契約、受託予定者契
約については、２年６か月間
の契約締結拒絶期間を設定す
ることが相当である。

本件は、対象弁護士が、弁護士法人Ａを代表する社員であったところ、
⑴　平成２７年５月頃から平成２８年春頃までの１年弱の期間、報酬を得る目的で法律事務を取り扱
うなど弁護士法第７２条の規定に違反すると疑うに足りる相当な理由のある特定非営利活動法人Ｂ又
はＢ法人の従業員であるＣから、３０名以上の依頼者の紹介を受け、少なくとも平成２９年７月１０
日まで顧客紹介の対価をＢ法人又はＣに支払ったこと、
⑵　上記⑴の依頼者のうちＤら４名について、委任を受けていないにもかかわらず、金融業者に対
し、過払いの調査のための取引履歴の開示請求を行い、Ｄら４名の代理人であると誤信させたこと、
⑶　上記⑵のＤら４名について、面談することなく過払金返還請求事件を受任してＥを被告とする過
払金返還請求訴訟を提起した上、同意を得ることなく和解を成立させ、その和解金の支払を受けてこ
れを預かり保管中、Ｄら４名の意思を確認することなく、Ｃに言われるままにその指定するＣ名義の
銀行口座に和解金を振り込み、Ｄら４名に遅滞なく返還しなかったこと
を理由に、令和４年１２月２２日付けで所属弁護士会から業務停止１０月の懲戒処分を受けたもの。

本件は、対象司法書士が、
第１　平成２７年９月、Ａから任意整理事件を受任し、同日、債権者宛てに受任通知書を送付し、
⑴Ａは、平成２７年１０月、甲株式会社を被告として、１１３８万１０１７円及びうち９２８万５０
１２円に対する平成２７年１０月から支払済みまで年５分の割合による金員の支払等を求めて、地方
裁判所に不当利得返還請求訴訟の訴えを提起したが、この訴訟及びこれに関する和解交渉は、法律上
の代理権限を有しない対象司法書士がＡを実質的に代理して行ったものであったこと、⑵平成２８年
１月、Ａと甲株式会社との間で、甲株式会社がＡに対して不当利得金として８００万円を、対象司法
書士名義の銀行口座に振込送金する方法により支払う旨の和解契約が締結され、対象司法書士は、Ａ
に対し、平成２８年４月、前記不当利得金８００万円から裁判実費等１０万８５００円、報酬金４万
３２００円、過払返還金報酬２１６万円、管理費８６４０円、振込手数料１０８０円を差し引いた５
６７万８５８０円を支払ったこと、
第２　平成２７年９月、Ｂから任意整理事件を受任し、同日、債権者宛てに受任通知書を送付し、
⑴Ｂは、平成２７年１１月、乙株式会社を被告として、２４７万８４９２円及びうち１８９万８１７
７円に対する平成２７年１１月から支払済みまで年５分の割合による金員の支払等を求めて、地方裁
判所に不当利得返還請求訴訟の訴えを提起したが、この訴訟及びこれに関する和解交渉は、法律上の
代理権限を有しない対象司法書士がＢを実質的に代理して行ったものであったこと、⑵平成２７年１
２月、Ｂと乙株式会社との間で、乙株式会社がＢに対して不当利得金として１９０万円を、対象司法
書士名義の銀行口座に振込送金する方法により支払う旨の和解契約が締結され、対象司法書士は、Ｂ
に対し、平成２８年３月、前記不当利得金１９０万円から裁判実費等７万５５００円、報酬金４万３
２００円、過払金返還金報酬５１万３０００円、管理費７５６０円、振込手数料１０８０円を差し引
いた１２５万９６６０円を支払ったこと、
第３　平成２７年９月、Ｃから任意整理事件を受任し、同日、債権者宛てに受任通知書を送付し、
⑴Ｃは、平成２７年１０月、丙株式会社を被告として、３３２万１０８６円及びうち２５８万１５１
９円に対する平成２７年１０月から支払済みまで年５分の割合による金員の支払等を求めて、地方裁
判所に不当利得返還請求訴訟の訴えを提起したが、この訴訟及びこれに関する和解交渉は、法律上の
代理権限を有しない対象司法書士がＣを実質的に代理して行ったものであったこと、⑵平成２７年１
２月、Ｃと丙株式会社との間で、丙株式会社がＣに対し、不当利得金として１９６万円を、対象司法
書士名義の銀行口座に振込送金する方法により支払う旨の和解契約が締結され、対象司法書士は、Ｃ
に対し、平成２８年５月、前記不当利得金１９６万円及び預かり金２万円の合計１９８万円から裁判
実費等７万８５００円、着手金２万１６００円、報酬金４万３２００円、減額報酬３万３８５０円、
過払返還金報酬５２万９２００円、管理費９７２０円、振込手数料１０８０円を差し引いた１２６万
２８５０円を支払ったこと、
第４　平成２７年９月、Ｄから任意整理事件を受任し、同日、債権者宛てに受任通知書を送付し、
⑴Ｄは、平成２７年１１月、丙株式会社を被告として、３６９万９６６８円及びうち２９２万４３３
６円に対する平成２７年１１月から支払済みまで年５分の割合による金員の支払等を求めて、地方裁
判所に不当利得返還請求訴訟の訴えを提起したが、この訴訟及びこれに関する和解交渉は、法律上の
代理権限を有しない対象司法書士がＤを実質的に代理して行ったものであったこと、⑵平成２８年１
月、Ｄと丙株式会社との間で、丙株式会社がＤに対し、不当利得金として２００万円を、対象司法書
士名義の銀行口座に振込送金する方法により支払う旨の和解契約が締結され、対象司法書士は、Ｄに
対し、平成２８年６月、前記不当利得金２００万円から借入金の返済として８万０５００円、報酬金
４万３２００円、過払返還金報酬５４万円、管理費１万０８００円、振込手数料１０８０円を差し引
いた１３２万４４２０円を支払ったこと
を理由に、令和５年７月２５日付けで法務大臣より令和５年７月２６日から１か月の業務停止の懲戒
処分を受けたもの。

２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

令和５年度



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成３０年６月頃、Ａから、Ｂ合同会社及びＣ株式会社に対する損害賠償請求訴訟を受任し、同
年７月５日、着手金１０８万円を受領したところ、Ａに無断でＣ社に対する訴えを取り下げたこと、
また、同年９月１７日頃、Ａから、Ｂ社の代表社員であるＤ名義の預金口座及び自動車の差押手続並
びにＣ社に対する保険金請求訴訟提起を受任し、着手金３２万４０００円を受領したものの、事件処
理を行わなかったこと、さらに、Ａとの委任契約終了に際し、少なくとも上記差押手続等の着手金相
当額を返還する義務があったがこれを怠り、上記各事件の事件記録及び資料一式を返還しなかったこ
と、
⑵　平成３０年１２月頃、Ｅから債権回収に係る法律事務処理を受任し、平成３１年1月３１日まで
に着手金２１６万円を受領したものの、委任契約書を作成せず、また、Ｅから委任契約を解除される
まで約２年もの間、事件に着手せず、Ｅへの報告や説明なども行わなかったこと、
⑶　ＦがＧ弁護士に依頼して提起した建物明渡等請求訴訟事件について、被告であるＨ株式会社から
依頼を受けて訴訟代理人となったところ、Ｇ弁護士からの複数回の架電に対する返電や送付された書
面への回答をせず、ＦとＨ社との交渉の進展を阻害した上、令和２年７月及び８月の２度にわたり裁
判期日を無断欠席し、上記訴訟事件を遅延させたこと、
⑷　Ｉから、同人の夫Ｊとの離婚交渉を受任し、令和２年１１月５日に４４万円を受領したところ、
受任に当たり委任契約書を作成しなかったこと、また、Ｋ弁護士がＪの代理人となったことやＪには
婚姻費用を支払う意思があるので支払先の口座を教えて欲しい等との内容の書面をＫ弁護士から受領
したにもかかわらず、これを速やかにＩに報告しなかったこと、さらに、Ｉから、児童手当の申請の
ために、期限までに市に提出すべき書類の作成等を依頼されたにもかかわらず、上記期限までにこれ
を行わなかったこと、加えて、委任契約中、Ｉから、同人が事件に関して作成した委任状のコピーの
交付並びに資料として対象弁護士に交付した録音機器及び録音媒体の返還を求められたにもかかわら
ず、返還しなかったこと、遅くとも令和３年３月１８日頃にＩから委任契約を解除されたにもかかわ
らず、弁護士報酬の清算を行わず、また、上記録音機器等の返還をしなかったこと、
⑸　Ｌから貸金返還請求事件を受任し、令和２年９月５日、着手金として５５万円を受領したとこ
ろ、受任に当たり委任契約書を作成しなかったこと、また、委任契約の締結から８か月以上経過した
時点で訴状の作成しかしていないなど事件処理を遅滞したこと、さらに、令和３年６月７日付け解任
通知によりＬから委任契約を解除されたにもかかわらず、弁護士報酬の清算を行わず、また、上記事
件に関する資料を返還しなかったこと、
⑹　令和３年３月頃、Ｍから、同人の妻Ｎとの離婚調停申立事件及び面会交流申立事件を受任し、上
記離婚調停申立事件において、ＭがＮに支払う財産分与の額につき、ＭとＮの主張する金額に１００
万円の差額があったところ、離婚調停申立事件を成立させるために、Ｍに対し、上記差額を自ら補填
することを約束した上、後日、Ｍに１００万円を支払ったこと、また、令和３年１１月末頃から、Ｍ
との連絡に応じず、上記面会交流申立事件の打合せをしなかったこと、
⑺　対象弁護士に事件処理を依頼した多数の依頼者らから所属弁護士会が苦情を受け付けた事件の処
理状況について、令和３年１１月４日及び同年１２月１４日、所属弁護士会から、報告書を提出すべ
き旨の指示を受けたにもかかわらず、これに応じず、また、所属弁護士会が苦情を受け付けた事件に
ついて、令和４年１月２７日、所属弁護士会から、預り金に関する照会に対する回答を求められた
が、これにも応じなかったこと
を理由に、令和５年６月１５日付けで所属弁護士会から業務停止１０月の懲戒処分を受けたもの。

３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

令和５年度



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和５年度
６か月間の契約締結拒絶期間
を伴う契約解除措置をとるこ

とが相当である。

本件は、対象司法書士が、
第１　令和２年１２月中旬頃、不動産仲介業者である株式会社丙の代表取締役であり、かねて付き合
いがあったＣから、株式会社乙（令和２年１２月、（１）取締役兼代表取締役Ａ令和２年１１月辞
任、（２）取締役兼代表取締役Ｂ令和２年１１月就任、（３）旧本店（以下「所在ａ」という。）、
新本店（以下「所在ｂ」という。）令和２年１１月本店移転の登記がそれぞれ登記されていた。）が
所有する土地建物（以下「本件不動産」という。）を、株式会社丁に売却する取引の決済を行うこと
から、同決済に立ち会うよう依頼を受けるとともに、本件不動産に関する根抵当権抹消登記及び売買
による所有権移転登記の各申請（以下、両者を併せて「本件各申請」という。）の依頼を受けた際、
Ｃから、乙のインターネット法人登記情報（令和２年１０月現在）、本件不動産のインターネット登
記情報（令和２年１０月現在）等を手渡され、本件不動産について登記識別情報がない旨の説明を受
け、本件不動産の最新の登記情報を取得し、これに基づいて申請書類等を作成したが、乙の最新の法
人登記情報は取得しなかったため、実際には乙の代表取締役がＡからＢに変更されていたことを把握
しておらず、令和２年１２月、信用組合戊本店営業部において、対象司法書士、Ｃ、Ａ、買主である
丁の代表取締役であるＤ、根抵当権者である己株式会社の担当者が出席し、本件不動産について、売
買契約の締結と代金授受の決済が行われた場に、Ｂは同席しておらず、席上、初めて会うＡから「株
式会社乙代表取締役Ａ」と記載された名刺と、乙の印鑑証明書（令和２年９月付け）を手渡され、乙
の代表者である旨の挨拶を受け、Ａから、運転免許証の原本の提示を受け、その記載内容を確認する
とともに、年齢・干支を聴くなどして本人確認を行い、Ａの運転免許証の写しを取得し、Ａに対し、
本件不動産の登記情報を提示しながら、売却する不動産に間違いがないかを確認し、登記の内容・書
類などを説明し、Ａから、登記原因証明情報及び委任状に乙の実印の押印を受け、これらの間、出席
者は、Ａのことを「社長」と呼んでいた状況から、対象司法書士は、Ａを乙の代表者であると誤って
判断し、また、Ａに対し、登記識別情報を提出できない場合の本人確認情報の提供制度について説明
し、Ａに代表者であるかを尋ね、Ａは代表者であると答えたため、Ａを乙の代表者であると誤って判
断したまま、登記申請に必要な手続を進め、令和２年１２月、売買による所有権移転登記の申請に
は、登記義務者乙の本人確認情報として、対象司法書士が作成した、Ａを代表取締役とする本人確認
情報を添付し、本件各申請を法務局の支局に行って、登記義務者である乙の代表取締役であるＢに対
する登記申請意思等の確認を行わずＡを代表取締役とする本人確認情報を誤って作成したこと、
第２　本件各申請について、法務局の支局登記官が、令和３年１月付けで、申請権限を有しない者の
申請であるとして不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）第２５条第４号を根拠条項とする却下
決定を行って対象司法書士に告知し、本件各申請が却下されたことを知った対象司法書士は、直ちに
Ｃに連絡し、Ａと面談できるよう、手配を依頼し、乙の法人登記情報を取得し、Ａが代表者ではな
く、Ｂが代表者であることを初めて認識し、令和３年１月、Ａ及びＢと面談し、本件各申請が却下さ
れたことを説明し、今後の対応を相談したところ、Ａは、「Ｂには迷惑をかけたくない、買主にも迷
惑はかけられない」との強い意向を示し（なお、対象司法書士がＢと会ったのは、この時が初めてで
あった。）、当初の売買契約どおりに登記で公示されることを強く望むＡの依頼を受け、乙につい
て、実際にはそのような役員変更及び本店移転の事実がなく、実体に合致しない内容であることを認
識しながら、一旦却下された本件各申請と同一の内容を不動産登記で実現するために、それに合わせ
て乙の商業登記の内容を変更するべく、本件各申請時以前に遡って、乙の役員変更及び本店移転の登
記申請を行うこととし、乙の役員変更（令和２年１１月Ａが取締役兼代表取締役就任）及び本店移転
（令和２年１１月所在ｂから所在ａへ本店移転）の申請書類の作成等を行い、令和３年１月、乙の代
理人として、法務局に同登記を申請し、同申請は、印鑑不備を理由に一旦取り下げられたが、再申請
し、登記が完了し（同申請には、令和２年１１月に開催されたとする、役員選任に係る乙の臨時株主
総会議事録及び本店移転に係る臨時株主総会議事録が添付されていた。これらの議事録は、実際には
存在しないものであるが、上記のとおり本件各申請と同一の内容を実現したいとのＡの意向を受け、
対象司法書士が作成の上、Ａから押印を受けたものであった。）、令和３年１月、法務局の統括登記
官らから、却下された本件各申請の経緯等について、事情聴取を受け、その際、本件各申請の却下後
に行っていた上記の乙の役員変更及び本店移転の登記申請については一切言及せず、却下された本件
各申請について実体に合致しているとの反論をすることもなく、むしろ、本件各申請時に本人確認を
しなかった不備を認めた上で、意図的な誤りでないことを述べ、同趣旨の上申書を提出し、令和３年
２月、乙の代表取締役をＡとして、本件各申請と同様の内容の根抵当権抹消及び所有権移転の各登記
申請を、改めて申請し、同登記は完了し、その後、乙の役員及び本店を、実体に合わない上記の変更
登記がされる以前の状態に戻すため、Ａから依頼を受け、（１）取締役兼代表取締役Ａ令和３年２月
辞任、（２）旧本店所在ａ、新本店所在ｂ令和３年２月本店移転の登記を、法務局に申請し、それぞ
れ登記され、これらは、対象司法書士が意図的に実体に反する虚偽の内容の添付情報を作成・添付し
た上で、乙の役員変更等の虚偽の登記申請をして、その旨の不実の商業登記を作出したと認められる
こと
を理由に、令和５年７月１２日付けで法務大臣より令和５年８月３日から１か月の業務停止の懲戒処
分を受けたものである。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和５年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、受任事件について不当に高額な報酬の請求をしたことから依頼者と紛争と
なったところ、依頼者に有利になるよう作成し所属機関に提出した報告書の撤回や機微な私的情報の
公開をほのめかし、さらに、依頼者が接触を拒絶して代理人を選任したにもかかわらず、終了した事
件の相手方や所属機関の関係者に面談し、依頼者に不利益な事実等を述べて依頼者が対象弁護士に直
接連絡するよう圧力をかけたこと等を理由に、令和５年９月１６日付けで日本弁護士連合会から、令
和４年１月付けの所属弁護士会の決定を取り消した業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和５年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　被相続人の相続人の１人である遺言執行者Ａから委任を受け、不動産の換価等の遺言執行業務を
行っていたが、相続人Ｂ、Ｃとの間には委任契約も報酬に関する契約もなかったにもかかわらず、Ａ
の補助者として同業務に関連して預かった金員から、一方的に計算した報酬（Ｂについては３５１万
５５０７円、Ｃについては４６４万７８７２円）を控除して遺産の分配を行い、ＢとＣに対し支払う
べき金員を支払わなかったこと、
⑵　平成２８年８月に上記の業務を終了したところ、相続人が、税務調査を受けて修正申告を余儀な
くされたことを機に相続人間の紛争が顕在化し、Ｂが代理人弁護士を選任し、同弁護士から、平成３
０年夏頃から複数回にわたり、対象弁護士の行った業務の処理内容について問合せがされ、また、翌
年には、元依頼者であったＡも新たに別の弁護士を選任し、同弁護士からも遺言執行に関する資料の
開示依頼がされたにもかかわらず、一度回答した以降、Ａを含む相続人への一切の説明及び資料の送
付を拒んだこと
を理由に、令和５年９月１９日付けで日本弁護士連合会から、令和４年３月付けの所属弁護士会によ
る戒告の懲戒処分が変更された業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

本件は、対象司法書士が、
第１　平成２４年１０月、成年被後見人Ａの後見人に選任され、以後、財産管理等の業務に従事して
いたところ、Ａは、平成２４年頃から、病院に入院しており、入院費など必要な費用の支払に当たっ
ては、対象司法書士が使用していた補助者Ｂに対し、対象司法書士に預託されたＡの金融機関口座か
らの出金に関する指示をしていたが、対象司法書士は、平成３０年１月頃以降、同口座を適切に管理
することなく、Ｂに対し、同口座の通帳及びキャッシュカードを使用ごとに返却させることなく、同
口座の出入金履歴の適切な確認を怠るようになり、Ｂは、そのような対象司法書士の同口座に関する
ずさんな管理状態を悪用し、平成３０年７月から令和元年７月までの間、同口座から少なくとも１６
回にわたり、合計２４０万６０００円を、自らの個人的債務の支払に充てる目的で出金して、これを
横領し、もって、対象司法書士は、後見人として、Ａの財産を適切に管理すべき義務を負っていなが
ら、これを怠ったこと、
第２
⑴　Ａの夫であるＣは、対象司法書士がＡの後見人に就任する以前の平成２４年に死亡し、Ａは、Ｃ
の相続人の一人であったところ、対象司法書士は、この事情を知った上で、Ａの後見人に就任してい
たが、Ｃの相続財産の調査を怠り、Ａの財産を適切に把握・管理すべき後見人としての義務を負って
いたにもかかわらず、相続財産目録を作成せず、その後も相続財産の適切な把握をしなかったこと、
⑵　平成２５年１月頃、Ａの親族であるＤの求めに応じ、相続財産である甲株式会社の株式１万株を
Ａ名義に変更し、同株式の配当金（以下「本件配当金」という。）について、Ａの財産である可能性
があることから、これを適切に把握・管理すべき後見人としての義務を負っていたにもかかわらず、
Ｄが本件配当金をＡを含む一族（いわゆるＤ家）の管理に使用すべきであると強く主張したことか
ら、安易にその主張を受け入れ、以後、本件配当金について適切な管理・処分を行わず、Ｄがこれを
事実上管理・使用することを放置し、その使途を一切把握しなかったこと、
⑶　平成３０年までにＤが死亡し、本件配当金を管理する者がいなくなったところ、対象司法書士
は、同年４月、Ａ名義の金融機関口座を新たに開設し、当該口座に本件配当金が入金されるよう手続
をしたが（以下、当該口座に入金された配当金を「プール金」という。）、Ａの財産を適切に把握・
管理すべき後見人としての義務を負っていたにもかかわらず、プール金の存在についてＡの財産目録
に計上することなく、管轄の家庭裁判所にもＡの資産として報告しなかったこと、その後、対象司法
書士は、前記第１の事案の発生を受け、Ａの後見人を辞任したが、プール金については、管轄の家庭
裁判所から新たに選任された後任の後見人に報告せず、引き継がず、令和元年１２月、プール金の合
計６５万７０００円について、Ａの後見開始申立書類作成に係る対象司法書士の報酬１１万１３９０
円を差し引いた上で、Ａの義理の妹に当たるＥに送金して、これを独断で処分したこと
を理由に、令和５年９月１４日付けで法務大臣より令和５年９月２８日から業務停止２か月の懲戒処
分を受けたもの。

１年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
ることが相当である。

令和５年度



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和６年度
３年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴  平成２５年１２月２７日、家庭裁判所から、被後見人Ａの後見人に選任されたところ、平成３０
年９月１６日から令和２年１０月２５日までに、Ａの銀行口座から合計１３２０万０８８０円を出金
し、これを自らの遊興費に費消したこと、
⑵  Ａが被害者である交通事故に関して、加害者が契約していた損害保険会社をして、令和元年１０
月１７日、損害賠償示談金２４２６万円を対象弁護士名義の銀行口座に送金させた上、これを自らの
遊興費に費消したこと、
⑶　平成２９年９月２９日、家庭裁判所から、未成年者Ｂの未成年後見人に選任されたところ、平成
３１年３月２５日から令和２年３月２１日までに、Ｂの銀行口座から合計８３０万円を出金し、これ
を自らの遊興費に費消したこと、また、当該行為の発覚を免れるため、未成年後見事務報告におい
て、改ざんした通帳の写し及びそれに基づく財産目録を裁判所に提出したこと、
⑷　平成２７年８月１１日、家庭裁判所から、被後見人Ｃの後見人に選任されたところ、平成３１年
４月２日から令和２年１０月２６日までに、Ｃの銀行口座から合計１３０２万９４００円を出金し、
これを自らの遊興費等に費消したこと、
⑸　令和元年７月８日、家庭裁判所から、被後見人Ｄの後見人に選任されたところ、同年８月６日か
ら令和２年１０月１５日までに、Ｄの銀行口座から合計１０３３万４７５６円を出金し、これを自ら
の遊興費等に費消したこと、
⑹　刑事弁護の依頼者であるＥから、被害弁償金として令和３年５月３１日から同年８月２日にかけ
て合計６６０万円の預託を受け保管し、そのほかに保釈保証金３００万円を同年７月２６日に還付を
受けて預り保管していたところ、被害弁償金６６０万円について、Ｅの刑事事件の被害者には弁償し
ていないにもかかわらず、弁償したとの虚偽の報告を行い、保釈保証金還付金３００万円も出金した
まま、いずれもＥに返還しなかったこと
を理由に、令和４年８月８日付けで所属弁護士会から除名の懲戒処分を受けたもの。

令和６年度
２年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象司法書士が、平成２７年１月、Ａとの間で、民事再生申立書の作成に関する業務（以下
「本件業務」という。）の委任契約を締結し、同日、Ａから本件業務を受任し、平成２７年１月から
平成２８年２月までの間、Ａは、対象司法書士の指示に従い、委任契約の費用に充てる目的で、対象
司法書士名義の銀行口座に計８回、合計金額２１万円を振り込み、対象司法書士は、同年１月頃、Ａ
に対し、本件業務の内容が民事再生申立書作成から破産申立書作成に変更になった旨を伝えたとこ
ろ、その後、対象司法書士は、特別な理由がないのに、令和３年１月頃までの間、受任に係る破産申
立書の作成業務を行わず、もって速やかに業務を取り扱わなかったこと、また、令和３年１月頃まで
の間、相当の回数にわたり、Ａに対し、近日中に破産申立てを行うなどと虚偽の説明を行ったこと、
そ間には、約束した日時に裁判所に来るようにＡに指示を行いながら、約束した日時に裁判所に現れ
ないとの不適切な対応もあったことを理由に、令和５年６月２７日付けで法務大臣より令和５年７月
２４日から１か月の業務停止の懲戒処分を受けたもの。

令和６年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、令和４年１月１９日、無免許で、コンビニエンスストアの駐車場から車で出
ようとした際、上記駐車場内においてワゴン車と衝突し、その後、現場を立ち去るなどしたため、同
年３月１７日、逮捕されたことを理由に、令和５年８月３日付けで所属弁護士会から業務停止２月の
懲戒処分を受けたもの。

令和６年度
３年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａ弁護士が代表を務める法律事務所に勤務していたところ、平成３０年６月１９日、Ｂ及びＣか
らＡ弁護士が受任した不法行為に基づく損害賠償請求事件につき、主任として担当したが、上記事件
の進捗状況の確認を求めたＢらに対し、訴訟提起等の事件処理を行っていなかったにもかかわらず、
訴訟を提起した旨の説明を行うなどの虚偽報告を行い、さらにその手段として、Ａ弁護士ら
の職印を無断で使用するなどして、訴状、答弁書、準備書面等を偽造してＢらに提示して行使し、令
和２年４月２０日までの約１年１０か月間、事件処理を行わなかったこと、
⑵　平成３０年９月１３日、Ａ弁護士が受任した交通事故による損害賠償請求事件を主任として担当
したところ、依頼者に対して、既に訴訟を提起した等虚偽の報告を行い、令和２年４月２４日までの
約１年７か月間、訴訟提起等の事件処理を行わなかったこと、
⑶　平成３１年１月２２日、Ａ弁護士が受任した食中毒による損害賠償請求事件を主任として担当し
たところ、依頼者に対して、既に訴訟を提起した等虚偽の報告を行い、令和２年４月２４日までの約
１年３か月間、訴訟提起等の事件処理を行わなかったこと、
⑷　平成３１年４月２２日、Ａ弁護士が受任した近隣関係問題の損害賠償請求事件を主任として担当
したところ、依頼者に対して、既に訴訟を提起した等虚偽の報告を行い、令和２年４月２４日までの
約１年間、訴訟提起等の事件処理を行わなかったこと
を理由に、令和５年５月２６日付けで所属弁護士会から業務停止８月の懲戒処分を受けたもの。



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和６年度
３年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　平成２７年７月、Ａ株式会社、同社代表取締役Ｂ及びＢの妻Ｃの破産手続開始申立事件を受任す
るに当たり、弁護士報酬に関する事項を含む委任契約書を作成しなかったこと、
⑵　上記⑴の事件につき、委任を受けた平成２７年７月から解任された令和３年９月２７日までの６
年余りの間、破産手続開始の申立てをせず、その結果、Ａ社が有する合計３４７４万５９４６円の売
掛金について消滅時効が完成したこと、
⑶　上記⑴の事件に係る預り金２８７７万９１９７円につき、入出金の年月日及び金額並びに入金の
目的及び出金の使途を記録せず、職務が終了したときに、Ａ社らに対し入出金の概要を記載した書面
により預り金の収支について報告することもできておらず、解任された令和３年９月２７日以降もＡ
社に返還しなかったこと
を理由に、令和５年１０月２日付けで所属弁護士会から除名の懲戒処分を受けたもの。

令和６年度
３年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、平成２９年６月から令和２年１１月までの間、３４か月分相当の所属弁護士
会の会費並びに日本弁護士連合会の会費及び特別会費合計１００万５６００円を滞納したことを理由
に、令和５年７月７日付けで所属弁護士会から退会命令の懲戒処分を受けたもの。

３年間の契約締結拒絶期間を
設定することが相当である。

本件は、対象司法書士が、①Ａが所有していた土地（以下「本件土地」という。）上に、Ｂが建物
（以下「本件建物」という。）を新築し、所有しており、平成２６年１０月、Ａは、その元妻である
Ｂとの間で、Ａを賃貸人、Ｂを賃借人とし、本件建物所有を目的とする賃貸期間３０年の賃貸借契約
を締結するとともに、Ｂの死亡を原因として、ＢからＡに本件建物及びその借地権を贈与する旨の訴
訟上の和解をし、その和解に基づき、本件建物について、ＢからＡへの死亡を原因とする始期付所有
権移転仮登記が登記されたところ、②平成２７年９月頃、Ｂは、高齢者施設に入居することとなっ
て、本件建物には居住しなくなり、Ａは、本件土地を自由に処分できるようにしたいと考えて、知人
であるＣに相談し、Ｃから対象司法書士を紹介され、③平成２９年１月、Ａは、Ａの内縁の妻である
Ｄ、Ｃ及びＣの弟であるＥと共に、対象司法書士の事務所を訪れて面談をし、その際、Ａから本件土
地の取扱いについて相談された対象司法書士は、Ｅと共謀の上、
⑴　Ａに対し、「Ｂさんの建物を排除するという考え方をしなければ、解決の方向には行かないと思
うんです。」、「一つの方法としてはね、Ａさんがたとえば誰かに売っちゃうとか。あるいは名義が
変わるとかということになると、そうすると新しい、ここを持っている所有者の名義人という人が
ね、たとえば賃貸借にしても、売買によっても賃貸借は消えちゃう。」、「そのうちに今度は逆に
ね、その建物をもう壊して、こっちで建物を建てちゃうと。地主だから。それもできるわけだか
ら。」、「そういうようなことをすれば、ね、Ａさんはもう1回生き返れるわけだよね。」、「そこ
でＣさんもね、弟さんが会社を経営されているし、あなたのそういった話も聞いているし、自分が協
力してやってもいいよということをおっしゃてるみたいだから。きょうせっかくおみえになったんで
あれば、もう早くね、手を打たれたほうが私はいいんじゃないかというふうに考えていますけど
ね。」、「それでＣさんたちと協力してもらって、一緒にやっていくぞという気持ちかどうかという
ことでね、やっぱり決断してもらえれば、とにかくそれを排除してしまうという手をね、打たなきゃ
いけない。」などと述べ、Ｅもこれに同調する発言をして、本件土地の所有権の登記名義人をＡから
Ｅが代表取締役を務める株式会社甲（以下「本件会社」という。）に変更させれば、Ｂの借地権を消
滅させることができるなどと虚偽の説明を行い、Ａを欺き、
⑵　Ａは、上記⑴の説明を受けて、本件土地に係るＢの借地権が消滅すると誤信したことから、平成
２９年１月、Ｄ、Ｃ及びＥと共に、対象司法書士の事務所を訪れ、同所において、本件土地につい
て、売主をＡとし、買主を本件会社とする売買契約を締結し、対象司法書士は、平成２９年１月、本
件土地について、Ａから本件会社への所有権移転登記（以下「本件登記」という。）を代理申請し、
本件登記は完了し、
⑶　上記⑴⑵のとおり、対象司法書士は、自らがした詐欺的行為を利用して、Ａに本件土地を売却さ
せた上、当該詐欺的行為という不当な手段により、本件土地について、本件登記の代理申請業務の依
頼を誘致した
ことを理由に、令和５年９月１５日付けで法務大臣より同年１０月１２日から業務停止２年の懲戒処
分を受けたもの。

令和６年度



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和６年度
１０か月間の契約締結拒絶期
間を伴う契約解除措置をとる
ことが相当である。

本件は、対象司法書士が、令和３年１２月某日、普通乗用自動車（以下「本件自動車」という。）を
運転して、スナックに赴き、同日午後９時前から当該スナックで飲酒をし、同日午後１１時頃、本件
自動車内で仮眠を取った後、翌日午前１時２５分頃、本件自動車を発進させ、同日午前１時３０分
頃、道路上において、後方から追尾してきた巡回中の警察官に本件自動車を停止するよう求められ、
当該誓察官からアルコールの呼気検査を受けたところ、呼気１リットルにつき０．３９ミリグラムの
アルコールが検出されたことから、同日午前１時４０分頃、酒気帯び運転の容疑で現行犯逮捕され、
令和４年２月、簡易裁判所から、罰金３０万円の略式命令に処され、同年３月、公安委員会から２年
間の運転免許取消の行政処分を受けたことを理由に、令和５年１２月１９日付けで法務大臣より令和
６年１月１７日から１か月の業務停止の懲戒処分を受けたもの。

令和６年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　所属弁護士会に対し、依頼者の本人特定事項の確認及び記録保存等に関する規程第１１条第１項
に基づき、毎年６月３０日までに前年度における年次報告書を提出しなければならないところ、平成
３０年から令和３年まで、所属弁護士会から毎年提出を促されたにもかかわらず、各年に提出すべき
上記年次報告書をいずれも提出しなかったこと、
⑵　所属弁護士会に対し、預り金口座を届け出なければならず、また、所属弁護士会から預り金及び
預り預貯金の保管状況について照会を受けたときは回答しなければならないところ、所属弁護士会か
ら再三預り金口座の届出を求められたにもかかわらず、その届出をせず、また、所属弁護士会から令
和３年７月１５日付け書面にて照会を受けたが、回答しなかったこと
を理由に、令和５年９月２２日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

令和６年度
１年間の契約締結拒絶期間を
伴う契約解除措置をとること
が相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　所属弁護士会に対し、依頼者の本人特定事項の確認及び記録保存等に関する規程第１１条第１項
に基づき、毎年６月３０日までに前年度における年次報告書を提出しなければならないところ、平成
３０年から令和３年まで、所属弁護士会から毎年提出を促されたにもかかわらず、各年に提出すべき
上記年次報告書をいずれも提出しなかったこと、
⑵　所属弁護士会に対し、預り金口座を届け出なければならず、また、所属弁護士会から預り金及び
預り預貯金の保管状況について照会を受けたときは回答しなければならないところ、所属弁護士会か
ら再三預り金口座の届出を求められたにもかかわらず、その届出をせず、また、所属弁護士会から令
和３年７月１５日付け書面にて照会を受けたが、回答しなかったこと
を理由に、令和５年１０月５日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。

本件は、対象司法書士が、平成２４年３月、Ａと個人再生申立事件に係る裁判所等への提出書類の作
成業務（以下「本件業務」という。）に係る委任契約（以下「本件委任契約」という。）を締結し、
同日、Ａから実費として３万円を受領し、同月から同年４月にかけて、Ａの債権者であるＢ株式会社
（ただし、同社は、平成２５年３月、Ｃ株式会社に対して、Ｂ株式会社がＡに対して有する債権を譲
渡した。）、株式会社Ｄ、Ｅ株式会社及びＦ銀行に対し、Ａの債務整理を受任したことを内容とする
受任通知書を送付し、各債権者から、債権調査票を受領し、Ａは、平成２６年６月、対象司法書士に
対し、本件業務の基本報酬金として、３６万７５００円を支払ったものであるところ、
⑴　Ｃ株式会社は、平成２６年６月、Ａを被告として譲受債権請求訴訟を提起し、これを受けて、Ａ
は、直ちに、対象司法書士に対し、Ｃ株式会社から訴訟が提起された旨を連絡し、当該訴訟の訴状を
郵送したが、対象司法書士は、本件委任契約に基づく受任者として適切に対応することなく放置した
こと、
⑵　Ｇ信用保証協会（平成２５年８月、Ｇ信用保証協会は、Ｆ銀行の債権を代位弁済し、同社のＡに
対する債権を取得した。）は、平成２９年７月、Ａを被告として求償金請求訴訟を提起し、これを受
けて、Ａは、直ちに、対象司法書士に対し、Ｇ信用保証協会から訴訟が提起された旨を連絡し、当該
訴訟の訴状を郵送したが、対象司法書士は、本件委任契約に基づく受任者として適切に対応すること
なく放置したこと（その後、簡易裁判所は、同年９月、Ｇ信用保証協会の請求を認める判決を言い渡
し、Ａは、対象司法書士に判決書を送付した。）、
⑶　Ａは、令和２年２月、Ｃ株式会社による債権執行申立てにより、債権差押命令が言い渡され、Ａ
名義の預金口座を差し押さえられたことから、対象司法書士に連絡をしたが、電話がつながらず、連
絡をとることができなかったこと、対象司法書士の事務所は、平成２７年９月に移転し、さらに、令
和元年５月に移転していたが、対象司法書士は、Ａに対し、これらの事務所の移転を伝えておらず、
その結果、Ａは、対象司法書士に対して連絡をとることができなくなっていたこと、
⑷　以上のとおり、対象司法書士は、平成２４年３月に本件委任契約を締結した後、遅くとも、Ａが
本件業務の基本報酬金を支払った日である平成２６年６月以降速やかに本件業務を処理してＡからの
連絡等に適切に対応すべきであったにもかかわらず、Ａの配偶者が、弁護士に相談し、令和２年２
月、対象司法書士から本件委任契約に係る関係資料一式の返却を受け、同年３月、対象司法書士に対
し、電話により、本件委任契約を解除する旨を伝え、報酬等を返還するよう伝え、本件委任契約が解
除されるまでの間、５年間以上にわたり、正当な理由なく本件業務を放置したこと
を理由に、令和５年１０月４日付けで法務大臣より同年１１月１１日から６か月の業務停止の懲戒処
分を受けたもの。

２年間の契約締結拒絶期間の
設定をすることが相当であ
る。

令和６年度



年度 措置の内容 措置事案の概要

○契約弁護士等に対してとった措置について

令和６年度
１年６か月間の契約締結拒絶
期間を伴う契約解除措置をと
ることが相当である。

本件は、対象弁護士が、
⑴　Ａから未払残業代請求について受任したところ、Ａから委任事務の進捗状況の照会を受けたこと
に対し、相手方であるＡの旧勤務先の社長を差出人とするような文書の名義人を偽った書面を連絡文
の形式で作成し、Ａに対し、令和元年１０月３０日頃にメールで送信し、同年１１月上旬頃には直接
手渡したこと、
⑵　令和元年８月２８日、株式会社Ｂの子会社であるＣ株式会社から破産手続開始申立事件を受任し
たところ、その事務処理を合理的な理由なく遅滞し、令和２年５月に申立てを行っていないにもかか
わらず、Ｃ社の代表者であるＤに対し、申立てを行ったが、新型コロナウイルスの影響により裁判所
の手続が遅延しているなどと虚偽の説明をした上で、令和３年１月２９日まで申立てを行わなかった
こと
を理由に、令和５年１２月１３日付けで所属弁護士会から業務停止１月の懲戒処分を受けたもの。


